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いつまでも住み続けたい 

「魅力あふれる 安全・安心のまち世田谷」 

の実現をめざして 

 
世田谷区では、平成１７年度に世田谷区基本計画(平成１７年度～平成２６年度)を

策定し、いつまでも住み続けたい「魅力あふれる 安全・安心のまち世田谷」の実現

をめざしています。 

この基本計画を着実に実現するため、平成１７年度から１９年度までの計画に続き、

今回、平成２０年度から２３年度までの実施計画と行政経営改革計画を策定しました。 

 実施計画は、基本計画に掲げられた「安全で安心のまち」をはじめとした５つの将

来目標などの実現を図るために、中期的展望に基づき、具体的な事業をさらに推進す

るものです。 

 また、行政経営改革計画は、基本計画の推進に向けて、事務事業の見直しや職員定

数の適正化など執行体制の効率化を進めるとともに、従来の行財政改善から一歩進め、

区民の目線に立った「行政経営」の確立をめざすものです。 

 この実施計画と行政経営改革計画に基づき、区は、もっと区民の目線に立って、も

っと新たな政策を創り、さらに区民の信頼に応える区政運営に全力で取り組んでまい

ります。 

 

 

 

平成２０年３月 

 

                         世田谷区長  

熊本 哲之 
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第１章 計画の考え方 
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１ 策定にあたって 
 
 この実施計画は、世田谷区基本計画（平

成１７年度～平成２６年度）を具体的に

実現するため、世田谷区実施計画（平成

１７年度～平成１９年度）の取組みを踏

まえ、引き続き、平成２０年度を初年度

とする４年間の計画を年次別に示したも

のです。 
 また、実施計画の取組みを着実に実施

していくため、今後の財政収支の見通し

を踏まえ、４年間の年次別の実施計画事

業費も示しており、予算編成や事業執行

の指針ともなっています。 
なお、基本計画の第６章「計画推進に

向けて」の具体化については、行政改革、

経営改革に関する区の計画である世田谷

区行政経営改革計画に委ねており、基本

計画のもとにおいて、実施計画と行政経

営改革計画があいまって、区民の信頼に

応える区政運営を推進していきます。 
 
２ 計画事業の基準 
 
この実施計画は、基本計画にある１３

の主要テーマに示された問題解決の方向

性に沿って、横断的な取組みを計画化し

ています。 
計画事業の選定にあたっては、特に、

次の点に留意しています。 
(1) 区民、事業者、区が協働で取り組む 

３ 計画の構成 
 

この実施計画は、基本計画に対応し、

計画の考え方、重点的取組み「リーディ

ングプロジェクト」、実施計画事業、財政

計画をもって構成しています。 
重点的取組み「リーディングプロジェ

クト」では、基本計画が示した重点的取

組み「リーディングプロジェクト」の実

現に向けた４年間の具体的な取組みとな

る実施計画事業を構成する事業を示しま

した。 
実施計画事業では、目標、事業目的、

成果指標、具体的な取組み事業である実

施計画事業を構成する事業を示しました。 
財政計画では、３年間の財政収支の見

通しと４年間の実施計画事業費を示して

います。 
  
４ 計画の進行管理 
   
この実施計画については、毎年度、実

施計画事業の成果指標などに基づき評価

し、評価結果を計画や事業の見直し（追

加、修正など）に活用するとともに、そ

の推進状況を区民に明らかにしていきま

す。  
 
 
 
 

ことを基本とした基本計画を具体的 
に実現する事業 

(2)計画や方針の策定などの新たなしく 
みをつくる施策 
 (3)実施計画期間において、特に重点的 
   に取り組む必要がある事業 
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５ 計画の期間                          

平 成 １ ７

年 度  

平 成 ２ ６

年 度  

平 成  

２ ０ 年 度  

平 成  

２ ４ 年 度  

基  本  計  画  

実 施 計 画  
平 成 １ ７ ～ １ ９ 年 度  

行 政 経 営  

改 革 計 画  
平 成 １ ７ ～ １ ９ 年 度  

新 実 施 計 画  
平 成 ２ ０ ～ ２ ３ 年 度  

 

 

新 行 政 経 営  

改 革 計 画  
平 成 ２ ０ ～ ２ ３ 年 度  

 

                                      

６ 成果指標について 
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 ①成果指標 

   成果指標とは、実施計画事業の「目

標」の実現に向けて、目指すべき水

準を数値などを用いて、定量的に分

かりやすく示すものです。 

 

 ②成果指標選定の基本的な考え方 

   実施計画事業ごとに、１～３個の

成果指標を設定しています。 

   区民に分かりやすい成果指標の項

目であることを基本として、データ

の把握が可能なものを選定していま

す。 

   なお、成果指標は、できるだけ成

果（アウトカム）に着目した指標を

採用しましたが、データがとれない

など、そうした設定が困難な場合は、

活動（アウトプット）に着目した指

標で示しています。 

 

③平成２３年度目標値について 

 平成２３年度の目標値については、

現状値や実施計画事業の取組みによ

る効果などを勘案して、設定してい

ます。 

 

④成果指標の活用 

   毎年度、この成果指標に基づき、

実施計画事業を評価、検証し、計画

や事業の見直し（追加・修正など）

に活用していきます。  

 

７ 財政計画について 

 

財政計画（財政収支の見通し）は、

実施計画事業に要する事業費をあら

かじめ見込んでいるものです。財政収

支の見通しについては、第４章に示す

とおりですが、計画期間内の各年度に

おいて、計画の進捗率や計画目標の達

成度をとらえ、必要に応じて、事業費

を変更していきます。 
また、財政状況の変化から、各年度

の収支見込みを大幅に変更せざるを

得ない場合には、必要な調整を行って 
いきます。 
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第２章 重点的取組み 

－リーディングプロジェクト－ 
  

 

 

１ 身近で便利 交流促進プロジェクト 

      ２ 次代を担う世田谷っ子プロジェクト 

      ３ いつまでも生きがいを 生涯現役プロジェクト 

      ４ 区民が創る良好な環境プロジェクト 

      ５ 世田谷の魅力倍増プロジェクト 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本計画の「重点的取組み－リーディングプロジェク

ト－」を推進する 4年間の具体的な取組みを、実施計画
事業を構成する事業単位で示しました。 
11 



 １ 
Project 
 

的 

め、交流が活

１ 身近で利用

   道路網の整

通サービスの

２ だれもがま

   身近な商店

の快適性向上

などを進め、

します。 

３ ＩＴ(情報
   身近な地域

情報提供や意

おける活動ス

ビスが気軽に
ｋｕｍｉ 

 
 

身近で便利 交流促進プロジェクト 

 
目 
 

 
 
 
 

 都心に近く風格がある住宅都市、世田谷区には、暮らしに便利なま

ちの機能や魅力がいっぱい詰まっています。これらの魅力に気軽に触

れるため、誰もが、まちに出かけやすい安全で快適な移動環境を整備

し、また、身近で気軽に区政や地域活動に参加できる環境づくりを進
 
 

発で身近なまちを実現します。 

 
取組みの方向性
  
 
 
 
 
 

しやすい道路・交通環境の整備 
備や自転車の利用環境の向上、地域と地域とを身近に結ぶ公共交

導入を進め、まちの利便性を向上します。 

 
 
 
 
 
 

ちに足を運びたくなる安全・便利な歩行空間の整備 
街におけるユニバーサルデザインのまちづくり、バス停や主要駅

やバリアフリー化の推進、歩車道分離など安全な歩道空間の確保

誰でも気軽に足を運びたくなる、誰もが移動しやすいまちを実現

 
 
 
 
 

通信技術)の活用による身近な参加と利用の促進 
における活動の場やＩＴ(情報通信技術)を活用しながら、区民への

見を聞く環境を整備するなど、区民参加を促進します。出張所に

ペースの確保など区民の交流の場の整備や電子相談などのサー

利用できる環境の整備を進めます。 
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 実施計画事業を構成する事業 

 

 

身近で利用しやすい道路・交通環境の整備  

 
道路ネットワークの形成（０４０１）  

 

開かずの踏切解消（０４０２）  

 

地域をつなぐ自転車利用環境の整備（０４０３） 

 

新たな公共交通サービスの創造（０４０４） 

 

 

だれもがまちに足を運びたくなる安全・便利な歩行空間の整備 

 

ユニバーサルデザインによる公共的施設の整備（０３０１）  

 

交通バリアフリーの推進（０３０２）  

 

安全な歩道づくり（０３０３）  

 

 

ＩＴ(情報通信技術)の活用による身近な参加と利用の促進  

区民参加、参画の促進（１９０２） 

ＩＣＴなどを活用した情報やサービスの提供（行政経営改革計画） 
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 ２ 
Project 
 

的 

安心して子育

１ 地域ととも

   子どもの健

流、さまざま

参加する、地

す。 

３ 子育て環境

   保育サービ

全確保や健康

め、保護者が
ｋｕｍｉ 

 
 

次代を担う世田谷っ子プロジェクト 

 
目 
 

 
 
 
 
 

 世田谷区では、これまでも世界に誇る人材が育ってきました。これ

からも、世田谷区らしい特色のある教育を進め、さまざまな人との関

わりや体験を通して、世界にはばたく世田谷っ子が育つまちを目指し

ます。また、子育て不安の解消など、より良い子育て環境を整備し、
 
てができるまちを目指します。 

 
取組みの方向性
  
 
 
 
 
 
 

に子どもを育てる 
やかな成長のため、子どもどうしの交流や地域の人たちとの交

な遊びや体験の場や機会の充実を図ります。また、地域の区民が

域に根ざした学校教育を推進し、地域の教育力の向上を目指しま
 
 
 
 
 

２ 特色のある世田谷の教育の推進 
   世田谷区が持つ文化資源を活かした文化や芸術の体験事業、地域の企業や商

店街、区内大学と連携した体験学習など、子どもの体験の機会の充実を図ると

ともに就学前（幼児）教育を推進し、子どもの個性や多様な才能を伸ばします。

また、特色のある世田谷の教育を通して、日本の伝統と文化を継承し、深く考

え、自分を表現できる子どもを育てます。 
 
 
 
 
 
 

の向上 
スの一層の充実と在宅子育てへのきめ細やかな支援、子どもの安

づくりの支援など、子育ての負担の軽減と不安解消を総合的に進

安心して子育てでき、健やかで元気な子どもが育つ環境を整えます。
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地域とともに子どもを育てる  

 
子どもの体験、社会参加の推進（１３０１） 

 
地域教育力の向上（１４０１）  

 
地域が参画する学校づくり（１４０２）  

 
特別支援教育の充実、いじめ、不登校問題への取組み（１５０３）  

 
 地域の学習拠点としての図書館の充実（１８０５） 
 

特色のある世田谷の教育の推進  
 
 豊かな人間性を育む体験学習の推進（１５０１） 
 
 

９年間を見通した質の高い学校教育の実現（１５０２） 
 
 

特別支援教育の充実、いじめ、不登校問題への取組み（１５０３） 
 
 

教育の情報化の推進（１５０５）  
 

就学前（幼児）教育の充実（１５０７）  
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

子育て環境の向上
子どもの安全を

子どもの健康づ

配慮の必要な子

家庭教育への支

保育サービスな

在宅子育て支援

児童虐待防止対
実施計画事業を構成する事業
守る取組み（０２０２） 

くり（１３０２） 

どもへの支援（１３０３） 

援（１４０３） 

どの充実（１６０１） 

（１６０２） 

策の推進（１７０１） 
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 ３ 
Project 
 

 

と

地

躍

１ 

  

２ 

  
ｋｕｍｉ 

 
 
 

いつまでも生きがいを 生涯現役プロジェクト

的 
目 
 
 
 
 
 
 
 

区民の５人に１人が高齢者となる時代を迎えます。日頃からこころ

からだの健康を維持・向上することで、誰もが自らの知識や経験、

域の豊かな文化や人びとのつながりを活かし、地域の一員として活

できる生涯現役社会を実現します。 

性 
取組みの方向
  
 
 
 
 
 
 
 
 

地域での活躍を支える健康づくりの推進 
 生活習慣病予防、ねたきり予防、認知症予防など、就労世代や壮年期の段階

から、健康づくりと介護予防を一体的に進めます。基本健康診査の結果など健

康に関する情報を区民が手軽に利用し健康づくりに役立てたり、食育の観点か

ら普段の食生活の改善に区民自身が取り組むなど、予防の観点から、区民の健

康づくりに取組んでいきます。 

 
 
 
 
 
 
 

経験や知識を活かせる地域づくり 
 区民が文化活動やスポーツを通して心の豊かさを味わったり、さまざまな知

識や経験を吸収できる環境を充実させます。地域での自主的な防犯活動、子育

てや教育の場への参加など、さまざまな社会参加の場の充実や活動の支援を通

して、これから高齢期を迎える団塊の世代がもつ知恵や経験を地域の中で活か

せるまちを実現します。 
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経験や知識を活かせる地域づくり
地域での活躍を支える健康づくりの推進
 
生涯現役、地域支えあいの推進（１２０４）
健康づくり支援の充実（１２０１）
食を通じた健康づくりの推進（１２０２）
介護予防施策の推進（１２０３）
生涯学習の推進（１８０３） 
 実施計画事業を構成する事業
生涯スポーツの振興（１８０４） 
世田谷の地域文化の創造（１８０１） 
音楽文化の振興（１８０２） 
17 



 ４ 
Project 
 

的 

実践により、

１ 環境に配慮

   地球環境の

や学校で率先

習・環境教育

す。 

２ 身近な緑

   世田谷区

どりを大切

区独自のル

貴重なみど

きます。 
ｋｕｍｉ 

 
 

区民が創る良好な環境プロジェクト 

 
目 
 

 
 
 
 

 大都市の一角を占めながら、土やみどりの恵みを享受できる豊かな

環境が、世田谷区にはまだ残されています。これからも、区民・事業

者が中心となって、水と緑、土と農に親しめる自然的環境を守り育て

るとともに、省エネルギーやごみの減量など環境に配慮した暮らしの
 
 

心豊かな生活や、うるおいある地域づくりを進めます。

性 
取組みの方向
  
 
 
 
 
 
 
 

した暮らしの実践・創出 
保全、将来に向けた持続可能な地域社会の形成に向け、公共施設

してごみ減量や省エネルギー対策に取り組むとともに、環境学

の推進を図り、区民・事業者の自発的な環境配慮行動を促進しま

 
 
 
 
 
 
 
 

の充実と交流促進 
内の農地の活用や未利用地等の利用に関する区民参加を通して、み

にする意識を高め、身近なみどりづくり活動を広げます。さらに、

ールに基づく開発・建築に関する規制・誘導を行い、世田谷区内の

りの生命線である国分寺崖線の環境保全や、緑地の創出を進めてい
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環境に配慮した暮らしの実践・創出
 

 

 

 
身近な緑の充実と交流促進
カーボンマイナス社会への転換（１１０２）
区民とのパートナーシップに基づく環境啓発事業の推進（１１０１）
 
都市型農業の推進（０９０１）
 

 

 
国分寺崖線など民有地のみどりの保全（１００２）
 
みどりとみずのまちづくり（１００３）
 
都市景観の形成（１００４）
 実施計画事業を構成する事業
エコ区役所の実現（１１０３）
区民共生型農業の支援（０９０２）
みどりと花いっぱい運動の推進（みどりとみずの基本計画の推進）（１００１）
 
地区街づくりの推進（１００５）
19 



 
Project ５
的 

田谷」を実現しま

 

１ 人びとが憩い

   駅周辺の道路や

便性を向上させま

を進め、商店街の

核づくりを計画的

２ 世田谷の魅力

   世田谷区が有す

また、世田谷区の

わいの拠点の整

を、区民、事業者

３ 区民の力を活

   まちづくり、産

ＮＰＯ、行政それ

アイデアやニュー
 

ｋｕｍｉ 世田谷の魅力倍増プロジェクト 

 
 
目 
 

 
 
 
 

 若者の集う商店街や、劇場のあるまちなど、暮らしに身近なにぎわ

いは、世田谷区に住む人、世田谷区を訪れる人にとって大きな魅力で

す。人びとが集い、出会うにぎわいの核づくりを進め、世田谷区の新

たな魅力を創造し、多様な人びとが活発に交流し、一段と魅力的な「世
 
 

す。 
取組みの方向性
  
 
 
 
 
 
 
 

集う核づくりの推進 
駅前広場など、区内の拠点の整備を進め、まちの機能性や利

す。まちの景観の統一的な整備やアクセス改善などの取組み

魅力や地域の活気をさらに高め、多様な人びとが憩い集える

に進めます。 

 
 
 
 
 
 

を満載した産業の振興 
る豊富な観光資源を活用した魅力再発見の取組みを展開し、

特色である映像や音楽、演劇などの文化発信力を高め、にぎ

備を進めるなど、産業振興や地域の活性化につなげる取組み

、ＮＰＯ、行政が協働で実現し、まちの集客力を高めます。

 
 
 
 

かした世田谷ブランドの魅力向上 
業、文化、教育、福祉など様々な分野において、区民、事業者、

ぞれが互いの経験や知識などを活かし交流することで、新たな

ビジネスを創出し、更なる世田谷ブランドの向上を図ります。
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人びとが憩い集う核づくりの推進
街のにぎわいの核づくり（０７０１） 

地域街づくりと協働した商店街の振興（０７０２） 

世田谷の魅力を満載した産業の振興 

区民生活を支え、高める生活支援拠点づくり（０６０５） 

世田谷型観光の推進（０７０３） 

 
区民の力を活かした世田谷ブランドの魅力向上
安全安心ま

地域に密着

中小企業の

地域教育力

地域が参画

世田谷の地

音楽文化の

生涯スポー
 実施計画事業を構成する事業
ちづくりの推進（０２０１） 

した在宅サービスの展開（０６０２） 

人材活用への支援（０８０２） 

の向上（１４０１）  

する学校づくり（１４０２） 

域文化の創造（１８０１） 

振興（１８０２）   

ツの振興（１８０４）   
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第３章 実施計画事業 
  

 

 

       １ 実施計画事業体系 

       ２ 実施計画事業 
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１　実施計画事業体系

事業番号

0101 防災街づくりの推進

0102 地先道路の整備

0103 住宅、建築物の耐震性の確保

0104 地域防災力の強化

0105 都市型水害対策の推進

0201 安全安心まちづくりの推進

0202 子どもの安全を守る取組み

0301 ユニバーサルデザインによる公共的施設の整備

0302 交通バリアフリーの推進

0303 安全な歩道づくり

0304 高齢者、障害者などの移動困難者への支援

0401 道路ネットワークの形成

0402 開かずの踏切解消

0403 地域をつなぐ自転車利用環境の整備

0404 新たな公共交通サービスの創造

0405 土地区画整理事業の推進

0501 消費者の自立支援

0502 保健福祉サービスの質の向上

0503 成年後見制度の推進

0601 高齢者の安心生活づくり

0602 地域に密着した在宅サービスの展開

0603 障害者の地域生活の支援

0604 住まいの確保と居住継続の支援

0605 区民生活を支え、高める生活支援拠点づくり

0701 街のにぎわいの核づくり

0702 地域街づくりと協働した商店街の振興

0703 世田谷型観光の推進

0801 都市型産業の育成

0802 中小企業の人材活用への支援

0901 都市型農業の推進

0902 区民共生型農業の支援

1001
みどりと花いっぱい運動の推進（みどりとみずの
基本計画の推進）

1002 国分寺崖線など民有地のみどりの保全

1003 みどりとみずのまちづくり

1004 都市景観の形成

1005 地区街づくりの推進

⑩やすらぎのあるま
ちづくり

⑥地域に住み続け
られるまちづくり

実施計画事業を構成する事業

②犯罪のないまち
づくり

①災害に強いまち
づくり

④地域道路、交通
ネットワークの構築

③ユニバーサルデ
ザインのまちづくり

実施計画事業

地域社会の安
全の確保

安全に移動で
きる都市基盤
と区民生活を
支える公共交
通の整備

基本計画 実施計画

にぎわいのあ
るまちづくり

世田谷だから
できる魅力あ
る産業の振興

⑧地域産業の活性
化

⑦世田谷のにぎわ
いアップ

将来目標 主要テーマ

⑨魅力ある都市農
業の推進

⑤サービスを安心し
て利用できる環境
の整備

安全で安心な
まち

区民生活の安
心の実現

水と緑が豊か
で美しいまち
なみのある世
田谷づくり

健康でやすら
ぎのあるまち

魅力的で活力
あふれるまち
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事業番号

健康でやすら
ぎのあるまち 1101

区民とのパートナーシップに基づく環境啓発事業
の推進

1102 カーボンマイナス社会への転換

1103 エコ区役所の実現

1201 健康づくり支援の充実

1202 食を通じた健康づくりの推進

1203 介護予防施策の推進

1204 生涯現役、地域支えあいの推進

1301 子どもの体験、社会参加の推進

1302 子どもの健康づくり

1303 配慮の必要な子どもへの支援

1401 地域教育力の向上

1402 地域が参画する学校づくり

1403 家庭教育への支援

1501 豊かな人間性を育む体験教育の推進

1502 ９年間を見通した質の高い学校教育の実現

1503
特別支援教育の充実、いじめ、不登校問題への
取組み

1504 信頼される学校経営の推進

1505 教育の情報化の推進

1506 教育環境の整備

1507 就学前（幼児）教育の充実

1601 保育サービスなどの充実

1602 在宅子育て支援

1701 児童虐待防止対策の推進

1702 小児救急医療の充実

1801 世田谷の地域文化の創造

1802 音楽文化の振興

1803 生涯学習の推進

1804 生涯スポーツの振興

1805 地域の学習拠点としての図書館の充実

1901 区民によるコミュニティづくりの支援

1902 区民参加、参画の促進

1903 市民活動の促進

2001 男女共同参画による地域社会の活性化

2002 男女共同参画センターの機能充実

2003 ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の根絶

実施計画事業
実施計画事業を構成する事業

基本計画 実施計画

区民が創るま
ち

男女共同参画
推進のまちづ
くり

次代を担う人
づくり

快適な環境で
持続可能な地
域社会の実現

世田谷の文化
を育み、未来
が輝くまち

⑳男女共同参画の
推進

協働のまちづ
くり

⑲協働のまちづくり
の推進

⑯多様な子育て支
援

⑱世田谷の文化・個
性を活かしたまちづ
くり

⑰子どもを守る仕組
みづくり

健康づくり・疾
病予防の推進

安心して子ど
もを育てられる
環境づくり

世田谷の文
化・個性を活
かしたまちづく
り

将来目標 主要テーマ

⑭地域とともに子ど
もを育てる教育

⑮魅力ある学校づく
り

⑪「環境都市」世田
谷の実現

⑬成長に応じた子
どもの支援

⑫健康づくりから介
護予防までの一貫
した取組み
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２　実施計画事業
 

実施計画事業

実施計画
事業名

関　係
所管部

事業目的

目　標

事業体系

構成する
事業の
考え方

事業費

平成２３年度目標値

平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

＊１　○○○○　××××～。

〔票の見方〕

総事業費

成果指標設定の考え方成果指標

指標名 現状値

先頭に記載の部
が、代表部です。

基本計画の主要テーマの「問題解決の方向性」にそって設定し
たこの実施計画事業が目指す（10年間の）目標です。

４年間の実施計画の事業目的です。

実施計画事業が目指すべき水
準（目標数値等）です。
1～3個の成果指標を示していま
す。
「現状値」は、平成２０年３月末
時点での状況、「平成２３年度目
標値」は、平成２４年３月末の目
標値です。

　実施計画事業を構成する事業の考え方や事業の概要です。

計画事業で使用している用語を解説し
ています。表中に＊で表示しています。
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L 分類

　　　　実施計画事業を構成する事業

事業名

計画目標
平成２３年度

事業分類

所管部

平成２３年度

 千円

①□□□□□□□

　　　　　（○○件）

現　　況

平成２２年度

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

平成２０年度 平成２１年度
①

 千円

《関連する計画》　　　　△△△△計画

＊１　○○○○　××××～。

 千円  千円

実施計画事業を構成する事業
が実現すべき計画の目標（数
値など）です。
「現況」は、平成２０年３月末時
点での状況、「平成２３年度」
は、平成２４年３月末の目標で
す。

先頭に記載の部
が、代表部です。

事業にかかる経費を示していますが、平成２０年度は予算
額、平成２１年度から平成２３年度は見込み額を記載してい
ます。
なお、現時点で、具体的な経費を記載することができないも
のについては「－」で示しています。

実施計画事業を構成する事業が、
リーディングプロジェクトを推進する
ための事業に該当する場合、そのプ
ロジェクト番号を記載しています。

実施計画事業を構成する事業を協働の視
点から分類しています。

１－民間主体型
　　　（民間主体で、独自に行う事業）
２－民間主体協働型
　　　（民間主体で、行政と協働で行う事業）
３－行政主体協働型
　　　（行政主体で、民間と協働で行う事業）
４－行政主体型
　　　（行政主体で、独自に行う事業）

計画事業で使用している用語を解説してい
ます。表中に＊で表示しています。
また、事業に関連する計画名を記載してあ
ります。

　
　事業の年次別の取組み内容を記載しています。
　数値は、各年度で行う事業の件数、回数、量などを示しています。

該当年次に取組みの予定がない場合は、－と記載して
あります。
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実施計画事業

構成する
事業の
考え方

１　密集市街地の防災性を向上させるため、区画道路、広場の整備、建築物の不燃化への助
　成など、防災街づくりを推進するとともに、住宅の耐震性確保の取組みを実施し、区民、
　事業者と連携、協働して、防災性向上、減災への取組みを促進する。
２　道路が未整備で、延焼の危険性が高く、防災上の問題を抱える地区内で、迅速な消防活
　動や二方向への避難が可能で、安全、快適に通行できる地先道路を整備する。
３　区民防災組織の活動や｢自助、共助｣による地域の協力、支援体制を強化するとともに、
　災害時の避難生活における環境整備に取り組む。
４　今後策定する豪雨対策基本計画に基づき、都市型水害対策の推進を図る。

＊１　地域防災リーダー　地域の防災力向上のため、知識や技術を活かして地域の防災訓練などに携わる者。

＊２　地先道路　　　　　各宅地に接続する道路で、日常生活の中で利用する最も基本となる道路。

防災街づくりの推進　　　【事業番号　０１０１】
　　区画道路や小広場の整備、老朽住宅などの建替えを促進し、市街地の防災性を向上する。
地先道路の整備　　　　　　【事業番号　０１０２】
　　地域地先道路整備計画に基づき、積極的な道路整備を推進する。
住宅、建築物の耐震性の確保　　　【事業番号　０１０３】
　　大震災時に危惧される建築物倒壊による人的、物的被害の防止のため、木造住宅等の耐
　震改修を促進する。
地域防災力の強化　　　【事業番号　０１０４】
　　区民相互の協力、救援体制の仕組みを整備し、区民の防災力の向上を目指すとともに、
　災害時に備えた地域の環境を整備し、総合的に地域防災力を強化する。
都市型水害対策の推進　　　【事業番号　０１０５】
　　都市型水害の軽減を目的とした基本方針と計画を策定して対策の強化を図る。

事業体系

成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

1)　①事業用地取得率
  　②地先道路＊２整備延長

  ①69.5％
②　－

①79.1％
②2,190m

1)　密集市街地においては、道路や公園、広場の整備により消防活動の円滑化、避難経路の
　確保、延焼遮断など、実施計画事業の目的とする「災害に強い街づくりの推進」の達成に
　直接つながる効果が見込まれる。そのため、街づくり事業計画に対応した事業用地取得率
　と地先道路整備延長を成果指標とする。
2)　あわせて、区民の防災意識の高まりと関連性がある住宅の耐震相談件数を成果指標とす
　る。

事業費
総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

8,694,349 千円 1,631,028 千円 2,400,117 千円 2,434,011 千円

実施計画
事業名 ①災害に強いまちづくり

関　係
所管部

事業目的

目　標
　住宅が密集し、道路が狭い密集市街地の防災性を向上させるための整備を進める。また、
自助、共助の考え方のもと、地域の助け合い活動を支援し、災害時に備えた地域の防災力
の強化に取り組むなど、ハード、ソフト両面から災害に強いまちを実現する。

　密集市街地の防災性を向上させるため、区画道路や広場の整備、建築物の不燃化への助成
など防災街づくりを推進するとともに、住宅の耐震性確保のための取組みを実施する。
　また、地域防災リーダー＊１の活動促進を図り、地域の助け合いネットワークの核となる防
災区民組織の活動を支援するとともに、災害時に備え、避難所などの環境整備や情報通信基
盤の整備など、総合的に地域防災力の強化を図る。

2,229,193 千円

都市整備部　道路整備部
土木事業担当部
総合支所　危機管理室

2)　耐震相談件数 －

成果指標設定の考え方

耐震相談
3,000件
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

都

Ｌ 分類

⑤延焼遮断帯＊１の形成

平成２３年度
1)　整備延長
　　 　　2,190ｍ
2)　用地取得
　　 　　2,900㎡

                21件                 21件

                 16㎡

⑤延焼遮断帯の形成

                10件

１　地先道路整備方針などに基づき、地域の特
  性に応じた整備手法によって、住民の理解と
　協力を得ながら、効率的な道路整備を実施す
　る。

4

                21件                 1件

⑤延焼遮断帯の形成

②

④不燃化助成事業の実
　施

③行き止まり路の解消

④不燃化助成事業の実
　施

                 16㎡

平成２３年度

所管部
都市整備部
総合支所

4

事業分類

　地震などの自然災害に備え、木造住宅密集地域の防災機能の向上を図るため、区民、事業者、
区が協働して災害に強い街づくりを目指す。

事業名

計画目標１　国、都の補助事業を活用し、各種道路、公
　園などの都市基盤の整備や老朽木造住宅の建
　替えを促進し、不燃化を進めることにより、
　木造住宅密集地域の防災機能を向上させる。

平成２３年度

《関連する計画》　地先道路整備方針

775,846 千円 600,000 千円

年次別
計画

事業費

平成２０年度

1,100㎡   600㎡

①地先道路の整備

②用地取得

①地先道路の整備

②用地取得

②

④不燃化助成事業の実
　施

                 4件

 

③

地先道路の整備

平成２２年度

　消防活動や二方向避難に寄与するなど防災性の向上や地域街づくりを行うための基盤整備と
して、６ｍ以上の地先道路＊１を整備し、防災空間ネットワークを形成する。

690ｍ

０１０２ 事業名

事業分類計画目標

①道路の整備　　626㎡

1)　事業用地取得
　率      69.5％

平成２２年度

                 16㎡

②

③行き止まり路の解消

1)　事業用地取得
　率      79.1％

①道路の整備　　550㎡
平成２３年度

①道路の整備　　 426㎡

②公園(小広場等)の整
　備

③行き止まり路の解消

事業番号

280㎡ 

０１０１

①道路の整備　  80㎡

防災街づくりの推進

現　　況

平成２０年度

事業
内容

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

事業番号

ねらい

＊１　延焼遮断帯　道路、河川、鉄道、公園、緑道などの都市施設を骨格として活用又は整備し、必要な場合には、こ
　　　　　　　　　れらの施設とその沿道建築物の不燃化を組み合わせることにより、火災の延焼を防止するもの。

平成２１年度

                10件                 10件

⑤延焼遮断帯の形成

④不燃化助成事業の実
　施

平成２１年度
①地先道路の整備

500ｍ
①地先道路の整備

＊１　地先道路　各宅地に接続する道路で、日常生活の中で利用する最も基本となる道路。

500ｍ500ｍ

600㎡  600㎡
②用地取得 ②用地取得

430,930 千円 1,113,719 千円 1,154,453 千円 956,460 千円

道路整備部　土木事業担当部
総合支所

所管部

－

《関連する計画》　住宅市街地総合整備事業（各地区）整備計画及び事業計画、都市防災不燃化促進事業計画、
　　　　　　　　　延焼遮断帯形成事業計画

現　　況

600,000 千円 600,000 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

　　分譲マンション、
　　特定建築物   2件

　　分譲マンション、
　　特定建築物  23件

　　分譲マンション、
　　特定建築物  23件

　　分譲マンション、
　　特定建築物  23件

　　分譲マンション、
　　特定建築物   2件

　　分譲マンション、
　　特定建築物   2件

　　分譲マンション、
　　特定建築物   2件

③耐震改修

  　木造住宅    70件

　　分譲マンション、
　　特定建築物  23件

④家具転倒防止助成

             1,000件

  　木造住宅    70件

             1,000件

＊１　世田谷区耐震改修促進計画　「建築物の耐震改修の促進に関する法律」第５条第７項に基づき、策定した計画。
　　　　　　　　　　　　　　　　切迫性が指摘されている首都直下地震による建築物の被害、損傷を未然に防ぎ、区
　　　　　　　　　　　　　　　　民の生命、財産を守ることを目的とする。

事業費

             1,000件

　　木造住宅   600件

③耐震改修

平成２３年度

住宅、建築物の耐震性の確保

平成２２年度平成２１年度

ねらい

事業
内容

年次別
計画

平成２０年度

             1,000件

事業番号

             3,000件

②耐震診断②耐震診断

③耐震改修

  　木造住宅    70件

④家具転倒防止助成

①耐震相談・簡易診断

　　木造住宅   600件 　　木造住宅   600件

②耐震診断

①耐震相談・簡易診断

　　木造住宅   600件

②耐震診断

③耐震改修

  　木造住宅    70件

④家具転倒防止助成 ④家具転倒防止助成

０１０３

《関連する計画》　世田谷区耐震改修促進計画

1)　耐震化率
　　住宅    87％
　　民間特定建築
　　物      84％

１　平成２７年度までの耐震化の目標や具体的
　な施策を明らかにした「世田谷区耐震改修促
　進計画＊１」に基づき、住宅、建築物の耐震診
　断、耐震改修などを計画的かつ総合的に実施
　していく。特に、住宅の耐震化率９５％の実
　現を図るため、直接支援として具体的な支援
　誘導策の拡充、新設を行いながら早期の達成
　を目指す。

現　　況
1)　耐震化率
　　住宅　77.5％
　　民間特定建築
　　物　　77.7％

計画目標
平成２３年度

3

都市整備部所管部

　切迫する首都直下地震に伴う建築物倒壊による人的、物的被害を最小限にとどめるために、
自主防災の啓発に努めるとともに、住宅、建築物の耐震相談、耐震診断や改修などを集中的に
実施し、早期に区全体として「災害に強いまち」の実現を図る。

             3,000件              3,000件

事業名

①耐震相談・簡易診断

331,911 千円 600,000 千円 600,000 千円 600,000 千円

事業分類

             3,000件

①耐震相談・簡易診断
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

L 分類

＊１　雨水貯留施設　雨水を一時的に貯留し、河川に徐々に流出させることによって、雨量のピーク時の流出を遅らせ
　　　　　　　　　　る施設。雨水タンクなど。
＊２　雨水浸透施設　雨水を地下浸透させることによって、流出量を減少させる施設。雨水浸透桝（ます）*4など。
＊３　雨水タンク　　屋根に降った雨を貯めて、植木や庭への散水など、生活用水として利用するための一時貯留槽。
＊４　雨水浸透桝（ます）　コンクリート（または合成樹脂）製で底がなく、横にたくさんの穴があいている「桝
　　　　　　　　　　　　　（ます）」のこと。屋根に降った雨水を雨樋（どい）から浸透桝（ます）に入れ、地下に
　　　　　　　　　　　　　しみ込ませる。

＊２　災害用マンホールトイレ　断水などで一般のトイレが使用できない際に、井戸水などを活用し、排泄物を下水道
　　　　　　　　　　　　　　　本管に直接流す仕組みの仮設トイレ。

＊１　地域防災リーダー　　　　地域の防災力向上のため、知識や技術を活かして地域の防災訓練などに携わる者。

計画目標

平成２３年度

事業分類

3

1)　流域対策によ
　る雨水流出抑制
　量
 ＜平成29年度＞
　　470,000㎥
(時間５ミリ相当)

　都市型水害による被害を軽減させるため、雨水対策の強化を図るとともに、区民、事業者など
への啓発、ＰＲを行う。

3

事業分類

②②地域防災リーダーの
　養成       　100人

③災害用マンホールト
　イレの整備　 676基

現　　況
1)　地域防災リー
　ダー養成
　        399人
2)　災害用マンホ
　ールトイレ
          676基

《関連する計画》　世田谷区地域防災計画

年次別
計画 ②

①地域防災リーダーの
　活動支援

①地域防災リーダーの
　活動支援

平成２１年度
①地域防災リーダーの
　活動支援

③災害用マンホールト
　イレの整備　 559基

②

計画目標

　予防の視点に立ち、災害時の被害を最小限にするため、「自分の身は自分で守る（自助）」、
「自分たちのまちは自分たちで守る（共助）」の考え方のもとで、地域の助け合い活動をより一
層推進するとともに、災害時に備え、避難所などの生活環境の整備に取り組み、総合的に地域防
災力の強化を図る。

　　      地域別 5回

平成２３年度

危機管理室
総合支所

所管部

事業費

０１０４ 事業名

１　防災の知識や技術を身につけた地域防災リ
　ーダー＊１をフォローアップ研修などで支援
　し、地元町会自治会などにおける各種訓練
　などへの参加、協力を促進する。
２　災害時の避難生活で、特に懸念されるトイ
　レ対策として、災害用マンホールトイレ＊２の
　整備を進める。あわせて平成23年度までに地
　域防災無線のデジタル化への対応を図る。

76,038 千円 75,058 千円

平成２０年度

年次別
計画

事業費

事業
内容

地域防災力の強化

ねらい

平成２０年度 平成２１年度

事業
内容

１　豪雨対策計画を策定し、区民、事業者の理
　解と協力を得ながら、雨水対策を推進してい
　く。また、雨水貯留施設＊１を公共施設（道
　路、公園など）にこれまで以上に設置してい
　くとともに、個人住宅への雨水浸透施設＊２、
　雨水タンク＊３の設置助成を拡充していく。

①計画に基づく取組み①豪雨対策計画の策定

1)　流域対策によ
　る雨水流出抑制
　量
　　191,000㎥
(時間２ミリ相当)

現　　況

事業番号 ０１０５ 事業名 土木事業担当部所管部都市型水害対策の推進

ねらい

事業番号

1)　地域防災リー
　ダー養成
　        299人
2)　災害用マンホ
　ールトイレ
　　　　　358基

平成２２年度
①地域防災リーダーの
　活動支援

③災害用マンホールト
　イレの整備　 435基

③災害用マンホールト
　イレの整備　 502基

　　      地域別 5回 　　      地域別 5回 　　      地域別 5回

平成２３年度

79,558 千円 72,733 千円

16,303 千円 11,340 千円  －　千円  －　千円

平成２３年度

平成２２年度
①計画に基づく取組み①豪雨対策基本方針の

　策定
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実施計画事業

＊１　地域防犯リーダー　安全安心まちづくりカレッジを修了し、地域で防犯活動を行っている者。

251,777 千円

安全安心まちづくりの推進　　　【事業番号　０２０１】
    地域防犯リーダー＊１や地域の防犯活動団体の活動を支援するとともに、世田谷区２４
　時間安全安心パトロール＊２の実施や地域の防犯環境の整備を通じて、「もっと安心して
　暮らせるまち世田谷」の実現を目指す。
子どもの安全を守る取組み　　　【事業番号　０２０２】
　  危険回避プログラム＊３の実施や「災害・防犯情報メール」の運用により、子どもを犯
　罪や事故から守るとともに、子どもの健やかな成長を目指す。

成果指標設定の考え方成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

総事業費 平成２３年度

117団体 150団体

1)　区民の防犯活動団体の増加による防犯活動が活発化することで、犯罪の発生を抑止する
　効果が生れると考えられるため、区民防犯活動団体支援数を成果指標とする。

事業費
平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

1,005,308 千円 250,877 千円 251,177 千円 251,477 千円

危機管理室  子ども部
教育委員会事務局

実施計画
事業名 ②犯罪のないまちづくり

関　係
所管部

＊２　世田谷区24時間安全安心パトロール　警察署からの防犯などに関する情報に基づいて、青色回転灯付きの車
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　両５台で区内を24時間巡回するパトロール。

＊３　危険回避プログラム　小学校就学直前の５歳児を対象に保育園、幼稚園、児童館などの施設で行っている事
　　　　　　　　　　　　　故や犯罪から身を守るためのロールプレイなどのプログラム。

事業目的

目　標
　区民が、自ら見守りあい、地域で自主的な防犯活動をすることにより、犯罪や事故のない
安全で安心して暮らせるまちを目指す。

　犯罪の根絶に向けた区民の自主的、自発的な防犯活動を支援し、警察と連携を図りながら、
犯罪を防止し、特に、子どもが犯罪に巻き込まれないようにし、安全で、安心なまちを実現す
る。

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　区民が、自らが見守りあい、地域で防犯活動に取り組む地域コミュニティの構築を目指
　す。
２　区民の不安解消に向け、区民が進める安全安心まちづくり活動を支援する。
３　区民、警察、区が連携、協力して、防犯対策を進める。
４　子どもが犯罪や事故に巻き込まれないよう、子どもの安全の強化を図る｡

1)　区民防犯活動団体支援数
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

都

⑤安全ステーションの
  整備支援

　　　　　　　 3か所 　　　　　　　 4か所　　　　　　　 2か所

⑤安全ステーションの
  整備支援

＊３　安全ステーション　防犯活動を行う際の一時集合場所やパトロールに必要な物品を保管する施設。

⑤安全ステーションの
  整備支援

②区民防犯活動団体の
　支援　　　 120団体

③24時間安全安心パト
　ロールの実施

②区民防犯活動団体の
　支援　　　 140団体

③24時間安全安心パト
　ロールの実施

②区民防犯活動団体の
　支援　　　 130団体

　※19年度末117団体

　　　　　　　 5か所

１　警察からの情報提供を受けながら、犯罪
　実態に応じた弾力的かつ効果的な「世田谷
　区24時間安全安心パトロール＊１」を実施す
　る。
２　地域防犯リーダー＊２や防犯活動団体の活
　動を支援するとともに、商店街や町会など
　の地域団体による防犯設備の整備を推進す
　る。
３　区民の防犯意識の向上を図るため、区民、
　警察、区が連携して防犯活動を推進すると
　ともに、区民に対して的確な情報発信を行
　う。
４　地域住民や警察などの関係機関と連携を
　図りながら、分裂後の団体を含め、オウム
　真理教問題解決に向けた積極的な取組みを
　行う。

平成２３年度
1)　防犯カメラの
　整備助成など防
  犯環境の整備
　　　　 44か所
2)　安全ステーシ
　ョン
　　　　　5か所

　区民、警察などとの連携を図りながら、区内で発生する侵入窃盗、ひったくりなどの犯罪を
未然に防止する。オウム真理教問題解決に向けた積極的な取組みを含め、「もっと安全で、安
心して暮せるまち世田谷」の実現を目指す。

事業分類

5 3

計画目標

④防犯カメラの整備助
　成など防犯環境の整
　備　　　　　44か所

②区民防犯活動団体の
　支援　　　 150団体

①地域防犯リーダーの
　活動支援
　　研修会　　   2回

1)　防犯カメラの
　整備助成など防
  犯環境の整備
　　　　  4か所
2)　安全ステーシ
　ョン＊３
　　　　　1か所

平成２２年度
①地域防犯リーダーの
　活動支援
  　意見交換会   2回

平成２３年度

④防犯カメラの整備助
　成など防犯環境の整
　備　　　　　14か所

④防犯カメラの整備助
　成など防犯環境の整
　備　　　　　24か所

④防犯カメラの整備助
　成など防犯環境の整
　備　　　　　34か所

０２０１

平成２０年度

現　　況

安全安心まちづくりの推進 所管部 危機管理室事業名事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

＊２　地域防犯リーダー　安全安心まちづくりカレッジを修了し、地域で防犯活動を行っている者。

平成２１年度

③24時間安全安心パト
　ロールの実施

①地域防犯リーダーの
　活動支援
  　意見交換会   2回

①地域防犯リーダーの
　活動支援
　　研修会　　   2回

＊１　世田谷区24時間安全安心パトロール　警察署からの防犯などに関する情報に基づいて、青色回転灯付きの車両
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５台で区内を24時間巡回するパトロール。

⑤安全ステーションの
  整備支援

③24時間安全安心パト
　ロールの実施

247,904 千円 248,204 千円 248,504 千円 248,804 千円

33



実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

年次別
計画

②事故回避ガイドの配
　付

②事故回避ガイドの配
　付

　子どもが犯罪や事故に巻き込まれないよう、「安全の強化」を図り、子どもの健やかな成長
を目指す。

《関連する計画》　世田谷区子ども計画

＊１　危険回避プログラム　小学校就学直前の５歳児を対象に保育園、幼稚園、児童館などの施設で行う事故や犯罪か
　　　　　　　　　　　　　ら身を守るためのロールプレイなどのプログラム。

＊２　事故回避ガイド　　　０～４歳の子どもとその保護者を対象とした、主に家庭内での事故を予防するためのパン
　　　　　　　　　　　　　フレット。

④災害・防犯情報メー
　ル

④災害・防犯情報メー
　ル

④災害・防犯情報メー
　ル

④災害・防犯情報メー
　ル

事業費

子どもの安全を守る取組み

1)　災害・防犯情
　報メール
  　登録者数
  　　　16,000人

1)　災害・防犯情
　報メール
  　登録者数
  　　　13,800人

平成２２年度 平成２３年度

計画目標

危機管理室　子ども部
教育委員会事務局

2
３
　
４

平成２３年度

事業
内容

事業番号

ねらい

事業分類

０２０２ 事業名 所管部

③子ども安全ボランテ
　ィア事業の実施
　　　　  小学校64校

①危険回避プログラム
　の実施     100施設

②事故回避ガイドの配
　付

②事故回避ガイドの配
　付

①危険回避プログラム
　の実施     100施設

現　　況
１　子どもが犯罪や事故に巻き込まれない仕
　組みづくりや施設などの安全対策を進める。
２　小学校などへの就学予定の５歳児を対象
　に、誘拐、通り魔などの犯罪に係る危険な
　どについての対応能力の向上を図る危険回
　避プログラム＊１を施設単位に実施する。
３　４歳以下の子どもを持つ家庭を対象とし
　て、身近な事故回避ガイド＊２の配付を行い、
　注意喚起を促す。
４　携帯電話などのメールを用いた「災害・
　防犯情報メール」を運用し、保護者に対し
　てきめ細やかな危険に関する情報提供を行
　う。
５　小学校が、ＰＴＡなどの協力のもと、登
　下校時に通学路などのパトロールや見守り
　活動(子ども安全ボランティア事業)を実施
　する。

①危険回避プログラム
　の実施     100施設

①危険回避プログラム
　の実施     100施設

平成２０年度 平成２１年度

   登録者数 14,500人    登録者数 15,000人

③子ども安全ボランテ
　ィア事業の実施
　　　　  小学校64校

2,973 千円 2,973 千円 2,973 千円 2,973 千円

   登録者数 15,500人    登録者数 16,000人

③子ども安全ボランテ
　ィア事業の実施
　　　　  小学校64校

③子ども安全ボランテ
　ィア事業の実施
　　　　  小学校64校

34



 
 
 

35 



実施計画事業

1,363,903 千円4,631,287 千円 753,218 千円 1,102,953 千円 1,411,213 千円

＊１　ユニバーサルデザイン　年齢、性別、国籍、能力などにかかわらず、できるだけ多くの人が利用しやすいよ
　　　　　　　　　　　　　　うな生活環境を構築する考え方。

＊２　電線類地中化　　　　　電線や通信線などを電線共同溝などにより地中に埋設すること。防災性の向上と景
　　　　　　　　　　　　　　観の改善、歩行空間の確保を目的とする。

成果指標設定の考え方成果指標

39施設

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度

1)　歩道整備などによる安全に歩ける道路延長 － 8,620m

指標名 現状値 平成２３年度目標値

2)　バリアフリー化駅数

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　ユニバーサルデザインのまちづくりを進めていくために、公共施設のバリアフリー化を
　推進していく。
２　歩道の新設や改良、視覚障害者誘導ブロックの整備、電線類の地中化などを行い、安全
　に歩ける歩行者空間を整備する。
　　また、鉄道駅舎のエレベーターなどの整備の促進やバス停留所の環境整備により、公共
　交通機関の利用の円滑化を促進し、すべての区民が安全で快適に移動できる環境を実現す
　る。
３　高齢者、障害者などの移動困難者を対象として、ＮＰＯ、民間事業者などが連携し、多
　様なニーズに合わせた移送システムなどを構築する。

1)　区民が安全かつ安心して出掛けられるまちづくりを進めるためには、ユニバーサルデザ
　インによる歩道の整備、改良が有効である。このため、電線類の地中化などの歩道整備を
　実施した道路延長の合計を成果指標とする。
2)　多くの区民が利用する鉄道駅施設のバリアフリー化を推進することは、まちのバリアフ
　リー化を象徴すると考えられるため、バリアフリー化駅数を成果指標とする。
3)　公共サービスの拠点となる区民施設は区民の誰もが快適に利用できることが望ましい。
　このため、施設のバリアフリー整備数を成果指標とする。

事業費

ユニバーサルデザインによる公共的施設の整備　　　　【事業番号　０３０１】
　  高齢者や障害者などすべての人々が、安全で、安心して快適に住み続けられる地域社会
　を実現するため、ユニバーサルデザインによる公共的施設の整備を推進する。
交通バリアフリーの推進　　　　【事業番号　０３０２】
　  バス停留所の利用環境の改善、鉄道駅施設のバリアフリー化などにより、高齢者、障害
　者をはじめとするすべての人が出かけやすい街づくりを推進する。
安全な歩道づくり　　　　【事業番号　０３０３】
　  歩道整備、電線類地中化＊２などにより、すべての区民が、安全に歩ける道路整備を推進
　する。
高齢者、障害者などの移動困難者への支援　　　　【事業番号　０３０４】
　  高齢や障害などにより移動が困難な区民の外出を支援し、通院や社会参加などにおける
  利便性の向上を図る。

平成２２年度

199施設

41駅

交通政策担当部
都市整備部
総合支所  保健福祉部
土木事業担当部
生活拠点整備担当部

3)　区民施設のバリアフリー整備数

実施計画
事業名 ③ユニバーサルデザインのまちづくり

関　係
所管部

事業目的

目　標
　ユニバーサルデザイン＊１による公共施設、公共交通機関などのバリアフリー化を進め、や
さしい移動環境を総合的に整備することにより、すべての区民が、安全で安心して快適に住
み続けられる環境整備を推進する。

　歩道の整備や公共施設の計画的なバリアフリー整備、鉄道駅施設での上下移動の円滑化な
ど良好な移動環境を整備するとともに、高齢者や障害者などの移動困難者の多様なニーズに
あわせた移送システムを構築することによって、すべての区民が、安全で安心して快適に移
動できる環境を実現する。

36駅
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

Ｌ 分類
計画目標

現　　況

3

計画目標

平成２３年度
①推進計画に基づく取
　組み

平成２２年度

事業分類

①推進計画に基づく取
　組み

　高齢者、障害者などを含むすべての区民の公共交通機関を利用した移動を円滑にする。

　区民との協働の下に、「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザ
イン＊１の考え方に基づき、生活環境の整備を促進して、区民の自立と社会参加の機会を確保し、
すべての区民が、安全で、安心して快適に住み続けられる地域社会の実現を図る。

ユニバーサルデザインによる公共
的施設の整備

所管部
都市整備部
総合支所

事業名０３０１

事業分類

1

平成２３年度

１　ユニバーサルデザイン推進計画に基づき、
　「生活環境＊２」の整備に関する施策の総合的
　かつ計画的な推進を図る。また、区立施設バ
　リアフリー整備方針に沿って、区施設の計画
　的なバリアフリー整備を推進していく。

平成２３年度
1)　推進地区
　　　　　6か所
2)　区立施設整備
　　　　199施設

現　　況
1)　推進地区
　　　　　5か所
2)　区立施設整備
　　　　 39施設

平成２０年度 平成２１年度
①ユニバーサルデザイ
　ン推進計画と公共的
　施設整備基準などの
　策定

②推進地区の生活環境
　の整備　　 　 6か所

②

①推進計画に基づく取
　組み

１　路線バス停留所の快適性などの向上、鉄道
　駅のエレベーターなどの整備を促進する。
　　エレベーター設置対象駅
　　　下北沢駅〔連立事業〕
　　　新代田駅
　　　桜上水駅〔工事中〕
　　　芦花公園駅
　　　千歳烏山駅

②

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

事業番号

事業
内容

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

事業番号

ねらい

＊１　ユニバーサルデザイン　年齢、性別、国籍、能力などにかかわらず、できるだけ多くの人が利用しやすいような
　　　　　　　　　　　　　　生活環境を構築する考え方。
＊２　生活環境　　　　　　　公共的施設及び住宅の構造、設備など並びに情報及びサービスの提供のこと。

交通バリアフリーの推進

②都道、国道へのバス
　停ベンチ設置の促進

②都道、国道へのバス
　停ベンチ設置の促進

③③鉄道駅のエレベータ
　ー整備　　　　  3駅

③鉄道駅のエレベータ
　ー整備　　　　  1駅

①

②都道、国道へのバス
　停ベンチ設置の促進

①

③鉄道駅のエレベータ
　ー整備　　　　 1駅

②都道、国道へのバス
　停ベンチ設置の促進

              10か所

①①区道へのバス停ベン
　チの設置

－ 千円

③区立施設バリアフリ
　ー整備      199施設

《関連する計画》　ユニバーサルデザイン推進計画

③区立施設バリアフリ
　ー整備      79施設

－ 千円

交通政策担当部０３０２ 事業名 所管部

事業費

②

－ 千円

③区立施設バリアフリ
　ー整備      119施設

－ 千円

③区立施設バリアフリ
　ー整備      159施設

年次別
計画

－ 千円

平成２３年度

5,144 千円

1)　バス停ベンチ
         59か所
2)　高齢者、障害
　者などが円滑に
　移動可能な駅
　    41駅中36駅

1)　バス停ベンチ
         69か所
2)　高齢者、障害
　者などが円滑に
　移動可能な駅
      41駅中41駅

1 2

－ 千円 － 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

L 分類

                760m

2

平成２３年度
1)　福祉移動サー
　ビス支援の実施
       49事業者

事業分類計画目標

1,334,095 千円

              1,130m

＊１　電線類地中化　電線や通信線などを電線共同溝などにより地中に埋設すること。防災性の向上と景観の改善、歩
　　　　　　　　　　行空間の確保を目的とする。

事業費

《関連する計画》　世田谷区電線類地中化５ヵ年計画

718,266 千円 1,073,145 千円 1,381,405 千円

            43事業者             46事業者             49事業者

①福祉移動サービス事
　業者の参入促進

①福祉移動サービス事
　業者の参入促進

保健福祉部所管部
高齢者、障害者などの移動困難者
への支援

平成２２年度

            40事業者

1)　福祉移動サー
　ビス支援の実施
　     37事業者

現　　況

①福祉移動サービス事
　業者の参入促進

③電線地中化共同溝
　整備

              1,030m

　　　　　　　 86か所

①歩道整備(新設・改
　良)

              1,390m

③電線地中化共同溝
　整備

③電線地中化共同溝
　整備

②バリアフリー整備

　　　　　　　 61か所 　　　　　　　 98か所

平成２０年度 平成２３年度

1 4

事業
内容

１　高齢者や障害者など移動困難者の通院、社
　会参加や余暇活動を充実させるため、福祉移
　動サービス＊１事業者の参入促進を図る。

              1,300m

①歩道整備(新設・改
　良)

              1,420m              1,250m

事業費

年次別
計画

平成２０年度
①福祉移動サービス事
　業者の参入促進

29,808 千円

ねらい

事業番号 ０３０４ 事業名

　高齢や障害などにより、一人では公共交通機関の利用が困難な方の外出を支援し、通院や社会
参加などの利便性を向上させる。

現　　況

０３０３

計画目標

所管部

事業分類

安全な歩道づくり
土木事業担当部
生活拠点整備担当部

年次別
計画

　都市計画道路などの整備による歩道の新設や既存歩道を改良する場合などによって、歩行者な
どのスムーズな移動の確保や限られた歩道幅員の有効活用などを図ることにより、誰もが、安全
で、安心して歩ける快適な歩行空間の整備を推進する。

平成２２年度

②バリアフリー整備

－

①歩道整備(新設・改
　良)

1)　安全に歩ける
　道路整備延長
　　　　　8,620m

＊1　福祉移動サービス　公共交通機関の利用が困難な方が、外出する際、車椅子でも対応可能な車両などを活用し、移
　　　　　　　　　　　 動を手伝うサービス。

１　歩道未設置の道路を歩車道分離にするとと
　もに、既存歩道の改良整備を推進する。
２　電線類地中化＊１の整備計画に基づき、電線
　共同溝の整備を推進する。
３　既存歩道のバリアフリー整備を推進する。

　　　　　　　59か所

②バリアフリー整備

平成２１年度

平成２３年度

事業番号

                340m

29,808 千円

事業
内容

事業名

ねらい

29,808 千円 29,808 千円

平成２３年度

平成２１年度

①歩道整備(新設・改
　良)

③電線地中化共同溝
　整備

②バリアフリー整備
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実施計画事業

＊１　交通ネットワーク　鉄道、バス、自動車、自転車、歩行者などがスムーズに移動するための基盤。

＊２　道路整備率　　　　計画された道路の長さに対する完成された道路の長さ。

＊３　都市計画道路　　　都市の骨格を形成する幹線道路やバス通りなどの地区の幹線道路。

＊４　主要生活道路　　　都市計画道路を補完する地区の生活の中心となる道路。
＊５　土地区画整理事業　農地などが無秩序に市街化することを防ぐとともに、道路、公園などの生活基盤施設の
　　　　　　　　　　　　面的な整備改善を進め、健全な市街地の形成を図る事業。

事業目的

目　標
  安全で、快適便利な区民生活を支えるために、円滑な道路、交通ネットワーク＊１を形成す
る。

　区民の社会生活を支える都市基盤を整備するため、道路整備を促進するとともに、開かず
の踏切解消や地域のまちづくりに向けた区民自らの活動を支援する。また、公共交通不便地
域を解消し、高齢社会における地域交通の利便性を向上するため、公共交通の充実を図る。
身近な交通手段である自転車についても、その利用環境整備を進める。

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　道路整備方針に基づき、計画道路（地区幹線道路、主要生活道路など）を効率的に整備
　することにより、道路交通環境の向上を図る。
２　開かずの踏切の解消を目指し、道路と鉄道の立体化の実現に向けて取り組む。
３　区民にもっとも身近な交通手段である自転車の利用環境を整える。
４　新規バス路線の導入を促進し、地域交通の利便性向上や区内の公共交通不便地域の解消
　を図る。
５　「土地区画整理事業」を支援し、地域の住環境にふさわしい基盤整備を推進する。

1)　道路整備率＊２
　(地区幹線道路と主要生活道路の完成延長／計画延長)

1)　区民生活と関わりが深い地区幹線道路（都市計画道路補助線と主要生活道路）の整備が、
　区民生活の利便性、安全性の向上に資するという観点から、これらの道路の計画延長に
　対して完成延長が占める割合を道路整備率とし、目標値にする。

道路整備部
交通政策担当部
生活拠点整備担当部
土木事業担当部
総合支所

実施計画
事業名 ④地域道路、交通ネットワークの構築

関　係
所管部

事業費
平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

20,934,507 千円 5,564,078 千円 5,106,663 千円 5,133,943 千円

成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

30% 31.2%

5,129,823 千円

道路ネットワークの形成　　　　【事業番号　０４０１】
　  円滑な道路、交通ネットワークを形成するため、都市計画道路＊３と主要生活道路＊４を整
　備する。
開かずの踏切解消　　　　【事業番号　０４０２】
　  開かずの踏切による交通渋滞や地域分断を解消するため、道路と鉄道の立体化の実現に
  向けて取り組む。
地域をつなぐ自転車利用環境の整備　　　　【事業番号　０４０３】
　  放置自転車の撤去や駐輪場の整備など、区民に身近な交通手段である自転車の利用環境
　を整備する。
新たな公共交通サービスの創造　　　　【事業番号　０４０４】
　  新たなバス路線の導入に向けて、新路線の検討と関係機関との調整を図る。
土地区画整理事業の推進　　　　【事業番号　０４０５】
　  区民主体の土地区画整理事業＊５を促進し、まちの基盤整備を推進する。

成果指標設定の考え方

総事業費 平成２３年度
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

Ｌ 分類

①都市計画道路と主
　要生活道路の築造

    6,500㎡

①都市計画道路と主
　要生活道路の築造

①都市計画道路と主
　要生活道路の築造

    4,600㎡

１　開かずの踏切を解消するため、道路と鉄道
　の立体化に向け、区民と一体となってその実
　現に取り組む。あわせて、区民、鉄道事業者
　と連携、協働し、交通ネットワーク＊１の整備
　など、地域の活性化に資する沿線地域のまち
　づくりを推進する。

平成２３年度

＊１　交通ネットワーク　鉄道、バス、自動車、自転車、歩行者などがスムーズに移動するための基盤。

②沿線地域の街づくり
　の検討

②沿線地域の街づくり
　の検討

②沿線地域の街づくり
　の検討

②沿線地域の街づくり
　の検討

平成２０年度 平成２１年度

23,069 千円 50,000 千円

年次別
計画

事業名

                500ｍ

平成２０年度 平成２１年度

1)　道路と鉄道と
　の連続立体交差
　化へ向けた取り
　組み
2)　沿線地域の街
　づくりの検討

50,000 千円

事業番号

事業
内容

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

事業番号

ねらい

現　　況

1)　道路整備率＊３
　　　　  30％

平成２２年度

交通政策担当部
総合支所

①道路と鉄道との連
　続立体交差化へ向
　けた取組み

①道路と鉄道との連
　続立体交差化へ向
　けた取組み

①道路と鉄道との連
　続立体交差化へ向
　けた取組み

①道路と鉄道との連
　続立体交差化へ向
　けた取組み

50,000 千円

０４０２

＊１　都市計画道路　都市の骨格を形成する幹線道路やバス通りなどの地区の幹線道路。
＊２　主要生活道路　都市計画道路を補完する地区の生活の中心となる道路。
＊３　道路整備率　　計画された道路の長さに対する完成された道路の長さ。

開かずの踏切解消

  4,300㎡

              1,420ｍ

②用地取得

事業費

平成２２年度

計画目標

②用地取得

4,882,112 千円 4,500,000 千円

3

平成２３年度
1)　道路と鉄道と
　の連続立体交差
　化へ向けた取り
　組み
2)　沿線地域の街
　づくりの検討

4,500,000 千円

事業分類

1

　道路と鉄道の立体化により開かずの踏切を解消し、交通渋滞や地域分断を改善する。

4

平成２３年度

                560ｍ

②用地取得

道路ネットワークの形成 所管部
道路整備部　土木事業担当部
生活拠点整備担当部

平成２３年度
事業分類

現　　況

　円滑な道路、交通ネットワークを形成するため、都市計画道路＊１と主要生活道路＊２を整備す
る。

事業名０４０１

1)　道路整備率
　　　　  31.2％ 1

所管部

4,500,000 千円

計画目標１　道路整備方針で定めた「優先整備路線」に
  ついて、区民の理解と協力を得ながら、計画
　的、効率的な事業執行により積極的な道路整
　備を進める。

①都市計画道路と主
　要生活道路の築造

               500ｍ

  4,000㎡

②用地取得
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

L 分類

2,500 千円 2,500 千円 4,800 千円 4,300 千円

516,696 千円 516,696 千円 516,696 千円

平成２１年度
①新規バス路線の運
　行開始と関係機関
　との調整

①新規バス路線の運
　行開始と関係機関
　との調整

１路線（運行開始）ルートの改良

①新規バス路線の検
　討調査と関係機関
　との調整

①放置自転車の撤去

事業名

平成２２年度

事業費

年次別
計画

④レンタサイクルポー
　トの設置     1か所

①放置自転車の撤去①放置自転車の撤去

②放置防止PR

④

　　　　　　　 1か所

②放置防止PR

　　　　　　　 1か所

②放置防止PR

平成２０年度

ルートの選定

平成２３年度
1)　バス路線

　　　　　9路線

1)　バス路線

　　　　　7路線

現　　況

平成２０年度 平成２１年度

事業番号 ０４０３
地域をつなぐ自転車利用環境の整
備

平成２３年度

交通政策担当部所管部

事業
内容

①新規バス路線の検
　討調査と関係機関
　との調整

ねらい

事業番号 ０４０４ 事業名

  区内の公共交通不便地域の解消と高齢社会における地域交通の利便性の向上を図る。

平成２３年度
①放置自転車の撤去

事業分類

平成２２年度

3

交通政策担当部所管部新たな公共交通サービスの創造

　区民に身近な交通手段である自転車の利用環境を整備する。

計画目標１　鉄道駅における駐輪場などの整備、放置自
　転車の撤去を進め、良好な自転車利用環境の
　形成を図る。

現　　況
1)　駐輪場など
        　83か所
2)　放置自転車
         5,000台

　　　　　　　 1か所

④

③自転車等駐車場整
　備、誘導

事業
内容

ねらい

②放置防止PR

③自転車等駐車場整
　備、誘導

646,829 千円

事業費

年次別
計画

１　新規バス路線の導入を促進する。

平成２３年度
1)　駐輪場など
        　87か所
2)　放置自転車
    　　 4,100台
(20年度比18％減)

③自転車等駐車場整
　備、誘導

事業分類計画目標

③自転車等駐車場整
　備、誘導

　　　　　　　 1か所

1

④

1 2

1路線（運行開始）
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

9,568 千円 37,467 千円 62,447 千円 58,827 千円

 　　　　 　  　7地区

＊１　土地区画整理事業　農地などが無秩序に市街化することを防ぐとともに、道路、公園などの生活基盤施設の面的
　　　　　　　　　　　　な整備改善を進め、健全な市街地の形成を図る事業。

⑤街路灯設置工事
　　　　　　    1地区

⑤街路灯設置工事
　　　　　　   1地区

③準備会などへの助成

②新規地区など調査

土地区画整理事業の推進

　区民などの積極的、主体的参加と地域合意に基づくまちづくりである土地区画整理事業＊１を推
進し、道路などの生活基盤の整備を促進する。

②新規地区など調査

所管部

⑤街路灯設置工事
　　　　　  　  1地区

④

③準備会などへの助成

④施行中組合などへの
　助成          1地区

③準備会などへの助成

生活拠点整備担当部事業番号 ０４０５ 事業名

事業
内容

現　　況
1)　区画整理完了
　地区数(累積地
　区数)
        18地区

ねらい

１　個人施行、組合施行などの区民主体の土地
　区画整理事業について、その事業準備組織に
　対して、土地区画整理事業を施行すべき区域
　をはじめとした区内全域を対象として、助成
　などの支援を行うとともに、新規着手を促す
　ための調査、啓発を行う。

事業費

①施行準備者、施行
　中組合などの支援

②新規地区など調査

③準備会などへの助成

④

①施行準備者、施行
　中組合などの支援

①施行準備者、施行
　中組合などの支援

④施行中組合などへの
　助成          2地区

 　　　　　  　4地区  　　　　 　  　6地区  　　　　 　  　6地区

②新規地区など調査

1)　区画整理完了
　地区数(累積地
　区数)
        23地区

①施行準備者、施行
　中組合などの支援

年次別
計画

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

⑤街路灯設置工事
　　　　　    　1地区

　　　　　 　   2地区

                2地区

計画目標

平成２３年度

事業分類

2

平成２３年度

               2地区                 2地区                 2地区

　　　　　　   1地区 　　　　　 　   2地区 　　　　　 　   2地区
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実施計画事業

事業体系

消費者の自立支援　　　　【事業番号　０５０１】
　  啓発紙、各種講座などによる悪質商法に関する情報提供、消費者カレッジなどによる人
　材の育成、消費生活相談の充実などを図り、消費者の自立支援を進める。
保健福祉サービスの質の向上　　　　【事業番号　０５０２】
　  都の福祉サービス第三者評価＊４システムなどを活用しながら、事業所運営の透明性確保
　などを促進するとともに、保健福祉サービス苦情審査会や保健福祉サービス向上委員会の
　運営により、区民の権利擁護と区の事業者支援と指導＊５の充実などによるサービスの質の
　向上を図る。
成年後見制度の推進　　　　【事業番号　０５０３】
　  成年後見支援センターを中心に、総合支所、あんしんすこやかセンター＊６の相談体制を
　拡充し、成年後見制度の利用者支援を図り、権利擁護を進める。また、区民成年後見人の
　活用を進めていく。

成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

1)　区民講師＊１、消費者あんしんサポーター＊２新規人数
区民講師 　 25人
消費者あんしん
サポーター  41人

区民講師 　 85人
消費者あんしん
サポーター  81人

成果指標設定の考え方

3,000件

1)　区民と協働して消費者被害を防止する取組みを推進するにあたり、区民を区民講師や消
　費者あんしんサポーターとして新規に養成し、啓発活動を行う人材を育成することが重要
　であることから、新規の人材育成の人数を成果指標とする。
2)　区民の権利を擁護するために、成年後見制度を広く周知し相談や制度の利用を拡大する
　ことが重要であることから、相談件数を成果指標とする。

事業費

構成する
事業の
考え方

１　多発する消費者被害を未然に防止するため、消費者被害を受けやすい高齢者を中心とし
　た区民層に重点を置いた啓発事業を行うとともに、啓発活動を行う区民の人材育成に取り
　組む。また、多様化する消費生活相談に柔軟に対応し、迅速、的確な被害者救済に努める。
２　区民、事業者、区の連携により、「評価」（事業者及びサービスの情報公開を促進する
　第三者評価などの取組み）、「苦情･事故」（苦情、相談の対応や事故の情報を活用した
　サービス改善、事故予防の取組み）、「指導｣（サービスの質を確保するための事業者指
　導の取組み）を三要素とした「サービスの質の保証システム」を構築し、区民が安心して
　良質なサービスを利用できる環境を整備する。
３　成年後見支援センターの運営により、成年後見制度＊３を広く周知し、区民の権利擁護を
　推進するとともに、区民成年後見人の活用を図り、成年後見制度の拡充を図る。

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

実施計画
事業名
⑤サービスを安心して利用できる環境の整
備

関　係
所管部

事業目的

目　標

　消費者被害を防止し、区民自らが正しい消費選択ができるよう、啓発事業を行うとともに、
啓発活動を行う区民の人材育成にも取り組む。
  また、利用者本位の保健福祉サービスを提供し、サービスの質を高めるため、サービス評
価のしくみを普及、定着させるとともに、判断能力が十分でない区民の権利を擁護する取組
みの推進を図る。

　区民が安心して生活できるよう、消費生活に必要な情報提供や保健福祉サービスの自己選
択、自己決定が円滑にできる取組みを推進する。

1,400件

介護予防担当部　子ども部
生活文化部　保健福祉部

2)　成年後見相談件数

484,597 千円 126,374 千円 119,796 千円 119,788 千円 118,639 千円
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実施計画事業

＊６　あんしんすこやかセンター　高齢者が、住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らせるように、介護予防ケ
                              　アプランの作成や、介護保険の申請手続きなどの受付や支援を行う介護保険法
　　　　　　　　　　　　　　　　の地域包括支援センターのこと（区内27か所）。

＊１　区民講師　　　　　　　　　消費者カレッジステップアップ講座を修了し、出前講座の講師としての養成を
　　　　　　　　　　　　　　　  受けた区民ボランティア。

＊２　消費者あんしんサポーター　消費者あんしんサポーター養成講座を修了したのち、消費者あんしん講座を中
　　　　　　　　　　　　　　　　心に活動する区民ボランティア。

＊３　成年後見制度　　　　　　　認知症や知的障害、精神障害などによって判断能力が不十分になり、自分一人
　　　　　　　　　　　　　　　　では、契約や財産の管理などが難しい者に対し、その権利を守り、法的に支援
　　　　　　　　　　　　　　　　する制度。

＊５　事業者支援、指導　　　　　事業者への適切な情報提供や事業者が守るべきルールの点検など、事業者が提
　　　　　　　　　　　　　　　　供するサービスの質を確保し、向上させるための区の取組み。

＊４　第三者評価　　　　　　　　サービスの質について、公正かつ中立な第三者機関が専門的かつ客観的な立場
　　　　　　　　　　　　　　　　から評価すること。
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

都

32,585 千円32,585 千円 32,585 千円 32,585 千円

＊１　出前講座　　　　　　町会や各種地域団体などが開く学習会に講師を派遣し、２時間程度の消費生活に関する啓
　　　　　　　　　　　　　発を行う講座。

1)　出前講座85回
2)　消費者あんし
　ん講座　 100回
3)　区民講師
　　　　新規25人
4)　消費者あんし
　んサポーター
　　　　新規41人

1)　出前講座90回
2)　消費者あんし
　ん講座　 100回
3)　区民講師
　　　　新規85人
4)　消費者あんし
　んサポーター
　　　　新規81人

１　啓発紙の配付や消費者あんしん講座などの
　実施により、悪質商法に関する情報提供を行
　い、被害の未然防止を図る。また、出前講座
　については、自立した消費者の育成という視
　点から、食育や環境をテーマに小中学校で実
　施するなど、受講対象者の拡充を図る。
２　区民講師や消費者あんしんサポーターの養
　成を行い、これらの人材と協働して地域での
　啓発事業を進める。

平成２３年度現　　況

＊３　区民講師　　　　　　消費者カレッジステップアップ講座を修了し、出前講座の講師としての養成を受けた区民
　　　　　　　　　　　　　ボランティア。

＊５　消費者ほっと協力員　消費生活アドバイザーや民生委員など、消費生活に関する知識を有している者で、消費者
　　　　　　　　　　　　　被害を受けやすい高齢者などに対し、被害救済の支援活動を行う区民協力員。

０５０１

平成２３年度
①出前講座の実施
　　　　　　    90回

平成２２年度
①出前講座の実施
　　　　　　    90回

②消費者あんしん講座
　の実施　     100回

②消費者あんしん講座
　の実施　     100回

③区民講師養成、活用
                55人

消費者の自立支援 所管部 生活文化部事業名

①出前講座の実施
　　　　　　    90回

④消費者あんしんサポ
　ーター養成、活用
　　　　　　　  81人

②消費者あんしん講座
　の実施　     100回

　高齢者など消費者被害を受けやすい区民層を重点的な対象とした出前講座＊１や消費者あんし
ん講座＊２などの啓発事業を進め、被害の未然防止を図る。また、啓発事業を区民と協働して進
めるために、区民講師＊３や消費者あんしんサポーター＊４などの人材育成に努める。さらに、迅
速かつ的確な被害救済を行うため、消費者ほっと協力員＊５の活用などにより、多様化する消費
生活相談に柔軟に対応する。

計画目標 事業分類

③区民講師養成、活用
                70人

②消費者あんしん講座
　の実施　     100回

③区民講師養成、活用
                85人

③区民講師養成
                40人

3

平成２１年度平成２０年度

＊４　消費者あんしんサポーター　消費者あんしんサポーター養成講座を修了したのち、消費者あんしん講座を中心に
　　　　　　　　　　　　　　　　活動する区民ボランティア。

④消費者あんしんサポ
　ーター養成、活用
　　　　　　　  51人

④消費者あんしんサポ
　ーター養成、活用
　　　　　　　  61人

④消費者あんしんサポ
　ーター養成、活用
　　　　　　　  71人

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

＊２　消費者あんしん講座　主に、高齢者を対象として、食事会や健康体操教室などをはじめ、さまざまな機会を活用
　　　　　　　　　　　　　し、３０分程度の悪質商法に関する啓発を行う講座。

①出前講座の実施
　　　　　　    90回
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

67,778 千円 61,200 千円 61,192 千円

＊２　事業者支援、指導　事業者への適切な情報提供や事業者が守るべきルールの点検など、事業者が提供するサービ
　　　　　　　　　　　　スの質を確保し、向上させるための区の取組み。

年次別
計画 ③児童福祉サービス

　　第三者評価などの
　　推進

61,153 千円

　　　　 　33か所実施

④サービス向上のため
　の事業者支援、指導
　の充実

④サービス向上のため
　の事業者支援、指導
　策の検討、実施

　　　　 　22か所実施

④サービス向上のため
　の事業者支援、指導
　の充実

　　　　 　27か所実施

⑤事故報告ルール構築
　と事故防止策の検討
　、実施

          19か所実施

　区民、事業者、区の連携により、「評価」（事業者及びサービスの情報公開を促進する第三
者評価＊1などの取組み）、「苦情･事故」（苦情、相談の対応や事故の情報を活用したサービス
改善、事故予防の取組み）、「指導｣（サービスの質を確保するための事業者指導の取組み）を
三要素とした「サービスの質の保証システム」を構築し、区民が安心して良質なサービスを利
用できる環境を整備する。

事業分類

平成２２年度

          16か所実施

平成２１年度

①介護保険サービス
　　介護サービス情報
　　の公表、第三者評
　　価の推進

          16か所実施

平成２０年度

1)　第三者評価な
　どの実施率
　　介護保険サー
　　ビス　100％
　　障害者施設サ
  　ービス100％
　　児童福祉サー
  　ビス　100％

計画目標
現　　況

　　　　 　21か所実施

①介護保険サービス
　　介護サービス情報
　　の公表、第三者評
　　価の推進

①介護保険サービス
　　介護サービス情報
　　の公表、第三者評
　　価の推進

          19か所実施

平成２３年度

①介護保険サービス
　　介護サービス情報
　　の公表、第三者評
　　価の推進

2

平成２３年度

０５０２ 所管部

ねらい

事業名
介護予防担当部  保健福祉部
子ども部

１　都の福祉サービス第三者評価や介護サービ
　ス情報の公表、利用者調査により各分野にお
　いて第三者評価対象サービス施設の100％評
　価実施と継続を目指し、事業所運営の透明性
　の確保と事業者の自主的なサービス改善を促
　進する。
２　保健福祉サービス向上委員会の提言に基づ
　き、区の事業者支援、指導＊2の充実を図る。
３　保健福祉サービス苦情審査会の運営や区が
　収集した苦情、事故の情報を活用した取組み
　により、サービスの改善と事故予防策を推進
　する。

保健福祉サービスの質の向上

＊１　第三者評価　　　　サービスの質について、公正かつ中立な第三者機関が、専門的かつ客観的な立場から評価す
　　　　　　　　　　　　ること。

事業費

⑤事故報告ルール構築
　と事故防止策の検討
　、実施

②障害者施設サービス
　　第三者評価などの
　　推進

　　　　　  8か所実施

②障害者施設サービス
　　第三者評価などの
　　推進(実施率100％
　　達成)

　　　　　  8か所実施

②障害者施設サービス
　　第三者評価などの
　　推進

②障害者施設サービス
　　第三者評価などの
　　推進

③児童福祉サービス
　　第三者評価などの
　　推進

③児童福祉サービス
　　第三者評価などの
　　推進(実施率100％
　　達成)

③児童福祉サービス
　　第三者評価などの
　　推進

⑤事故報告ルール構築
　と事故防止策の検討
　、実施

事業
内容

事業番号

1)　第三者評価な
　どの実施率
  　介護保険サー
　　ビス　 100％
　　障害者施設サ
　　ービス約70％
　　児童福祉サー
　　ビス  約70％

　　　　　  8か所実施　　　　　  8か所実施

④サービス向上のため
　の事業者支援、指導
　の充実

⑤事故報告ルール構築
　と事故防止策の検討
　、実施
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

26,011 千円 26,011 千円 26,011 千円 24,901 千円

③区民成年後見人の
　養成研修修了者
               60人

平成２３年度
①成年後見制度への
　相談件数
　　　　　　3,000件

計画目標

①成年後見制度への
　相談件数
　　　　　　2,700件

②区民成年後見人への
　就任         15人

②区民成年後見人への
　就任     　  20人

③

②区民成年後見人への
　就任     　  30人

平成２２年度平成２１年度

④成年後見制度の
　普及、啓発の推進

④成年後見制度の
　普及、啓発の推進

③区民成年後見人の
　養成研修修了者
               50人

3

介護予防担当部

1)　成年後見制度
　への相談件数
　　　　1,400件
2)　区民成年後見
　人　就任　5人
3)　区民成年後見
　人養成研修修了
　者　　　 30人
4)　普及、啓発の
　実施

平成２３年度
1)　成年後見制度
　への相談件数
　　　　3,000件
2)　区民成年後見
　人　就任 30人
3)　区民成年後見
　人養成研修修了
　者 　　  60人
4)　普及、啓発の
　促進

事業番号

①成年後見制度への
　相談件数
　　　　　  1,900件

②区民成年後見人への
　就任     　  10人

０５０３

１　成年後見支援センターを中心に、あんしん
　すこやかセンター＊２などの区の相談窓口と連
　携した相談体制を拡充し、成年後見制度の利
　用者支援を図る。
２　区民成年後見人を養成し、区長申立て事例
　において活用する。
３　成年後見制度の普及や事例検討会による利
　用促進を図る。

事業名

①成年後見制度への
　相談件数
　　　　　　2,400件

＊１　成年後見制度　認知症や知的障害、精神障害などによって判断能力が不十分になり、自分一人では、契約や財産
　　　　　　　　　　の管理などが難しい者に対し、その権利を守り、法的に支援する制度。

所管部成年後見制度の推進

④成年後見制度の
　普及、啓発の推進

年次別
計画

平成２０年度

③区民成年後見人の
　養成研修修了者
               40人

＊２　あんしんすこやかセンター　高齢者が、住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らせるように、介護予防ケアプ
　　　　　　　　　　　　　　　　ランの作成や、介護保険の申請手続きなどの受付や支援を行う介護保険法の地域包
　　　　　　　　　　　　　　　　括支援センターのこと（区内27か所）。

④成年後見制度の
　普及、啓発の推進

ねらい

現　　況

　成年後見支援センターの運営により、成年後見制度＊１を広く周知し、区民の権利擁護を推進す
るとともに、区民成年後見人の活用を図り、成年後見制度の拡充を図る。

事業分類

事業費

事業
内容
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実施計画事業

587,134 千円2,505,699 千円 689,921 千円 645,771 千円 582,873 千円

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　在宅で２４時間、３６５日の安心を提供するため、あんしんすこやかセンター＊３、事業
　者、地域住民などが連携、協力し、高齢者が住み慣れた地域で安心して住み続けられる支
　援体制の充実を図る。
２　高齢者などが、住み慣れた地域で、安全で、安心して住み続けられるように、事業者や
　区民などと連携、協力し、在宅生活を支援するサービスの基盤整備と仕組みづくりを行う。
３　障害者の日中活動の場を確保するとともに、障害者の就労を支援し、住み慣れた地域で
　暮らすことができるよう、障害者の地域生活を支援する。また、必要な福祉サービスを受
　けることが困難な高次脳機能障害者について、区民や施設などへの理解促進を図り、地域
　全体で支える仕組みを構築する。
４　住まいに関する総合的で、ワンストップの施策を目指し、高齢者、障害者などの住まい
　確保の円滑化を図り、住み慣れた地域で、継続して住み続けられるように支援する。
５　商店街を区民が住み慣れた地域で継続して生活できるための拠点として位置づけ、商店
　街などに対する支援を行う。

1)　高齢者安心コール＊２の登録者 1,250人 2,000人

1)　高齢者安心コールを利用することにより、高齢者が日々の困りごとを気軽にいつでも相
　談でき、地域で安心して暮らすことができるようになるという観点から、高齢者あんしん
　コールの登録者数を成果指標とする。

事業費

高齢者の安心生活づくり　　　　【事業番号　０６０１】
    高齢者が、地域で安心して暮らすことができるよう、あんしんすこやかセンターの機能
　の充実を図るとともに、高齢者安心コール、高齢者虐待対策、地域におけるネットワーク
　活動の充実を図る。医療連携推進協議会＊４の取組みを推進し、在宅医療、介護の体制の充
　実を図る。
地域に密着した在宅サービスの展開　　　　【事業番号　０６０２】
    地域密着型サービス、ケアハウス＊５、ショートステイの整備、誘導や特別養護老人ホー
　ムにおける在宅支援機能の充実を図る。区民、事業者との協働を発展させ、世田谷型福祉
　のまちづくりを推進するため、「福祉１００人委員会＊６」の運営を支援する。
障害者の地域生活の支援　　　　【事業番号　０６０３】
    養護学校卒業後の活動の場の確保、グループホームの整備誘導、就職相談や就労支援の
  強化を図る。また、高次脳機能障害者に対する理解促進を図り、相談や支援の仕組みを構
　築するため、研修や講演会の実施、支援者の人材育成を進める。
住まいの確保と居住継続の支援　　　　【事業番号　０６０４】
    住まいサポートセンター＊７を運営し、居住支援制度の普及啓発を図り、賃貸物件情報提
　供サービスやへや探しお出かけサポート＊８事業を実施する。また、都営住宅の移管受入れ
　や既存住戸内のバリアフリー改修を進め、良質な住宅の確保を図る。
区民生活を支え、高める生活支援拠点づくり　　　　【事業番号　０６０５】
    高齢者や障害者などが、安心して地域に住み続けられるように、商店街の持つ生活支援
　機能（身近な買い物の場、「憩い・くつろぎ・にぎわいの場」）を活性化するための支援
　を行う。

成果指標設定の考え方

保健福祉部　総合支所
都市整備部  産業政策部
介護予防担当部

実施計画
事業名 ⑥地域に住み続けられるまちづくり

関　係
所管部

事業目的

目　標
　誰もが安心して地域に住み続けられるまちを目指し、高齢者の生活環境を整備し、また、
障害者が地域で自立して生活できるよう支援する。

　高齢者や障害者が、住み慣れた地域で安心して住み続けられるよう、虐待予防や地域での
見守りネットワークの拡大を推進し、地域密着型サービス＊１（認知症高齢者グループホーム
など）の整備、障害者地域生活支援施設の整備、障害者就労の促進、居住支援制度の充実な
どを図る。
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実施計画事業

＊１　地域密着型サービス　住み慣れた地域での生活を続けられるように、地域の特性、実情に対応した多様な介
　　　　　　　　　　　　　護保険サービス。

＊２　高齢者安心コール　　ひとり暮らし高齢者などの日常生活の困りごとを24時間365日、いつでも電話で相談
　　　　　　　　　　　　　にのり、相談内容に応じ、ボランティアの訪問や情報提供を行う事業。

＊３　あんしんすこやかセンター　高齢者が、住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らせるように、介護予防ケ
　　　　　　　　　　　　　　　　アプランの作成や、介護保険の申請手続きなどの受付や支援を行う介護保険法
                       　     　の地域包括支援センターのこと（区内27か所）。

＊４　医療連携推進協議会　在宅療養支援の仕組みなどを検討し、協議するため、区内医師会などと設置している
　　　　　　　　　　　　　協議会。

＊５　ケアハウス　　　　　独立した生活が困難な高齢者が、低額な料金で、日常生活上必要なサービスを受けな
　　　　　　　　　　　　　がら居住する施設。

＊６　福祉100人委員会　　 区民、事業者、区の協働により、福祉や介護などに関する施策提案と実践を目指す自
　　　　　　　　　　　　　主活動団体。

＊７　住まいサポートセンター　高齢の方や障害のある方をはじめ、区民に住まいに関する情報を提供する。

＊８　へや探しお出かけサポート　区と協定を結んだＮＰＯ団体の登録ボランティアが付き添って、不動産店訪問
　　　　　　　　　　　　　　　　に不慣れな方、不安のある方を支援すること。
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

　　介護従事者などの
　　対応力向上研修の
　　充実､相談体制の
　　充実

④医療連携推進協議会
　の開催

④医療連携推進協議会
　の開催

　　介護従事者などの
　　対応力向上研修の
　　充実､相談体制の
　　充実

　　介護従事者などの
　　対応力向上研修の
　　充実､相談体制の
　　充実

184,326 千円

①あんしんすこやかセ
　ンターを中心とした
　地域ネットワーク活
　動の充実
　　地域活動
　　　　　 　1,200回

               年6回

⑤在宅医療相談の地域
　展開の充実

               年6回

保健福祉部　総合支所
介護予防担当部

平成２１年度

    一時保護施設運営

事業分類計画目標１　地域のふれあいや支えあいを大切にしなが
　ら、高齢者が孤立することなく、地域社会全
　体で支えるため、その中核となるあんしんす
　こやかセンターの機能の充実や地域における
　ネットワーク活動の拡充を図る。
２　高齢者が地域で安心して暮らせるよう、
　日々の困りごとを相談できる高齢者安心コー
　ル＊２の充実や高齢者虐待対策の拡充を図る。
３　医療制度改革による療養病床の再編＊３など
　に対応し、高齢者の在宅療養を支援する仕組
  みづくりを行う。

1)　地域ネットワ
　ーク活動＊４の充
　実
　　地区活動参加
　　　 年1,000回
2)　高齢者安心コ
　ールの充実
  登録者 1,250人
3)　高齢者虐待対
　策の充実(ネッ
　トワーク、事例
　検討会､事例集
　作成､一時保護
　施設4室運営)
4)　在宅療養支援
　の仕組みの構築

2

①あんしんすこやかセ
　ンターを中心とした
　地域ネットワーク活
　動の充実
　　地域活動
　　　　　 　1,500回

高齢者の安心生活づくり事業名０６０１ 所管部

　在宅で24時間､365日の安全安心を提供するため、あんしんすこやかセンター＊１、事業者、ボ
ランティア、地域の各種団体、地域住民などが協力連携し、高齢者が地域から孤立することな
く、安心して住み慣れた地域に住み続けられる支援体制の充実を図る。

①あんしんすこやかセ
　ンターを中心とした
　地域ネットワーク活
　動の充実
　　地域活動
　　　　　 　1,300回

⑤在宅医療電話相談
　センターの地域展開
　準備

               年6回

平成２３年度現　　況

平成２０年度

    一時保護施設運営

②高齢者安心コール
　事業の充実

①あんしんすこやかセ
　ンターを中心とした
　地域ネットワーク活
　動の充実
　　地域活動
　　　　　 　1,100回

1)　地域ネットワ
　ーク活動の充実
　
　　地区活動参加
　　   年1,500回
2)　高齢者安心コ
　ールの充実
  登録者 2,000人
3)　高齢者虐待対
　策の充実(ネッ
　トワーク､関係
　者の対応力向
　上、一時保護
　施設4室運営)
4)　在宅療養支援
　の推進

平成２３年度

      登録者 1,780人       登録者 2,000人

平成２２年度

      登録者 1,400人

③高齢者虐待対策の
　充実

④医療連携推進協議会
　＊５の開催

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

               年6回

⑤在宅医療相談の地域
　展開の実施

178,379 千円 184,326 千円 184,326 千円

⑤在宅医療相談の地域
　展開の充実

　　介護従事者などの
　　対応力向上研修の
　　充実､相談体制の
　　充実

                 4室                  4室

    一時保護施設運営

④医療連携推進協議会
　の開催

                 4室

②高齢者安心コール
　事業の充実

      登録者 1,580人

②高齢者安心コール
　事業の充実

②高齢者安心コール
　事業の充実

                 4室

③高齢者虐待対策の
　充実

③高齢者虐待対策の
　充実

③高齢者虐待対策の
　充実

    一時保護施設運営
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実施計画事業を構成する事業

＊５　医療連携推進協議会　　在宅療養支援の仕組みなどを検討し、協議するため、区内医師会などと設置している協
　　　　　　　　　　　　　　議会。

＊２　高齢者安心コール　　　　　ひとり暮らし高齢者などの日常生活の困りごとを24時間365日、いつでも電話で相
　　　　　　　　　　　　　　　　談にのり、相談内容に応じ、ボランティアの訪問や情報提供を行う事業。

＊３　医療制度改革による療養病床の再編　平成２３年度末までに介護療養病床を廃止し、老人保健施設などへの転換
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を行う改革。

＊１　あんしんすこやかセンター　高齢者が、住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らせるように、介護予防ケアプ
　　　　　　　　　　　　　　　　ランの作成や、介護保険の申請手続きなどの受付や支援を行う介護保険法の地域包
　　　　　　　　　　　　　　　　括支援センターのこと（区内27か所）。

＊４　地域ネットワーク活動　高齢者の見守りや福祉のまちづくりなどを推進するため、あんしんすこやかセンター、
　　　　　　　　　　　　　　民生児童委員、ケアマネジャー、町会自治会、高齢者クラブ、ボランティア団体などの
　　　　　　　　　　　　　　地域の福祉関係者などと連携を図る日常活動。

《関連する計画》　世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類平成２３年度

所管部

現　　況

①地域密着型サービス
　（認知症高齢者グル
　ープホーム等）の
　整備、誘導

平成２０年度

⑤「せたがや介護の
　日」事業の実施

⑤「せたがや介護の
　日」事業の拡充

④特養ホームにおける
　在宅、入所相互利用
　の実施、拡充

①地域密着型サービス
　（認知症高齢者グル
　ープホーム等）の
　整備、誘導

事業分類

25

④特養ホームにおける
　在宅、入所相互利用
　の実施、拡充の検討

平成２１年度

②ケアハウスの整備、
　誘導

１　地域密着型サービス＊１、ケアハウス＊２、シ
　ョートステイの整備誘導を図る。
２　特養ホームにおける在宅生活支援機能を充
　実する。
３　介護者や地域の方々との交流を通し、介護
　者の負担軽減やより良い介護の実現を目指す
　ため、「せたがや介護の日」の事業を実施す
　る。
４　福祉100人委員会＊３の運営により、区民、
　事業者、区の協働による福祉施策の提案と実
　践を図り、評価検証を行う。

1)　地域密着型
　サービスの整備
　、誘導
2)　ケアハウスの
　整備、誘導
　　　     100床
3)　ショートステ
　イの整備、誘導
           100床
4)　特養ホームに
　おける在宅、
　入所相互利用の
　推進
5)　「せたがや介
　護の日」事業の
　充実

③ショートステイの
　整備、誘導

④特養ホームにおける
　在宅、入所相互利用
　の実施、拡充

事業費

②ケアハウスの整備、
　誘導

平成２３年度

④特養ホームにおける
　在宅、入所相互利用
　の実施、拡充

③ショートステイの
　整備、誘導   50床

①地域密着型サービス
　（認知症高齢者グル
　ープホーム等）の
　整備、誘導
　　認知症高齢者グル
　　ープホーム 5か所

年次別
計画 ③ショートステイの

　整備、誘導   20床
③ショートステイの
　整備、誘導

1)　地域密着型
　サービスの整備
　、誘導
2)ケアハウスの
　整備、誘導に
　向けた事業着手
3)ショートステイ
　の整備、誘導
　　　　　  30床
4)　特養ホームに
　おける在宅、
　入所相互利用の
　開始

平成２２年度

②ケアハウスの整備、
　誘導 　　　 100床

②ケアハウスの整備、
　誘導

⑤「せたがや介護の
　日」事業の充実

⑤「せたがや介護の
　日」事業の評価、
　検証

＊２　ケアハウス　　　　　独立した生活が困難な高齢者が、低額な料金で、日常生活上必要なサービスを受けながら
　　　　　　　　　　　　　居住する施設。

＊１　地域密着型サービス　住み慣れた地域での生活を続けられるように、地域の特性、実情に対応した多様な介護保
　　　　　　　　　　　　　険サービス。

163,168 千円 26,270 千円

ねらい

計画目標

地域に密着した在宅サービスの展
開

事業
内容

事業番号 事業名０６０２ 保健福祉部

＊３　福祉100人委員会　　 区民、事業者、区の協働により、福祉や介護などに関する施策提案と実践を目指す自主活
　　　　　　　　　　　　　動団体。

《関連する計画》　世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

　高齢者などが、住み慣れた地域で安心して住み続けられるように、事業者や区民と区が協力
連携して在宅生活を支援する基盤整備と仕組みづくりを行う。

①地域密着型サービス
　（認知症高齢者グル
　ープホーム等）の
　整備、誘導

30,231 千円 34,191 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

平成２２年度

所管部

             1,437人              1,497人

＊１　失語症会話パートナー　失語症（脳血管障害や事故などの後遺症によって、言葉の能力に障害が残った状態）を
　　　　　　　　　　　　　　理解して、失語症の方の不自由なコミュニケーションを補いながら、会話し、サポート
　　　　　　　　　　　　　　する者。

④高次脳機能障害者
　への移動支援事業
　の充実
          10,400時間

             1,377人

④高次脳機能障害者
　への移動支援事業
　の開始
       　 10,000時間

④高次脳機能障害者
　への移動支援事業
　の充実
         10,200時間

②区内グループホーム
　などの利用者数

②区内グループホーム
　などの利用者数

　障害者の日中活動及び居住の場を確保するとともに、障害者の就労、社会復帰を促進し、住
み慣れた地域で暮らせるよう障害者の地域生活を支援する。

       　2か所 174人

③障害者施設日中利用
　者数

④高次脳機能障害者
　への移動支援事業
　の充実
          10,600時間

             1,557人

①年間就職者数  90人

       　2か所 154人

③障害者施設日中利用
　者数

③障害者施設日中利用
　者数

ねらい

平成２３年度

1)　年間就職者数
　　　     100人
2)　グループホー
　ムなどの利用者
　数　 　　174人
3)　区内施設利用
　者数
         1,557人
4)　高次脳機能
　障害者への
　移動支援
   　 10,600時間

年次別
計画

       　2か所 164人

障害者の地域生活の支援

事業分類

０６０３ 事業名

②区内グループホーム
　などの利用者数

①年間就職者数 100人

事業
内容

事業番号

計画目標

保健福祉部

１　障害者の就労、社会復帰を支援し、地域に
　おける障害者の自立を促進する。
２　居住の場であるグループホームの整備誘導
　を進める。
３　障害者の日中活動の場を計画的に確保す
　る。
４　高次脳機能障害者などの新たなニーズに対
　応するため、移動支援や失語症会話パートナ
　ー＊１などを充実する。

《関連する計画》　世田谷区障害福祉計画

事業費

平成２１年度
①年間就職者数  90人

平成２０年度

③障害者施設日中利用
　者数

現　　況 平成２３年度

②区内グループホーム
　などの利用者数

1)　年間就職者数
　　　      90人
2)　グループホー
　ムなどの利用者
　数　 　　134人
3)　区内施設利用
　者数
         1,317人

344,754 千円 415,915 千円 345,216 千円 345,517 千円

       　2か所 144人

3

①年間就職者数 100人
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

 　　　　　　  100件

④居住支援制度

                75戸

＊１　住まいサポートセンター　　　高齢の方や障害のある方をはじめ、区民に住まいに関する情報を提供する。
＊２　へや探しお出かけサポート　　区と協定を結んだＮＰＯ団体の登録ボランティアが付き添って、不動産店訪問に
　　　　　　　　　　　　　　　　　不慣れな方、不安のある方を支援すること。
＊３　居住支援住宅認証制度　　　　区内で一般に供給される民間賃貸住宅のうち、高齢者などの入居を拒まない住宅
　　　　　　　　　　　　　　　　　について「居住支援住宅」として認証する制度。

                30戸

③へや探しお出かけサ
　ポートの実施

 　　　　　　　 50件  　　　　　　　 50件  　　　　　　　 50件  　　　　　　　 50件

 　　　　　　  100件  　　　　　　  100件 　　　　　　  100件

④居住支援制度

⑤区営住宅の供給

                85戸

⑤区営住宅の供給

平成２３年度
1)居住支援制度
      　　200件
2)居住支援住宅認
  証      120戸
3)区営住宅などの
　入居者  310戸

①居住支援住宅認証制
　度の実施

3

平成２３年度

                80戸                70戸

⑤区営住宅の供給

                30戸

現　　況

⑤区営住宅の供給

                30戸

④居住支援制度

③へや探しお出かけサ
　ポートの実施

③へや探しお出かけサ
　ポートの実施

               300件

①居住支援住宅認証制
　度の実施

               300件

①居住支援住宅認証制
　度の実施

②賃貸物件情報提供サ
　ービスの実施

               300件

                30戸

事業費

－

平成２１年度

年次別
計画

④居住支援制度

平成２０年度

③へや探しお出かけサ
　ポートの実施

事業分類計画目標

都市整備部所管部

事業
内容

住まいの確保と居住継続の支援

①居住支援住宅認証制
　度の実施

②賃貸物件情報提供サ
　ービスの実施

１　住まいサポートセンター＊１において賃貸物
　件情報提供サービス、へや探しお出かけサポ
　ート＊２、居住支援住宅認証制度＊３、居住支援
　制度などを実施し、民間賃貸住宅への円滑な
　入居を図る。
２　区営住宅の供給増を目指し、都営住宅の移
　管受入れ、既存住戸内バリアフリー改修など
　を推進する。
３　住まいに関する情報提供を充実するため、
　住宅相談、講座、研修会、啓発事業などを実
　施する。

平成２２年度

　高齢者、障害者などの住まい確保の円滑化を図る事業を展開し、住み慣れた地域での継続居
住を支援する。

②賃貸物件情報提供サ
　ービスの実施

②賃貸物件情報提供サ
　ービスの実施

事業名０６０４

ねらい

事業番号

               300件

－　千円 －　千円 －　千円 －　千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

①生活支援拠点計画策
　定の支援     2か所

2

　　　　　　 　2か所 　　　　　　 　2か所

　　まちのステーショ
　　ン整備支援

　　まちのステーショ
　　ン整備支援

②生活支援拠点計画に
　基づく活性化支援

②生活支援拠点計画に
　基づく活性化支援

②生活支援拠点計画に
　基づく活性化支援

１　区民生活を支える機能の充実を図ろうと
  する商店街を生活支援拠点商店街として位
　置づけ、活性化に向けた計画を策定する際
　にアドバイザーを派遣して支援する。
２　計画に基づき、まちのステーション＊１の
　整備への支援や、商店街の機能の充実に向
　けた事業などへの支援を行う。

①生活支援拠点計画策
　定の支援     2か所

平成２１年度 平成２２年度

1)　生活支援拠点
　商店街の計画策
　定　　 　8か所
2)　生活支援拠点
　計画に基づく活
　性化支援
　　　　　 8か所

ねらい

　急速な高齢化が進展する中、商店街を区民が住み慣れた地域で継続して生活できるための拠
点として位置づけ、区民の生活を支える機能（身近な買い物の場、「憩い・くつろぎ・にぎわ
いの場」など）を持つことができるよう、商店街などに対して支援していく。

所管部事業名

　　　　　　 　2か所 　　　　　　 　2か所

    商店街が行う活性
    化事業への支援
             　2か所

①生活支援拠点計画策
　定の支援     2か所

①生活支援拠点計画策
　定の支援     2か所

　　まちのステーショ
　　ン整備支援

　　まちのステーショ
　　ン整備支援

    商店街が行う活性
    化事業への支援
             　2か所

    商店街が行う活性
    化事業への支援
             　2か所

②生活支援拠点計画に
　基づく活性化支援

＊１　まちのステーション　民間事業者が行う誰もが気軽に立ち寄ることができ、にぎわいや憩いの場となるまちの
　　　　　　　　　　　　　拠点。

事業費 3,620 千円 19,260 千円 23,100 千円 23,100 千円

年次別
計画

事業
内容

平成２０年度

産業政策部
区民生活を支え、高める生活支援
拠点づくり

事業分類
平成２３年度

計画目標
現　　況

《関連する計画》　世田谷区産業振興計画　

1)　生活支援拠点
  商店街の計画策
　定支援の検討
2)　生活支援拠点
　計画に基づく活
　性化支援
　　　　　 0か所

平成２３年度

5

事業番号 ０６０５
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実施計画事業

成果指標

指標名 現状値

1)　市街地再開発事業により生み出される施設は、生活拠点におけるにぎわいの核となるこ
　とが期待される。施設整備の進捗を成果として示すため、その床面積の整備量を指標とす
　る。
2)　鉄道駅の交通広場は、区民が集い憩うことのできる空間としての機能を持つことが期待
　されている。また、訪れる人にとっては、そのまちのにぎわいを感じ取る｢顔｣としての役
　割があると考えられる。そのため、広場整備の進捗を表わす整備面積を成果指標とする。
3)　世田谷型観光を推進し、魅力的で活力のあるまちの実現を目指した取組みにより、区内
　外からの集客数を増やすという観点から、主要イベントや文化施設などの来場者数を成果
　指標とする。

成果指標設定の考え方

平成２３年度目標値

2)　交通広場整備面積

3)　イベント、施設などの来場者数

0.7ha 0.9ha

1)　市街地再開発事業による整備床面積
　　（Ⅰ期、Ⅱ期）

4,000㎡
(Ⅰ期) 282,000㎡
(Ⅱ期) 84,000㎡

300万人265万人

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　広域生活拠点や駅周辺について、市街地再開発事業や道路整備事業により、道路や交通
　広場などの公共施設の整備を進める。
２　地域の街づくりと連携、協働した商店街振興のプランづくりを支援する。
３　世田谷らしい観光事業を推進し、世田谷の魅力を発信する。

事業費

街のにぎわいの核づくり　　　　【事業番号　０７０１】
    二子玉川東地区での再開発事業などにより、各地区全体のにぎわいの核となるまちづく
　りを推進する。
地域街づくりと協働した商店街の振興　　　　【事業番号　０７０２】
　  地域の街づくりと連携し、駅周辺などにおける商店街の活性化を図る。
世田谷型観光の推進　　　　【事業番号　０７０３】
　  観光事業の推進、観光ＰＲの強化、区民による観光情報の発信、観光基本計画の策定を
　行う。

総事業費 平成２３年度平成２２年度平成２０年度 平成２１年度

産業政策部　総合支所
政策経営部　生活文化部
生活拠点整備担当部
道路整備部
土木事業担当部

実施計画
事業名 ⑦世田谷のにぎわいアップ

関　係
所管部

事業目的

目　標
　世田谷に住む人々が、日々の生活に幸せを感じ、また、世田谷を訪れる人々が、買い物や
観光を楽しむことができる、魅力的で活力にあふれたにぎわいの感じられるまちを目指す。

　公共施設の整備や世田谷における観光のしくみづくりを進めるなど、さまざまなまちづく
りの視点から区民、事業者、区との連携や協働により、地域のにぎわいを創出する。
　また、世田谷の資源（自然、まちなみ、文化施設、イベントなど）を活かして地域の活性
化を図るため、二子玉川や下北沢などの拠点地域の整備を促進するとともに、商店街プラン
づくりへの支援や、世田谷型の観光事業の推進などにより、世田谷の魅力の創造、発信を総
合的に展開していく。

2,312,719 千円25,335,501 千円 6,094,485 千円 9,320,434 千円 7,607,863 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

6,077,800 千円 9,298,400 千円 7,591,495 千円 2,296,351 千円

④交通広場と接続街路
　築造、広場整備

④交通広場と接続街路
　築造、広場整備

事業名
生活拠点整備担当部
道路整備部　土木事業担当部

平成２３年度
事業分類

現　　況
計画目標１　交通の要衝にある各生活拠点（二子玉川、

　下北沢、成城学園前、経堂）について、市
　街地再開発事業や都市計画道路事業により、
　交通広場などの公共施設の整備を進める。

０７０１ 街のにぎわいの核づくり

平成２０年度

5
2
 
4

施設建築物と公共
施設の整備
1)1期 建築施工床
  面積 282,000㎡
2)2期 建築施工床
  面積  84,000㎡
3)交通広場整備
          0.9ha

④交通広場と接続街路
　築造、広場整備

①組合の清算、解散手
　続き(Ⅰ期)施工床面
　積

①施設建築物と公共施
　設整備(Ⅰ期)施工床
　面積

            83,000㎡

所管部

　人が憩い、集うことができる「にぎわいと魅力ある核づくり」にとって必要な都市空間を創出
するため、拠点整備の推進を図る。

施設建築物と公共
施設の整備
1)1期 建築施工床
  面積   4,000㎡
2)2期
    事業計画策定
3)交通広場整備
          0.7ha

①施設建築物と公共施
　設整備(Ⅰ期)施工床
　面積

           194,000㎡

①施設建築物と公共施
　設整備(Ⅰ期)施工床
　面積

             1,000㎡

平成２３年度

③交通広場と接続街路
　用地取得

③交通広場と接続街路
　用地取得

②工事着手準備(Ⅱ期) ②施設建築物と公共施
　設整備(Ⅱ期)施工床
　面積
　　　　　40,000㎡

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

《関連する計画》　世田谷区交通街づくり基本計画、二子玉川東地区再開発地区計画、
　　　　　　　　　世田谷区電線類地中化整備５ヵ年計画

④交通広場と接続街路
　築造、広場整備

　

平成２１年度

②事業計画認可(Ⅱ期)

平成２２年度

③交通広場と接続街路
　用地取得

②施設建築物と公共施
　設整備(Ⅱ期)施工床
　面積
　          44,000㎡

③交通広場と接続街路
　用地取得
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

《関連する計画》　世田谷区産業振興計画　

3,332 千円 1,666 千円 －　千円 －　千円

平成２３年度

事業分類

産業政策部
総合支所

①商店街プランづくり
　事業の支援

           継続3か所

平成２１年度

　　 　　　新規1か所

①商店街プランづくり
　事業の支援

　 　　　　継続2か所            継続3か所

平成２２年度

平成２３年度

　商店街で質の高い商品やサービスを購入することができ、街のにぎわい、憩いの場としても
機能できるよう、地域の街づくりと協働して、長期的な視点で振興を図ろうとする商店街を支
援する。

地域街づくりと協働した商店街の
振興

5 2

１　長期的な計画による振興の取組みを進めよ
　うとする商店街に対し、ソフト、ハードの両
　面から商店街のプランづくりの支援を行う。

           新規2か所

平成２０年度

事業
内容

事業番号 所管部０７０２ 事業名

事業費

ねらい

現　　況

①商店街プランづくり
　事業の支援

計画目標

年次別
計画

1)　街づくりと協
　働した新たな商
　店街振興施策の
　実施

①商店街プランづくり
　事業の支援

1)　商店街プラン
　づくり
　　　　　 3か所
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

13,353 千円 20,368 千円 16,368 千円 16,368 千円

⑤観光情報コーナーの
　設置　　　　 5か所

③観光ホームページの
　拡充

②分野別観光ガイドマ
　ップの発行

④撮影支援事業の実施

③観光ホームページの
　拡充

②分野別観光ガイドマ
　ップの発行

＊１　(仮称）せたがやまちの観光特派員　区内の観光資源の情報を、観光ホームページ上などで紹介する区民など。

⑥

《関連する計画》　世田谷区産業振興計画

＊２　分野別観光ガイドマップ　毎年分野を変えて、テーマを絞った案内を掲載するガイドマップ。

⑥ ⑥観光基本計画の策定

事業費

年次別
計画

④撮影支援事業の実施

⑤観光情報コーナーの
　設置　　　　 4か所

⑥

①(仮称)せたがやまち
　の観光特派員による
　観光ＰＲの実施

④撮影支援事業の仕組
　みづくり

③観光ホームページの
　開設

③観光ホームページの
　拡充

④撮影支援事業の検討

⑤観光情報コーナーの
　設置　　　　 2か所

⑤観光情報コーナーの
　設置　　　　 3か所

②観光ガイドマップの
　発行

②分野別観光ガイドマ
　ップ＊２の発行

①(仮称)せたがやまち
　の観光特派員による
　観光ＰＲの実施

①(仮称)せたがやまち
　の観光特派員の募
　集、選定 　  200人

1)　観光ホーム
　ページの検討
2)　(仮称)せたが
　やまちの観光特
　派員　　　 0人
3)　観光情報コー
　ナーの設置
　　　　　 1か所

現　　況

①(仮称)せたがやまち
　の観光特派員による
　観光ＰＲの実施

平成２２年度

5 2

産業政策部　政策経営部
生活文化部

　観光事業を推進し、区内外からの集客を増やすことにより、世田谷に住む人や世田谷を訪れる
人にとって、魅力的で活力あるまちの実現を目指す。

計画目標１　(仮称)せたがやまちの観光特派員＊１を募
　集し、観光特派員を活用した観光ＰＲを実
　施する。
２　観光ガイドマップの作成やホームページ
　による情報提供の拡充を行うなど、区内外
　へ世田谷の魅力を発信するＰＲを強化する。
３　３年間の観光事業を検証し、世田谷の観
　光のあり方について「観光基本計画」を策
　定する。

事業分類
平成２３年度

平成２０年度 平成２１年度

事業名 世田谷型観光の推進 所管部

1)　観光ホーム
　ページの稼動
2)　(仮称)せたが
　やまちの観光特
　派員　　 200人
3)　(仮称)せたが
　やまちの観光特
　派員を活用した
　観光ＰＲの実施
4)　観光基本計画
　策定
5)　観光情報コー
　ナーの設置
　　　　　 5か所

平成２３年度

事業
内容

ねらい

０７０３事業番号
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実施計画事業

＊１　企業内合同託児施設　複数の企業が、合同して設置、運営する従業員の子どもの保育施設。

98,312 千円 30,380 千円 22,260 千円 22,836 千円

平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　区における地域産業を活性化する手法として、住民参加型の産業関連まちづくり懇談会
　の開催や、住宅と共存して発展する都市型産業の誘導、育成などにより、産業の活性化を
　図る。
２　区内の中小企業が行う人材の活用と確保をするため、特に子育て中の人材に視点を置き、
　企業内合同託児施設の整備に向けた企業への支援を行う。また、区内中小企業と区民求職
　者との就業マッチングについて、就業相談や職業紹介など総合的に行う就労支援事業を展
　開する。

1)　①区内事業所数
　　②区内事業所従業員数

 ①26,109事業所
 ②242,342人

 ①28,000事業所
 ②249,000人

1)　事業所数、従業員数の増加は、地域産業の活性化をわかりやすく示すものとして、区内
　事業所数とその従業員数を目標値に設定する。

事業費

都市型産業の育成　　　　【事業番号　０８０１】
　　地域住民参加型の手法を取り入れ、準工業地域の積極的活用を図るとともに、世田谷の
　特性を踏まえた都市型産業を誘導、育成する。
中小企業の人材活用への支援　　　　【事業番号　０８０２】
　　区内企業による企業内合同託児施設＊１の整備に向けた支援を行う。
　　就業相談から職業紹介、区内事業所とのマッチングを図り、求職者の総合的な就労支援
　事業を展開する。

成果指標設定の考え方

産業政策部　都市整備部
生活文化部  子ども部

実施計画
事業名 ⑧地域産業の活性化

関　係
所管部

22,836 千円

事業目的

目　標
　世田谷の特性を活かした都市型産業の発展を促進するとともに、区内の中小企業における
人材の確保、活用を活発にすることにより、地域産業の活性化を図る。

　住民参加型のまちづくり手法を取り入れ、地域における産業の役割のＰＲや住宅と産業が
共生するまちづくりを推進するとともに、起業創業支援や企業間ネットワークなどにより、
都市型産業を誘導、育成する。また、区内企業が設置する企業内合同託児施設の設置、運営
を支援することにより、子育て中の人材の活用と確保の取組みを促進する。

成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

総事業費
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

年次別
計画

10,379 千円 1,152 千円 1,728 千円

０８０１

ねらい

事業分類

①準工業地域まちづく
　り懇談会の実施
　　　　　 新規1か所

③産業情報ネットワー
　クシステム本稼動

③産業情報ネットワー
　クシステム設計

③産業情報ネットワー
　クシステム一部稼動

①準工業地域まちづく
　り懇談会の実施
　　　　　 新規1か所
　　　　　 継続2か所

②都市型産業誘致の調
　査研究、誘致手法の
　検討

事業番号

１　地域住民参加型懇談会などの手法を取り
　入れ、産業の大切さを地域住民と共有し、
　準工業地域の特性を生かしたまちづくり意
  識の醸成を図る。
２　住宅地の多い世田谷区内で成長していく
　ことができる産業のあり方や育成手法につ
　いて調査、研究し、都市型産業の誘致の展
　開を図る。
３　産業情報ネットワークシステム＊１を構築
　し、これを活用した異業種交流や区内産業
　のＰＲを推進する。

　住宅と共存して発展できる都市型の産業を誘導、育成し、区内産業の活性化を図る。

都市型産業の育成 所管部
産業政策部
都市整備部

事業名

事業
内容

現　　況
1)　準工業地域ま
　ちづくり懇談会
           0か所

2)　都市型産業の
　誘致検討
3)　産業情報ネッ
　トワークシステ
　ムの検討

①準工業地域まちづく
　り懇談会の実施
　　　　　 新規1か所
　　　　　 継続1か所

平成２２年度

事業費

＊１　産業情報ネットワークシステム　区内事業者のデータベース、事業者間の交流促進、事業者のＰＲなどの活用に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　対応するシステム。

平成２０年度

計画目標
平成２３年度
1)　準工業地域ま
　ちづくり懇談会
　　　　　 3か所
　　合同まちづく
　り懇談会   1回
2)　都市型産業誘
　致方針の策定
3)　産業情報ネッ
　トワークシステ
　ムの稼動

平成２３年度

②都市型産業誘致の展
　開

平成２１年度
①準工業地域まちづく
　り懇談会の実施
　　　　　 継続3か所

　　合同まちづくり懇
　　談会の実施   1回

2

1,728 千円

②都市型産業誘致方針
　の策定

②都市型産業誘致の展
　開

③産業情報ネットワー
　クシステム構築に伴
　う実態調査

《関連する計画》　世田谷区産業振興計画
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

20,001 千円 21,108 千円 21,108 千円 21,108 千円

②就労支援総合窓口の
　開設、運営

②就労支援総合窓口事
　業の拡充

②就労支援総合窓口事
　業の拡充

②就労支援総合窓口事
　業の拡充及び事業検
　証、見直し検討

平成２３年度

事業番号

①企業内合同託児施設
　設置への支援に関す
　る調査研究

①企業内合同託児施設
　整備促進計画の策定

①企業内合同託児施設
　の設置支援、啓発

①企業内合同託児施設
　の設置支援、実施及
　び今後のあり方検討

＊１　企業内合同託児施設　複数の企業が、合同して設置、運営する従業員の子どもの保育施設。

平成２１年度

事業
内容

ねらい
　区内の中小企業が行う人材の活用と確保のための環境整備を支援する。区内事業所の人材確保
と区民などの就業支援を総合的に実施する。

計画目標
現　　況

事業分類

《関連する計画》　世田谷区産業振興計画

１　子育て中の人材の活用と確保の取組みと
　して、区内企業による企業内合同託児施設＊１
　  の整備に向けた支援を行う。
２　就労支援のための総合的な窓口を開設し、
　就業相談から職業紹介、区内事業所とのマ
　ッチングを図り、求職者の総合的な就労支
　援事業を展開する。

平成２３年度
1)　企業内合同託
　児施設の設置支
　援の実施

中小企業の人材活用への支援
産業政策部　生活文化部
子ども部

所管部事業名

事業費

年次別
計画

平成２０年度 平成２２年度

5

０８０２

2

1)　企業内合同託
　児施設の検討
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実施計画事業

22,040 千円

構成する
事業の
考え方

248,303 千円 34,249 千円 95,614 千円

＊１　体験農園　農家が、自ら開設し、管理を行い、農地の保全、区民と農家との交流を農作業を通じて図る
　　　　　　　　事業。

成果指標設定の考え方

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

事業体系

事業費
96,400 千円

都市型農業の推進　　　　【事業番号　０９０１】
　　体験農園の開設を希望する農家に対して、農園整備や開設当初の管理運営について支
　援し、経営改善を図る。農産物共同直売所をまちのステーションとして整備することを
　支援し、地域のにぎわいづくりを推進するとともに、出荷農家の経営改善を図る。
区民共生型農業の支援　　　　【事業番号　０９０２】
　　次大夫堀自然体験農園を開設し、農家などの指導のもとで、区民が自然にふれあい、
　農作業を体験する中で、都市農業、農地への理解を深める。ふれあい農園の協力農家を
　増やし、区民が野菜や果樹の収穫を体験する中で、都市農業、農地への理解を深める。

成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

1)　次大夫堀自然体験農園事業参加者数 30人 延べ330人

１　農家が、自ら開設し、管理を行う体験農園＊１や農産物共同直売所の整備などの支援を行
　うことにより、区民との相互交流を実現し、魅力ある都市型の農業を推進する。
２　世田谷の農業、農地を守り、育て、みどりと快適な住環境を次世代に残すため、区民と
　農家との交流を通して、都市の農業や農地への理解促進を行う。

1)　区民と農家との交流を図り、次大夫堀自然体験農園での農作業体験に参加することによ
　り、都市農業や農地への理解を促進することが重要なため、次大夫堀自然体験農園の事業
　の参加者数を成果指標とする。

産業政策部
実施計画
事業名 ⑨魅力ある都市農業の推進

関　係
所管部

事業目的

目　標
　地域に根ざした都市農業を振興し、区民、農家などとともに、世田谷における魅力ある都
市型の農業を推進する。

　さまざまな機会を通して、区民と農家の相互交流を実現することにより、農業に対する理
解の促進と都市農業への理解を深め、魅力ある都市農業を推進する。
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

Ｌ 分類
1)　次大夫堀自然
　体験農園事業参
　加者数
　　 延べ　330人
2)　ふれあい農園
　数   　 計77園

③農業サポーターの登
　録　　　　　  35人

産業政策部

②農産物共同直売所の
　整備支援　 　3か所

②農産物共同直売所
　　　　　　 　3か所

＊２　農業サポーター　農作業体験塾などで農業の知識や技術を学んだ区民のうち、希望者を農業サポーターとして登
　　　　　　　　　　　録し、農家を支援する制度。

4

区民共生型農業の支援

　　　　　　　 　6園

事業名０９０１

④

③農業サポーター＊２の
　　登録　　　　　　20人

事業分類

4 2

平成２３年度

②農産物共同直売所の
　整備支援　 　1か所

①体験農園の開園

事業番号

①体験農園の開園

計画目標１　体験農園＊１の開設を希望する農家に対し
  て、農園整備や開設当初の管理運営の支援
  を行う。
２　農産物共同直売所整備の支援を行い、地
  域のにぎわいづくりを推進するとともに、
  出荷農家の経営改善を図る。
３　農業の担い手不足に対応するため、区民
  の力を活用する。

現　　況

平成２０年度 平成２１年度

　農家の安定した経営の確保などを通して都市農地の保全を図る。

都市型農業の推進 所管部

事業番号

＊１　体験農園　農家が、自ら開設し、管理を行い、農地の保全、区民と農家との交流を農作業を通して図る事業。

０９０２

②農産物共同直売所の
　整備支援　 　2か所

事業名

③農業サポーターの登
　録　　　　　  25人

③農業サポーターの登
　録　　　　　  30人

④

82,465 千円 7,605 千円

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

①次大夫堀自然体験農
　園事業の継続実施

①次大夫堀自然体験農
　園事業の継続実施

平成２３年度

ねらい

１　次大夫堀自然体験農園を開設し、農家など
　の指導のもとで、区民が自然にふれあい、農
　作業を体験する中で、都市農業、農地への理
　解を深める。
２　区民が野菜や果樹の収穫を体験するふれあ
　い農園の協力農家を増やし、都市農業、農地
　への理解を深める。

事業分類

年次別
計画

事業
内容

                71園

2

計画目標
現　　況

①体験農園の開園

平成２３年度

1)　体験農園
　　　　　 　7園
2)　農産物共同
　直売所　 3か所
3） 農業サポー
　ターの登録
　　　 　   35人

1)　体験農園
　　　　　　 3園
2)　農産物共同
　直売所　 0か所
3)　農業サポー
　ターの登録
　　　　　　15人

平成２２年度
①体験農園の開園

平成２３年度

   参加者数 延べ150人

②ふれあい農園の開園

事業費

産業政策部所管部

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

　世田谷の農業、農地を守り、育て、みどりと快適な住環境を次世代に残していくため、区民
と農家との交流を通して、都市農業や農地への理解を促進する。

1)　次大夫堀自然
　体験農園事業の
　プレイベント参
　加者数    30人
2)　ふれあい農園
　数　 　 計69園

②ふれあい農園の開園

④(仮称)世田谷の農業
　のあり方への提言及
　び(仮称)農業振興計
　画の策定

④

21,714 千円 82,179 千円

《関連する計画》　世田谷区産業振興計画

   参加者数 延べ330人   参加者数 延べ240人

②ふれあい農園の開園

   参加者数 延べ60人

①次大夫堀自然体験農
　園事業の継続実施

①次大夫堀自然体験農
　園事業の開始

　　　　　　　 　4園 　　　　　　　 　5園

《関連する計画》　世田谷区産業振興計画

　　　　　　　 　7園

12,535 千円 13,435 千円 13,935 千円 14,435 千円

                 73園                  75園                  77園

②ふれあい農園の開園
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実施計画事業

＊１　みどり率　　　緑に被われた土地、公園、水面などの合計が占める土地の割合。

＊３　地域風景資産  身近にあり、守り、育てたい風景を募集し、推薦した区民が風景づくり活動へと繋げていけ
　　　　　　　　　　るように、資産として登録した風景。

事業目的

目　標 　区内のみどりを区民との協働により保全整備し、次世代に世田谷区の景観を引き継ぐ。

　世田谷の｢みどりの生命線｣である国分寺崖線をはじめとする区内のみどりとみずの保全を
推進する。あわせて、世田谷らしい地域の風景、まちなみを区民とともに保全し、創出する。

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　区民、事業者、区の協働により、「みどりと花いっぱい運動」など各種事業を積極的に
　展開し、みどり率＊１33％の実現を目指す。
２　国分寺崖線をはじめとする民有地のみどりを区民とともに育むため、樹木樹林地の管理
　支援などの取組みを進める。
３　身近なみどりである公園緑地の整備や水辺空間＊２の再生により、みどりとみずのまちづ
　くりを推進する。
４　区民、事業者との協働により、みどり、まちなみの保全、創出に努め、自然や歴史的、
　文化的資産を継承し、世田谷らしい風景づくりを進める。
５　地区計画などの策定に向けた区民主体の地区街づくりへの取組みを支援し、みどり豊か
　なやすらぎのある街を形成する。

1)　都市の緑地面積（市民緑地、保存樹林地など、公園
　緑地など）

280.6ha

みどりとみず政策担当部
都市整備部  総合支所
生活拠点整備担当部
土木事業担当部

実施計画
事業名 ⑩やすらぎのあるまちづくり

関　係
所管部

みどりと花いっぱい運動の推進(みどりとみずの基本計画の推進)【事業番号　１００１】
    公共施設緑化、駅や駅周辺の緑化など、あらゆる場面をとらえて、みどり率33％の実現
　に向けて緑化を推進していく。
国分寺崖線など民有地のみどりの保全　　　　【事業番号　１００２】
    国分寺崖線をはじめとする区内の民有地のみどりの保全、整備に向け、樹木・樹林地の
  管理支援などの取組みを進める。
みどりとみずのまちづくり　　　　【事業番号　１００３】
    公園緑地の整備を進めるとともに、水辺空間の再生などを図り、調和のとれたみどりと
  みずの環境を実現する。
都市景観の形成　　　　【事業番号　１００４】
    地域風景資産＊３の普及、啓発などにより、区民などとの協働による風景の保全、整備を
　推進する。
地区街づくりの推進　　　【事業番号　１００５】
    地区の街づくりに向けた区民主体の取組みを支援し、やすらぎのある街づくりを継続的
　に推進する。

成果指標設定の考え方
成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

4,093,867 千円

288.4ha

1)　守るみどりと増やすみどりの総合的な数値として、樹林地保全面積と公園緑地などの面
　積を指標とする。

事業費
5,575,475 千円

＊２　水辺空間　　　湧水（ゆうすい）などの地域の水資源を生かし、区民が身近にみずとふれあい、地域に親し
　　　　　　　　　　まれる空間。

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

27,861,786 千円 8,318,594 千円 9,873,850 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

Ｌ 分類

④樹木の保全

              10団体

68,147 千円

⑤樹木樹林地保全ボラ
　ンティアの養成

⑤樹木樹林地保全ボラ
　ンティアの養成

②崖線に関する小学生
　の学習   年5,109人

②崖線に関する小学生
　の学習   年5,255人

④樹木の保全 ④樹木の保全 ④樹木の保全

⑤樹木樹林地保全ボラ
　ンティアの養成

              10団体               11団体

《関連する計画》　世田谷区みどりとみずの基本計画・行動計画　　　

①国分寺崖線保全啓発

③樹林地の保全

       延べ287,426㎡

　　　　　　　99か所

       延べ287,126㎡

　　　　　　　97か所

4

1)　崖線に関する
　小学生の学習
    延べ25,559人
2)　樹林地保全
　99か所
       287,426㎡
3)　樹木樹林地保
　全ボランティア
　養成延べ11団体

②崖線に関する小学生
　の学習   年5,129人

②崖線に関する小学生
　の学習   年5,000人

①国分寺崖線保全啓発
平成２３年度

１００１

平成２０年度 平成２１年度

1)　崖線に関する
　小学生の学習
         5,066人
2)　樹林地保全
　95か所
       286,226㎡
3)　樹木樹林地保
　全ボランティア
　養成　　9団体

              34施設
②駅や駅周辺の緑化

平成２０年度 平成２１年度

平成２３年度

事業番号

事業
内容

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

事業番号

ねらい

＊１　みどり３３　世田谷のみどりを増やし、区制100周年（2032年）の年には、みどり率を33％まで引き上げる目
　　　　　　　　　標。
＊２　みどり率　　緑に被われた土地、公園、水面などの合計が占める土地の割合。

事業名

平成２２年度

③樹林地の保全

              34施設
②駅や駅周辺の緑化

③フラワーロード
　　　　　　　　 1駅

１００２ 事業名

事業費

年次別
計画
       延べ286,526㎡

③樹林地の保全

①国分寺崖線保全啓発

　　　　　　　　 1駅

④ガーデニングフェア
　の開催

④ガーデニングフェア
　の開催

③フラワーロード

          1路線 25ｍ          1路線 270ｍ

②駅や駅周辺の緑化
              33施設

③フラワーロード

         1路線 100ｍ

④ガーデニングフェア
　の開催

《関連する計画》　世田谷区みどりとみずの基本計画・行動計画

みどりと花いっぱい運動の推進
（みどりとみずの基本計画の推進）

所管部 みどりとみず政策担当部

平成２３年度
事業分類

現　　況
計画目標

　区民、事業者、区の協働によるハード、ソフト両面のさまざまな「みどりと花いっぱい運動」
を展開することで、「みどり３３＊１」を実現する。

1)　みどり率
　　　　　26.2%

4 3

1)　みどり率＊２
　　　　25.56%
　（18年度調査）

         1路線  80ｍ

平成２３年度
①公共施設緑化

１　今後４年間で、135施設を対象に公共施設
  緑化をすすめる。
２　鉄道事業者との協働により、駅や駅周辺の
　緑化をすすめる。
３　フラワーロード植樹帯などのある道路で
　「花づくり」を実施する。
４　ガーデニングフェアを開催する。

①公共施設緑化 ①公共施設緑化 ①公共施設緑化
              34施設
②駅や駅周辺の緑化

　　　　　　　　 1駅 　　　　　　　　 1駅

④ガーデニングフェア
　の開催

③フラワーロード

3

  国分寺崖線などにある民有地のみどりを区民とともに育むため、樹木樹林地の管理支援など
の取組みを推進する。

20,920 千円 9,419 千円 9,419 千円

事業分類

みどりとみず政策担当部
総合支所

所管部

78,839 千円

１　国分寺崖線をはじめとする民有樹林地など
　の管理支援を進める。また、国分寺崖線保全
　の魅力を広く知ってもらうための啓発事業に
　取り組む。

現　　況

       延べ286,826㎡

⑤樹木樹林地保全ボラ
　ンティアの養成

　　　　　　　96か所

③樹林地の保全

               9団体

9,419 千円

64,770 千円 64,492 千円

平成２２年度

計画目標

国分寺崖線など民有地のみどりの
保全

①国分寺崖線保全啓発

　　　　　　　98か所
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

L 分類

②界わい宣言の登録

③水辺空間の再生

                1か所

①公園用地買収  1か所

＊１　水辺空間　湧水（ゆうすい）などの地域の水資源を生かし、区民が身近にみずとふれあい、地域に親しまれ
　　　　　　　　る空間。

               7か所              5か所

③ ③

①地域風景資産の維持
　、保全

①地域風景資産の維持
　、保全

①地域風景資産の維持
　、保全

②界わい宣言の登録

①地域風景資産の選定

②公園新設     4か所

平成２２年度
①公園用地買収 1か所
平成２３年度

②公園新設     1か所

               1か所               1か所

みどりとみず政策担当部
生活拠点整備担当部
土木事業担当部

4

平成２３年度

　区民と協働して、公園緑地、水辺などのもつ多様な価値、特色を生かし、周辺施設も視野に入れ
てユニバーサルデザインに配慮した再生、整備を行うことにより、区民の癒し、憩い、教育の場と
して、みどりとみずに恵まれた住環境を保全、創出を図る。

計画目標１　公園、緑地の整備、水辺空間＊１を再生す
　る。

1)　公園用地買収
　　　　　 4か所
2)　公園新設
        　10か所
3)　水辺空間の再
　生　　　 5か所

所管部

平成２３年度

ねらい

事業番号 １００４ 事業名

　区民と協働して世田谷らしい風景を創出するとともに、景観法に基づく風景づくり計画＊１に基
づき、良好な景観形成を進めていく。

都市整備部
総合支所

所管部都市景観の形成

事業費

ねらい

１００３ 事業名 みどりとみずのまちづくり

               2か所

事業番号

年次別
計画

事業
内容

平成２０年度 平成２１年度

②公園新設      3か所

事業
内容

年次別
計画

平成２０年度

②界わい宣言の登録

１　地域風景資産＊２や界わい宣言＊３の登録を進
　め、区民の風景づくり活動を支援していく。
　景観法に基づく建築行為などの届出制度によ
　り、建築物などの形態や色彩の規制誘導を図
　る。

平成２１年度

15,348 千円 9,833 千円 16,979 千円 13,025 千円

              4か所

③界わい形成地区の指
　定

②公園新設     2か所

③水辺空間の再生

《関連する計画》　世田谷区みどりとみずの基本計画・行動計画

③水辺空間の再生

現　　況

               2か所

事業費

              1か所

事業分類

＊１　風景づくり計画　景観法及び風景づくり条例に基づき、風景づくりを進めるための具体的な方法をまとめた計
　　　　　　　　　　　画。
＊２　地域風景資産　　身近にあり、守り、育てたい風景を募集し、推薦した区民が風景づくり活動へと繋げていけ
　　　　　　　　　　　るように、資産として登録した風景。
＊３　界わい宣言　　　区民が、自宅まわりの界わいに魅力的な風景をつくるために、近隣の方と一緒に風景づくり
　　　　　　　　　　　を進める活動を宣言し、区長がその内容を登録し、活動を促す制度。

《関連する計画》　世田谷区風景づくり計画

3

現　　況

－

①公園用地買収 1か所 ①公園用地買収 1か所

1)　地域風景資産
         100か所
2)　界わい宣言の
　登録　   7か所
3)　界わい形成地
　区 　　  2か所

1)　地域風景資産
          70か所
2)　界わい宣言の
　登録　　 3か所

5,438,539 千円8,150,311 千円

③水辺空間の再生

③界わい形成地区の指
　定

               6か所

平成２２年度

9,736,451 千円 3,952,699 千円

平成２３年度
事業分類

4

②界わい宣言の登録

計画目標

3

              30か所
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

事業番号 １００５ 事業名

事業費

年次別
計画

平成２０年度 平成２１年度

①地区計画の策定

               4地区

②地区計画の変更

①地区計画の策定

               2地区

②地区計画の変更

ねらい

計画目標

2

都市整備部
総合支所

所管部地区街づくりの推進

事業
内容

現　　況
1)　地区計画の策
　定
         75地区

平成２２年度 平成２３年度

事業分類
平成２３年度
1)　地区計画の策
　定
         85地区
2)　地区計画の変
　更
　　　　　4地区

　区民の積極的かつ主体的なまちづくりを支援し、住民参加のもとで地域住民の合意を形成する。
　地域のまちづくりのルールであり、各地域のまちづくり方針となる「地区計画」を策定する
ことにより、地区特性に応じた良好でやすらぎのあるまちづくりを推進する。

１　各地区のまちづくり方針となる「地区計
　画」の策定に向けた区民主体の取組みを支
  援する。
２　既に策定した「地区計画」についても、
　地区のまちづくりの変化を踏まえて必要な
　変更を行う。
３　「地区計画」の策定に向けた基礎調査を
　行う。
４　地区のアンケート調査や「地区計画」の
　説明会を実施する。

4

53,176 千円 50,000 千円 50,000 千円 50,000 千円

               2地区                2地区

①地区計画の策定

               1地区

①地区計画の策定

               1地区                1地区

②地区計画の変更

               1地区

②地区計画の変更
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実施計画事業

669ｇ/人日 642ｇ/人日

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度

目　標
　区民、事業者、区が、それぞれの責務を果たすと同時に、協働して、省エネルギー、省資
源、温室効果ガス削減などの取組みや環境に関する啓発を進め、環境への負荷の少ない持続
的な発展が可能な社会の構築を目指す。

　区民、事業者、区が、一体となって省資源・省エネルギーを実践し、環境への負荷の低減
を図る。区は、区民、事業者の環境負荷低減の取組みを支援するとともに、環境に配慮した
行動を自ら率先して行う。

1)　各家庭や事業所などにおけるＣＯ２の削減への取組みに向けた環境配慮行動を重点事業
　とし、その具体的な行動の意思表示を図る指数として、ＣＯ２ダイエット宣言の人数を成
　果指標とする。
2)　ごみの排出量は、区民の環境に対する意識の向上や環境に配慮した行動の効果として現
　れてくるものであることから、区民１人１日あたりのごみの排出量を成果指標とする。

成果指標設定の考え方
成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

2)　区民1人1日あたりのごみ排出量

環境総合対策室
清掃・リサイクル部
土木事業担当部

実施計画
事業名 ⑪「環境都市」世田谷の実現

関　係
所管部

事業目的

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　区民との協働による啓発事業を拡充し、区民、事業者の環境意識を醸成し、具体的行動
　へ誘導する。
２　地球環境の保全や循環型社会の形成に向け、区民、事業者が環境に配慮した取組みを実
　践できるような仕組みづくりを進める。
３　区役所が、自ら省エネ、省資源の新たな取組みを率先して進めるため、環境への負荷低
　減に向けた行動を実践する。

1)　ＣＯ２ダイエット宣言人数 22,000人 30,000人

平成２２年度
事業費

区民とのパートナーシップに基づく環境啓発事業の推進　　　【事業番号　１１０１】
　　環境学習プログラム＊１の充実、環境学習を進めるための人材の養成などを進める。
カーボンマイナス＊２社会への転換　　　　【事業番号　１１０２】
    区民、事業者の具体的な省エネ・省資源活動を推進する。
エコ区役所の実現　　　　【事業番号　１１０３】
    環境マネジメントシステム＊３を活用し、環境負荷低減に向けた区の率先行動を推進する。

＊１　環境学習プログラム　　　　区民が、環境について考え、行動するきっかけづくりとして紹介している、市
　　　　　　　　　　　　　　　　民活動団体、事業者、区などが企画、運営するプログラム。

＊２　カーボンマイナス　　　　　環境負荷の少ない社会を構築するために、二酸化炭素をはじめとする温室効果
　　　　　　　　　　　　　　　　ガスの排出削減を図る活動。

＊３　環境マネジメントシステム　区役所全体で、電気、ガス、水道などの使用量の抑制に努め、環境負荷の低減
　　　　　　　　　　　　　　　　を図る取組み。

738,230 千円 164,473 千円 176,339 千円 191,479 千円 205,939 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

《関連する計画》　世田谷区環境基本計画

平成２３年度

4 2

　環境学習、環境教育や環境啓発事業を推進することにより、区民、事業者などの環境意識の
醸成を図り、環境に配慮した行動の促進を図る。

所管部

事業分類

平成２３年度

②人材養成事業の充実

環境総合対策室
清掃・リサイクル部

計画目標

①環境学習プログラム
　の充実
　　　 120プログラム

＊３　資源循環センター　　区内で回収するガラスびんの資源化を行うリサイクル施設（世田谷清掃工場敷地内に設
　　　　　　　　　　　　　置）。

現　　況

平成２２年度

②人材養成事業の実施
　　ストップ温暖化説
　　明員の派遣

②新たな人材養成事業
　の検討、実施

1)　環境学習プロ
　グラム数
　 120プログラム

1)　環境学習プロ
　グラム数
　  80プログラム

平成２１年度
①環境学習プログラム
　の充実
　　　 110プログラム

１１０１

②人材養成事業の実施
　　ストップ温暖化説
　　明員の養成

①環境学習プログラム
　の充実
　　　  90プログラム

①環境学習プログラム
　の充実
　　　 100プログラム

平成２０年度

１　環境学習プログラム＊１の充実など、環境啓
　発事業の拡充を進めるとともに、環境学習を
　担う区民の人材を育成する。
２　育成した人材の活用を含め、区民と連携、
　協働した啓発事業の拡充を図る。
３　エコプラザ用賀＊２や資源循環センター＊３な
　ど区内の清掃・リサイクル施設について、清
　掃工場も含めた機能連携を図り、これらを活
　用した啓発事業を区民と協働で実施する。

区民とのパートナーシップに基づ
く環境啓発事業の推進

事業名

＊１　環境学習プログラム　区民が、環境について考え、行動するきっかけづくりとして紹介している、市民活動団
　　　　　　　　　　　　　体、事業者、区などが企画、運営するプログラム。

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

＊２　エコプラザ用賀　    ごみ減量や再使用（リユース）、リサイクルに関する普及啓発機能と粗大ごみの中継機
　　　　　　　　　　　　　能を併せ持った施設。

53,817 千円 51,119 千円 53,519 千円 53,519 千円
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

2

事業名

計画目標

カーボンマイナス＊１社会への転換

　区民、事業者などによる環境に配慮した行動を促進し、快適な環境で、持続可能な地域社会
を実現する。

１　アイドリングストップ装置の装着やエネル
　ギー消費量報告書制度＊２の活用、省エネ診断
　受診などへの支援を進め、区民、事業者など
　による環境に配慮した行動を促進する。
２　区民主体の資源回収を拡充し、区による資
　源回収からの移行を図るとともに、ペットボ
　トルの店頭回収の拡大など、事業者によるご
　み減量の取組みを促進する。

事業分類
現　　況

１１０２
環境総合対策室
清掃･リサイクル部

1)　ＣＯ２ダイ
　エット宣言人数
      　30,000人
2)　アイドリング
　ストップ装置装
　着助成数 400台
3)　区民主体の資
　源回収の割合
            25％

③エネルギー報告書制
　度、省エネ診断助成

④区民主体の資源回収
　拡充に向けた働きか
　け、支援と制度改善
　の検討
　　区民主体の資源回
　　収の割合　　16％

4

所管部

平成２０年度

事業
内容

事業番号

ねらい

②アイドリングストッ
　プ装置装着助成
　　　　　　   400台

事業費

④区民主体の資源回収
　拡充に向けた働きか
　け、支援と制度改善
　の実施
　　区民主体の資源回
　　収の割合　　19％

①ＣＯ２ダイエット宣
　言　　　  25,000人

④区民主体の資源回収
　拡充に向けた働きか
　け、支援

　　区民主体の資源回
　　収の割合　　22％

③エネルギー報告書制
　度、省エネ診断助成

平成２３年度

①ＣＯ２ダイエット宣
　言　　　  30,000人

②アイドリングストッ
　プ装置装着助成
　　　　　　 　100台

②アイドリングストッ
　プ装置装着助成
　　　　　　   200台

平成２３年度
①ＣＯ２ダイエット宣
　言　　　  27,000人

②アイドリングストッ
　プ装置装着助成
　　　　　　   300台

③エネルギー報告書制
　度、省エネ診断助成

③エネルギー報告書制
　度、省エネ診断助成

1)　ＣＯ２ダイ
　エット宣言人数
　　　  22,000人
2)　アイドリング
　ストップ装置装
　着助成数   0台
3)　区民主体の資
　源回収割合
          12.3％

①ＣＯ２ダイエット宣
　言　　　  29,000人

平成２２年度平成２１年度

＊２　エネルギー消費量報告書制度　中小企業事業者のエネルギー消費の改善のため、既存設備の効率的な運転や省エ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ネルギー設備導入などを行う制度。

④区民主体の資源回収
　拡充に向けた働きか
　け、制度改善の検証

　　区民主体の資源回
　　収の割合　　25％

《関連する計画》　世田谷区環境基本計画、世田谷区一般廃棄物処理基本計画

年次別
計画

＊１　カーボンマイナス　          環境負荷の少ない社会を構築するために、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガ
　　　　　　　　　　　　　　　　　スの排出削減を図る活動。

102,303 千円 119,660 千円 134,660 千円 149,660 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

《関連する計画》　世田谷区環境基本計画

④エコ舗装 ④エコ舗装

            31,110㎡             41,110㎡

②庁舎等の環境配慮整
　備の推進

②庁舎等の環境配慮整
　備の推進

②庁舎等の環境配慮整
　備の推進

年次別
計画

事業
内容

③庁有車のエコドライ
　ブの実践
　　アイドリングス
　　トップ装置装着
               140台

１１０３ 事業名

①環境マネジメントの
　実施

平成２３年度
①環境マネジメントの
　実施

②庁舎等の環境配慮整
　備の推進

平成２０年度

　区が、率先して環境負荷低減に向けた取組みを推進し、エコ区役所を実現することで、区全
体の環境向上を目指す。

①環境マネジメントの
　実施

平成２２年度

            51,110㎡

１　環境マネジメントシステム＊１に基づき、省
　エネルギー行動を実施する。
２　省エネルギー設備や新エネルギー設備の活
　用など、環境にやさしい施設づくりに取り組
　む。
３　庁有車のエコドライブを推進し、環境負荷
　低減と省エネルギー化を図る。
４　道路舗装に遮熱性、保水性舗装を採用し、
　路面温度の低減化を図る。

平成２３年度

            21,110㎡

③庁有車のエコドライ
　ブの実践
　  アイドリングス
　　トップ装置装着
               200台

③庁有車のエコドライ
　ブの実践
　  アイドリングス
　　トップ装置装着
               220台

④エコ舗装

事業分類

④エコ舗装

エコ区役所の実現
環境総合対策室
土木事業担当部

計画目標

①環境マネジメントの
　実施

＊２　エコ舗装　　　　　　　　　遮熱性・保水性舗装を採用し、路面温度の上昇を抑える道路舗装。

③庁有車のエコドライ
　ブの実践
　  アイドリングス
　　トップ装置装着
               240台

所管部

平成２１年度

4 4

事業費

事業番号

1)　庁有車アイド
　リングストップ
　装置装着車数
　　  　　　40台
2)　エコ舗装＊２
　　　　 8,220㎡

現　　況

＊１　環境マネジメントシステム　区役所全体で、電気、ガス、水道などの使用量の抑制に努め、環境負荷の低減を図
　　　　　　　　　　　　　　　　る取組み。

ねらい

1)　庁有車アイド
　リングストップ
　装置装着数
　　 　　　240台
2)　エコ舗装
        51,110㎡

8,353 千円 5,560 千円 3,300 千円 2,760 千円
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実施計画事業

53,667 千円

健康づくり支援の充実　　　　【事業番号　１２０１】
    生活習慣病対策、こころの健康づくり、たばこ対策などの健康づくり支援事業に取り組
　む。
食を通じた健康づくりの推進　　　　【事業番号　１２０２】
    若い世代と連携した情報発信、食のコミュニケーション会議＊３による食育事業、食の環
　境づくりの基盤整備を図る。
介護予防施策の推進　　　　【事業番号　１２０３】
    特定高齢者＊４の介護予防事業、介護予防の普及啓発事業、認知症予防プログラム、認知
　症サポーター＊５の養成に取り組む。
生涯現役、地域支えあいの推進　　　　【事業番号　１２０４】
    身近な地域における区民同士のふれあい支えあい活動を支援する。地域活動に中高年世
　代を誘導する仕組みとして、生涯現役ポイントシステム（社会実験）や、地域活動誘導事
　業、生涯現役ネットワークへの支援を行う。

295,000人

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　生活習慣病のリスクが高い就労世代、壮年期世代の健康づくりを支援し、区民の健康度
　の向上を図る。
２　乳幼児期からの食育の推進について、区と企業、学校、保育園などが連携して取り組み、
　健康づくりを通した協働型の地域社会を目指す。
３　加齢に伴う身体機能の低下や認知症＊２の予防、要介護、要支援状態になることを積極的
　に予防する介護予防事業を展開するとともに、元気高齢者も含めた介護予防知識の普及啓
　発を促進し、介護予防のまちづくりを目指す。
４　生涯を通じて元気で暮らすことができる地域社会を目指すため、中高年世代の区民が、
　主体的にさまざまな地域活動に参画できる仕組みづくりと地域支えあいの社会づくりを推
　進する。

成果指標設定の考え方

事業費
総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

254,977 千円 80,312 千円 67,224 千円

　子どもから高齢者まで全世代にわたった健康づくり、疾病予防を推進するため、食を通じ
た健康づくりや生活習慣病予防の推進を図るとともに、身近な地域、地区を拠点にした介護
予防施策や中高年齢者の地域貢献活動への参加推進を図る。

成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

1)　介護予防事業の参加者数 7,000人 14,000人

1)　介護予防事業は、加齢に伴う身体機能低下や認知症を予防し、要介護、要支援状態にな
　ることを予防する重要な取組みである。このため、各種介護予防事業への参加者数を成果
　指標とする。
2)　生涯を通じて元気に地域で暮らすためには、高齢者などが、住み慣れた地域の中で、孤
　独にならず、楽しく気軽に話をしたり、相談したりできる活動である地域支えあい活動の
　推進が重要である。このため、地域支えあい活動の参加者数を成果指標とする。

231,153人

53,774 千円

世田谷保健所　保健福祉部
総合支所　子ども部
介護予防担当部
教育委員会事務局

2)　地域支えあい活動＊１の参加者数

実施計画
事業名
⑫健康づくりから介護予防までの一貫した
取組み

関　係
所管部

事業目的

目　標 　すべての区民が、心身ともに健康に過ごすことができるまちを目指す。
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実施計画事業

＊４　特定高齢者　　　　現在は生活が自立していても、今後、介護を受ける状態になる可能性の高い高齢者
　　　　　　　　　　　　（65歳以上）。国が定めた基本チェックリストの結果と医師による生活機能評価の
　　　　　　　　　　　　判定をもとに、区が決定する。

＊１　地域支えあい活動　高齢者や子育て中の母親などが、住み慣れた地域の中で、孤独にならず、生き生きと
　　　　　　　　　　　　暮らすことができるように、楽しく気軽に話をしたり、相談したりすることができる
　　　　　　　　　　　　仲間づくりの活動。
＊２　認知症　　　　　　さまざまな原因で脳の細胞が死んでしまったり、働きが悪くなったために、さまざま
　　　　　　　　　　　　な障害が起こり、生活するうえで支障が出ている状態。

＊３　食のコミュニケーション会議　区民、NPO、区内大学、企業などと連携して、食育の普及啓発を検討して
　　　　　　　　　　　　　　　　　いく集まり。

＊５　認知症サポーター　認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を見守り、できる範囲でサポートする人。
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

平成２３年度

健康づくり支援の充実 所管部

平成２０年度
①健康づくり活動イベ
　ントへの参加団体

①健康づくり活動イベ
　ントへの参加団体

世田谷保健所
総合支所

事業名

計画目標

　生活習慣病を発症するリスクが高い世代である就労世代や壮年期世代を中心に、医療制度改
革などに対応した新たな仕組みのもとで、健康づくりを支援することにより、区民の健康度の
向上を図る。

１２０１

１　健康づくりと疾病予防の観点から、生活習
  慣病対策、こころの健康づくり、禁煙分煙登
　録店の拡大などの重点施策を中心に、各種健
　康づくり支援事業に取り組む。
２　地域の健康づくりを進めるため、区、区民
　、地域団体、事業者と協働した人材育成や情
　報提供などの基盤整備の取組みを推進する。
３　健康せたがやプランによる取組みを評価し
　て、次期健康づくり総合計画を策定する。

平成２３年度
1)　健康づくり活
　動イベント参加
　団体
　　　　 20団体
2)　生活習慣病
　予防とこころの
　健康づくり事業
　　　　　 15回
3)　禁煙分煙登
　録店
　　　　　200店
4)　健康づくり活
　動団体などへの
　助成事業
     延べ10事業

3 3

事業分類
現　　況

平成２２年度

1)　健康づくり活
　動イベント参加
　団体
　　　   10団体
2)　生活習慣病
　予防とこころの
　健康づくりモデ
　ル事業　  2回
3)　禁煙分煙登
　録店
　　　　   21店
4)　健康づくり活
　動団体などへの
　助成事業
　　　　  2事業

平成２１年度

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

《関連する計画》　健康せたがやプラン

              10団体

②生活習慣病予防と
　こころの健康づくり
　モデル事業の実施

   モデル事業 年10回

③禁煙分煙登録店の拡
　大

14,885 千円

⑤健康づくり活動団体
　などへの助成事業の
　実施
　　　   　 　 2事業

①健康づくり活動イベ
　ントへの参加団体

①健康づくり活動イベ
　ントへの参加団体

   モデル事業  年5回

                50店

③禁煙分煙登録店の拡
　大

               100店

③禁煙分煙登録店の拡
　大

15,147 千円

⑥健康せたがやプラン
　の評価

⑤健康づくり活動団体
　などへの助成事業の
　実施
　　　   　　  2事業

               150店                200店

④

15,147 千円14,347 千円

⑥

④大学と連携した健康
　づくりモデル事業の
　手法の開発、実施

②生活習慣病予防と
　こころの健康づくり
　事業の充実

④大学と連携した健康
　づくりモデル事業の
　実施、評価

⑥

              20団体

②生活習慣病予防と
　こころの健康づくり
　事業の実施

              15団体

②生活習慣病予防と
　こころの健康づくり
　モデル事業の評価

         事業 年10回          事業 年15回

⑥次期健康づくり総合
　計画の策定

⑤健康づくり活動団体
　などへの助成事業の
　実施
　　　   　　  2事業

④

③禁煙分煙登録店の拡
　大

              20団体

⑤健康づくり活動団体
　などへの助成事業の
　実施
　　　   　　  2事業
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

　　　　    40商店街

③地域の食育拠点づく
　り事業の実施

　　　　    40商店街 　　　　    40商店街

　　　　　　   1か所 　　　　　　   2か所 　　　　　　   3か所

④職域での食育の実践

⑤生活改善食育事業の
　実施

＊５　生活改善食育モデル事業　　　　地域の商店街、大学などと連携して食を通じた生活習慣改善に取り組む事業。

《関連する計画》　世田谷区食育推進計画、健康せたがやプラン

④職域での食育の実践

                15回

①若い世代と連携した
　情報発信       3回

年次別
計画

③地域の食育拠点づく
　り事業の実施

                15回

②食のコミュニケー
　ション会議による
　食育事業

                15回

②食のコミュニケー
　ション会議による
　食育事業

　　　　　 　  4か所

8,805 千円 8,820 千円

事業
内容

事業番号

ねらい
　乳幼児期からの食育の推進について、本人、家族だけでなく、地域の人材、関係機関(大学、
企業、NPO、保育園、事業所など給食施設、栄養サポート店＊１など)と区が連携して取り組むこと
により、健康づくりを通した協働型の地域社会を目指す。

１２０２ 事業名

平成２２年度

１　高校生、大学生などの若い世代と連携して
　食情報の発信を進める。
２　食のコミュニケーション会議＊２（大学、企
　業、NPOなど）を中心として、親から子ども
　への食育やクッキングカーなどを活用した出
　前型食育講座に取り組み、区民が実践できる
　食育を推進する。
３　栄養サポート店や給食施設などが主体的に
　食を通じた健康づくりに取り組めるよう支援
　していく。
４　食の安全・安心区民会議＊３を通じて食のリ
　スクコミュニケーション＊４を推進し、食の情
　報提供に努める。

平成２０年度 平成２１年度
①若い世代と連携した
　情報発信       1回

②食のコミュニケー
　ション会議による
　食育事業

①若い世代と連携した
　情報発信       2回

所管部食を通じた健康づくりの推進
世田谷保健所 子ども部
総合支所
教育委員会事務局

2

事業分類

3

1)　食のコミュケ
　ーション会議に
　よる食育事業
　　　　  年15回
2)　職域での食育
　の実践
　　　　40商店街
3)　若い世代と連
　携した情報発信
　　　　　 年4回
4)　地域の食育拠
　点づくり事業
　　　 　　3か所
5)　生活改善食育
　事業の実施
　　　　　 4か所

平成２３年度
計画目標

現　　況
1)　地域の食教育
　関係者の食のコ
　ミュニケーショ
　ン会議への参加
　促進
2)　職域での食情
　報の発信の推進
　　　　38商店街

平成２３年度

                15回

②食のコミュニケー
　ション会議による
　食育事業

①若い世代と連携した
　情報発信       4回

事業費

＊２　食のコミュニケーション会議　　区民、NPO、区内大学、企業などと連携して、食育の普及啓発を検討していく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　集まり。

＊４　食のリスクコミュニケーション　食品のリスクについて消費者（区民）、食品事業者、行政（保健所）、専門家
　　　　　　　　　　　　　　　　　　などすべての関係者が必要な情報を共有したうえで、相互対話により問題解決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　に向けて、意見や情報を交換する取組み。

③地域の食育拠点づく
　りモデル事業の実施

　　　　　 　  1か所 　　　　　 　  2か所 　　　　　 　  3か所

⑤生活改善食育モデル
　事業の実施

　　　　    38商店街

③地域の食育拠点づく
　り事業の実施

④職域での食育の実践 ④職域での食育の実践

8,870 千円

⑤生活改善食育モデル
　事業＊５の実施

⑤生活改善食育事業の
　実施

＊１　栄養サポート店　　　　　　　　メニューの栄養成分表示や健康、栄養情報などを区民に情報提供する店舗。

8,870 千円

＊３　食の安全・安心区民会議　　　　食の安全・安心に関する区民、食品事業者、行政などの関係者相互間の情報と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　意見交換の場。
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

－　千円 －　千円

　      　   4,000人

＊１　認知症　　　　　　さまざまな原因で脳の細胞が死んでしまったり、働きが悪くなったために、さまざまな障害
　　　　　　　　　　　　が起こり、生活するうえで支障が出ている状態。
＊２　認知症サポーター　認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を見守り、できる範囲でサポートする人。

年次別
計画

               380人                440人

④認知症サポーター
　養成数

平成２２年度

②介護予防事業、活動
　への参加者
　　　　　   9,490人

　      　   3,000人

平成２１年度

②介護予防事業、活動
　への参加者
　　  　　　11,370人

①特定高齢者の介護
　予防プログラム参
　加者
　　　　　　 2,000人

　      　   5,000人

①特定高齢者の介護
　予防プログラム参
　加者
　　　　　　 1,600人

3 2

1)　介護予防事業
　の参加者
　　   14,000人
[内訳]特定高齢者
　の介護予防事業
        2,000人
　介護予防事業、
　活動
　     11,370人
　認知症予防プロ
　グラム  630人
2)　認知症サポー
　ター
        5,000人

平成２３年度

ねらい

事業番号

１　加齢に伴う身体機能低下や認知症の予防な
　どを目的として、運動器の機能向上、栄養改
　善、口腔機能向上や認知症予防プログラム、
　介護予防の普及啓発事業に取り組む。
２　認知症になっても安心して暮らせるまちづ
　くりを目指し、計画的に認知症サポーター＊２
　　を養成する。

計画目標

456,213注） 千円

＊３　特定高齢者　　　　現在は生活が自立していても、今後、介護を受ける状態になる可能性の高い高齢者（65歳以
　　　　　　　　　　　　上）。国が定めた基本チェックリストの結果と医師による生活機能評価の判定をもとに、区
　　　　　　　　　　　　が決定する。

《関連する計画》　世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

事業費

②介護予防事業、活動
　への参加者
　　　　　   6,820人

②介護予防事業、活動
　への参加者
　　　　　   7,960人

③認知症予防プログラ
　ム参加者

③認知症予防プログラ
　ム参加者

④認知症サポーター
　養成数

　      　   2,000人

①特定高齢者の介護
　予防プログラム参
　加者
　　　　　　 1,400人

介護予防施策の推進

事業分類

所管部

　高齢者の加齢に伴う身体機能低下や認知症＊１の予防など、要支援、要介護状態に陥ることを
積極的に予防する介護予防事業を展開するとともに、元気高齢者も含めた介護予防知識、方策
の普及啓発を推進し、介護予防のまちづくりを目指す。

事業名

事業
内容

平成２３年度
①特定高齢者の介護
　予防プログラム参
　加者
　　　　　　 1,200人

介護予防担当部

現　　況

④認知症サポーター
　養成数

注）介護保険事業会計

－　千円

④認知症サポーター
　養成数

1)　介護予防事業
　の参加者
　　　　 7,000人
[内訳]特定高齢者
　＊３の介護予防プ
　ログラム
　　　　　 930人
　介護予防事業、
　活動   5,750人
　認知症予防プロ
　グラム   320人
2)　認知症サポー
　ター
         1,000人

               510人

③認知症予防プログラ
　ム参加者

③認知症予防プログラ
　ム参加者

               630人

平成２０年度

１２０３
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

平成２２年度平成２１年度

事業分類

3

生涯現役、地域支えあいの推進

④せたがや生涯現役ネ
　ットワーク＊２の拡充

④せたがや生涯現役ネ
　ットワークの拡充

《関連する計画》　世田谷区生涯現役推進行動計画、世田谷区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

＊１　地域支えあい活動　　　　　　　高齢者や子育て中の母親などが、住み慣れた地域の中で、孤独にならず、生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　き生きと暮らすことができるように、楽しく気軽に話をしたり、相談したり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　することができる仲間づくりの活動。

⑤ポイントシステムの
　実施と評価、検証
  参加者数 年1,200人

＊２　せたがや生涯現役ネットワーク　いつまでもいきがいをもって地域で暮らしていくことができる「生涯現役社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　会」づくりをめざして集まった地域団体、ＮＰＯ、大学、区などのネットワ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ーク組織。

事業費

年次別
計画

平成２０年度

④せたがや生涯現役ネ
　ットワークの拡充

②地域活動の参加促進

③地域活動参加相談、
　支援事業の仕組み
　づくり

③地域活動参加相談、
　支援事業の開始

③地域活動参加相談、
　支援事業の開始

所管部事業番号 １２０４

              15団体

④せたがや生涯現役ネ
　ットワークの拡充

      情報誌3回発行

計画目標
平成２３年度

１　ひとりぐらし高齢者などが住み慣れた地域
　で安心して暮らせるよう、身近な地域におけ
　る区民同士のふれあい支えあい活動を支援す
　る。
２　中高年世代の区民が、主体的に地域活動に
　参画できる仕組みとして地域活動誘導事業や
　生涯現役ネットワークへの支援、生涯現役ポ
　イントシステム（社会実験）を行う。

1)　地域支えあい
　活動の参加者数
　
　　   295,000人

             講座1回              講座1回

ねらい

事業
内容

      延べ 256,000人

平成２３年度

1)　地域支えあい
　活動＊１の参加者
　数
　　　 231,153人

①地域支えあい活動の
　参加者数

①地域支えあい活動の
　参加者数

　生涯を通じて元気に暮らすことができる地域社会を目指すため、中高年世代の区民が主体的
にさまざまな地域活動に参画できる仕組みづくりと地域支えあいの社会づくりを推進する。

介護予防担当部
保健福祉部

             講座1回

事業名

②地域活動の参加促進

①地域支えあい活動の
　参加者数

⑤ ⑤⑤ポイントシステムの
　実施
  参加者数 年1,200人

              10団体               20団体

現　　況

②地域活動の参加促進

      延べ 276,000人

①地域支えあい活動の
　参加者数

               5団体

2

③地域活動参加相談、
　支援事業の開始

             講座1回

      延べ 295,000人      延べ 237,000人

②地域活動の参加促進

56,622 千円 44,057 千円 29,650 千円 29,757 千円
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実施計画事業

子どもの体験、社会参加の推進　　　　【事業番号　１３０１】
    低年齢児、小学生を対象とした遊び場事業の展開、小中学生を対象とした体験、社会
　参加を学ぶプロジェクト事業の推進、中高生を対象とした自立に向けた支援を実施する。
子どもの健康づくり　　　　【事業番号　１３０２】
    子どもの体力づくり、生活習慣病予防の実践、思春期の性感染症予防、乳幼児期から
　の歯と口の健全な育成を行う。
配慮の必要な子どもへの支援　　　　【事業番号　１３０３】
    障害の早期発見、早期対応の体制づくり、個別的継続支援の実施、（仮称）発達・発
　育センターの設置、運営、タイムケア事業＊１の整備を行う。

総事業費 平成２３年度

2,874,690 千円 1,196,156 千円 551,486 千円 563,524 千円 563,524 千円

指標名 現状値 平成２３年度目標値

平成２１年度 平成２２年度

構成する
事業の
考え方

１　幼児から青年期までを対象に、それぞれの年齢や成長に対応した体験や社会参加の場を
　確保し、子どもの自主性を尊重しながら、子どもの自立を支援する施策の展開を図る。
２　子どもの発育、成長や子育てを支援するために、子どもの健康づくりを地域全体で支え
　る仕組みづくりや相談窓口、普及啓発の充実強化を図る。
３　障害の早期発見、療育に取り組み、乳幼児期から就労期までの間の一貫した支援を行う
　ため、一人ひとりのニーズに応じた継続支援の仕組みを作り、療育相談や地域生活支援の
　充実を図る。

1)　発達相談・療育の施設数 8か所 14か所

1)　要配慮児童の支援には、早期発見と療育の実施が有効である。そのため、相談、療育を
　行う基盤の整備数を成果指標とする。

事業費
平成２０年度

成果指標設定の考え方
成果指標

＊１　タイムケア事業　家庭の就労支援や一時的な休息のために、障害のある中高生などに放課後などの活動の場
　　　　　　　　　　　を提供する事業。

子ども部　世田谷保健所
総合支所　保健福祉部
産業政策部
教育委員会事務局

実施計画
事業名 ⑬成長に応じた子どもの支援

関　係
所管部

事業目的

目　標 　元気な子どもたちが、地域社会でのびのびと活動できるまちを目指す。

　子どもたちが健やかに成長するために、各成長段階に応じた社会参加の機会を確保し、
「心豊かな元気な子ども」の成長を支援するための健康づくりの充実や障害があるなどの配
慮を要する子どもへの一貫した支援を行う。

事業体系
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

平成２３年度
①あり方検証に基づく
　自然体験遊び場の充
　実

 　　　　　  　5か所

④

③子ども夢プロジェク
　ト実施手法の普及に
　向けた見直し

②放課後子どもプラン
　に基づく新ＢＯＰ事
　業での参加型、体験
　交流活動の充実

③子ども夢プロジェク
　ト見直しに基づく普
　及と定着

③

 　　　　　　  3か所

1)　新たな自然体
　験遊び場事業
          7か所
2)　放課後子ども
　プランに基づく
　新ＢＯＰ事業で
　の参加型、体験
　交流活動の定着
3)　中高生などの
　自立支援モデ
　ル実施　5か所

計画目標

ねらい

１　主に低年齢児、小学生を対象とした自然体
　験遊び場事業を展開する。
２　小中学生を対象とした社会参加、体験型プ
　ログラムを実施する。
３　中高生世代などの青年層を対象とした年齢
　に応じたさまざまな体験をとおして、社会の
　変化に対応できる力をもった子どもを育成す
　るためのプロジェクトを推進し、施策の確立
　を目指す。

平成２３年度

　幼児から青年期を対象に、それぞれの年齢や成長に対応する体験や社会参加の場を確保し、
子どもの自主性を尊重しながら、子どもの自立を応援する。

2

事業分類

事業番号

1)　新たな自然体
　験遊び場＊１事
　業      5か所
2)　放課後子ども
　プランに基づく
　新ＢＯＰ*2事業
　での参加型、体
　験交流活動の充
　実に向けての検
　討

事業名１３０１

事業
内容

現　　況

事業費

《関連する計画》　世田谷区子ども計画

39,263 千円 39,263 千円

②放課後子どもプラン
　に基づく新ＢＯＰ事
　業での参加型、体験
　交流活動の定着

④

＊１　新たな自然体験遊び場　公有地や民有地を活用して、子どもたちが自然とふれあい、異世代と交流しながら、主
　　　　　　　　　　　　　　体的に外遊びを体験することができる場。

＊２　新ＢＯＰ　区立小学校を活用して実施している小学生の放課後健全育成を目的とした事業。平成１１年度から学
　　　　　　　　童クラブ機能も付加し、「新ＢＯＰ」となった。「ＢＯＰ」はBase of playing（遊びの基地）の略。

②放課後子どもプラン
　に基づく新ＢＯＰ事
　業での参加型、体験
　交流活動の充実

②放課後子どもプラン
　に基づく新ＢＯＰ事
　業での参加型、体験
　交流活動の推進

③

39,263 千円 39,263 千円

平成２１年度

年次別
計画

⑤中高生などの自立支
　援モデル実施

④

①新たな自然体験遊び
　場の拡充
　　　　　    6か所

④せたがやネチケット
　づくりの普及と定着

 　　　　　　  1か所  　　　　　　  2か所

①新たな自然体験遊び
　場の拡充
　　　　　    7か所

　　　　 あり方検証

①あり方検証に基づく
　自然体験遊び場の充
　実

子ども部
産業政策部
教育委員会事務局

⑤中高生などの自立支
　援モデル実施

平成２０年度

2

⑤中高生などの自立支
　援モデル実施

⑤中高生などの自立支
　援モデル実施

平成２２年度

所管部子どもの体験、社会参加の推進
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

　 3歳でむし歯のない
   者の割合    85％

　 3歳でむし歯のない
   者の割合    88％

　 3歳でむし歯のない
   者の割合    89％

　 3歳でむし歯のない
   者の割合    90％

＊２　新ＢＯＰ　区立小学校を活用して実施している小学生の放課後健全育成を目的とした事業。平成１１年度から学
　　　　　　　　童クラブ機能も付加し、「新ＢＯＰ」となった。「ＢＯＰ」はBase of playing（遊びの基地）の略。

事業費

平成２３年度

＊１　子どもの生活習慣病　小児期の生活習慣が原因で発症する肥満、高血圧、脂質異常症及び糖尿病などの病気。
　　　　　　　　　　　　　その後の生活習慣により成人の生活習慣病に移行することも多い。

《関連する計画》　世田谷区子ども計画、健康せたがやプラン

③口と歯の健康づくり ③口と歯の健康づくり

計画目標
現　　況 平成２３年度

世田谷保健所　総合支所
子ども部
教育委員会事務局

所管部

事業分類

子どもの健康づくり

②性感染症予防調査の
　実施、検証

②性感染症予防の地域
　での展開

事業番号

ねらい

１３０２

22

1) 子どもの体力
　プログラムの一
　部地域での試行
2) 子どもの生活
　習慣病＊１予防
　対策調査・研究
3)3歳でむし歯の
　ない者の割合
　　　　　　85％

1)　新ＢＯＰ＊２で
　の子どもの体力
　プログラムの実
　施
2)　子どもの生活
　習慣病予防対策
　プラン策定
3)3歳でむし歯の
　ない者の割合
　　　　　　90％

事業
内容

①子どもの体力プログ
　ラムの新ＢＯＰでの
　試行と生活習慣病予
　防プログラムの検討

年次別
計画

平成２０年度

　 3歳児むし歯「０」
   の推進

③口と歯の健康づくり

平成２２年度

②性感染症予防プログ
　ラムの作成

①子どもの体力プログ
　ラムの新ＢＯＰでの
　実施、生活習慣病予
　防のモデル事業の実
　施

平成２１年度
①子どもの体力プログ
　ラムの新ＢＯＰでの
　展開、生活習慣病予
　防のモデル事業の実
　施

①子どもの体力プログ
　ラムの新ＢＯＰでの
　定着、生活習慣病予
　防プランの策定

②性感染症予防調査の
　実施

11,974 千円

事業名

１　子どもの体力づくりや生活習慣病予防プロ
　グラムを作成し、地域の中で実践する。
２　思春期の子どもが心身ともに健康的な生活
　を送ることができるよう、地域などと連携し
　て性感染症予防の実践活動を実施する。
３　歯にとって好ましい生活習慣を身につけ、
　自分の健康管理ができる子どもを増やし、乳
　幼児期から歯と口の健全な育成を促すような
　環境整備と仕組みをつくる。

　親と子が、地域で安心して子育てできる環境の整備や思春期の子どもの健全な育成を目指し
て、子どもの体と心の健康づくりの仕組みづくり、体力増進プログラムの実践、心の相談環境
の整備などを進め、「心豊かな元気な子ども」の成長を支援する。

③口と歯の健康づくり

12,076 千円

　 3歳児むし歯「０」
   の推進

　 3歳児むし歯「０」
   の推進

　 3歳児むし歯「０」
   の推進

11,974 千円 11,974 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

③（仮称）発達・発育
　センターの運営拡充

平成２２年度

子ども部 保健福祉部
総合支所 世田谷保健所

配慮の必要な子どもへの支援

１　障害の早期発見、療育に取り組み、乳幼児
　期から就労期まで一貫した支援を行うため、
　保護者との信頼関係に基づき、関係機関や教
　育委員会と連携して、一人ひとりのニーズに
　応じた継続的な個別支援の仕組みを作り、実
　施する。
２　不足している療育相談の基盤整備を進め
　る。
３　発達障害＊１理解のための啓発を行うととも
　に、人材育成のための体系的な研修に取り組
　む。

《関連する計画》　世田谷区子ども計画、世田谷区障害福祉計画

＊３　タイムケア事業　　　　　家庭の就労支援や一時的な休息のために、障害のある中高生などに放課後などの活
　　　　　　　　　　　　　　　動の場を提供する事業。

＊１　発達障害　　　　　　　　自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性
　　　　　　　　　　　　　　　障害その他これらに類する脳機能の障害であり、その症状が通常低年齢で発現する
　　　　　　　　　　　　　　　もの。
＊２　個別的継続支援システム　発達障害児童への乳幼児期から就労期までのライフステージを通じての一貫した支
　　　　　　　　　　　　　　　援を行うため、関係機関と連携して一人ひとりのニーズに応じた支援を途切れなく
　　　　　　　　　　　　　　　行う仕組み。

⑥児童デイサービス、
　タイムケア事業の評
　価検証　　　　5か所

年次別
計画

計画目標

④発達障害理解促進の
　ためのシンポジウム
　開催、新体系での研
　修充実

事業費

　配慮の必要な子どもに対し、関係する機関の連携により、子ども自身や保護者への支援を行
う。あわせて、地域での理解を促す取組みを行い、地域全体で支える仕組みを作る。

1)　4歳6ヶ月児発
　達発育相談の全
　区実施
2)　個別的継続支
　援システムの充
　実
3)　発達相談事業
　　　　　 5か所
　療育基盤 1か所
　(仮称)発達・発
　育センター運営
　拡充
4)　タイムケア事
　業　　   5か所

事業分類

⑤総合福祉センターな
　どの支援機能の安定
　的運営

事業
内容

所管部

ねらい

①4歳6ヶ月児発達発育
　相談の全区での試行

１３０３事業番号 事業名

平成２３年度

平成２３年度
①4歳6ヶ月児発達発育
　相談のシステムの検
　証

①4歳6ヶ月児発達発育
　相談のシステムの充
　実

2 3

1)　4歳6ヶ月児発
　達発育相談のモ
　デル実施
2)　個別的継続支
　援システム＊２
　  の実施
3)　発達相談事業
　の実施　1か所
4)　タイムケア事
　業＊３ 　 4か所

現　　況

平成２１年度
①4歳6ヶ月児発達発育
　相談の本格的全区実
　施

④発達障害理解促進の
　ためのシンポジウム
　開催、新体系での研
　修実施

平成２０年度

⑤総合福祉センターな
　どの支援機能充実の
　実施

③（仮称）発達・発育
　センターの開設

②個別的継続支援シス
　テムの充実

④発達障害理解促進の
　ためのシンポジウム
　開催、研修体系の検
　討

③（仮称）発達・発育
　センターの開設準備

⑤総合福祉センターな
　どの支援機能充実の
　検討

④発達障害理解促進の
　ためのシンポジウム
　開催、新体系での研
　修実施、評価検証

②個別的継続支援シス
　テムの評価・検証

②個別的継続支援シス
　テムの試行

②個別的継続支援シス
　テムの実施

512,287 千円

⑥児童デイサービス、
　タイムケア事業の実
　施　　　　　　5か所

⑥児童デイサービス継
　続実施、タイムケア
　事業の拡充　  5か所

③（仮称）発達・発育
　センターの運営・
　評価

⑤総合福祉センターな
　どの支援機能充実の
　評価検証

1,144,817 千円 500,249 千円 512,287 千円

⑥児童デイサービス、
　タイムケア事業の評
　価検証
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実施計画事業

＊１　地域運営学校　学校運営委員会を置く学校。世田谷区では、「地域運営学校」と称している。

＊２　学校支援コーディネーター　地域の人材などを、学校の教育活動に仲介する役割を担う人材。
＊３　地域教育基盤　中学校区を標準とした区域の中で、小中学校などの連携や地域の学校教育への参画などに
　　　　　　　　　　よって、学校を支援するネットワークを構築する仕組み。

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　地域運営学校の指定校の拡充や学校協議会活動の充実、学校支援コーディネーター＊２の
　活用、大学などとの連携の拡充など、家庭や地域がもつ教育力を学校運営に生かす体制や
　制度を一層充実し、学校を核とした地域コミュニティの活性化を図る。
２　家庭教育の学習機会を充実するなどにより、保護者や地域における家庭教育に関する知
　識の普及、啓発活動を支援するとともに、情報提供の一層の充実を図る。

事業費

成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

地域教育力の向上　　　　【事業番号　１４０１】
    学校の教育活動を支え、地域の教育力を高める地域教育基盤＊３を整備し、充実するなど、
　地域の多様な教育資源を教育活動に活かす取組みを進め、地域教育力の向上を目指す。
地域が参画する学校づくり　　　　【事業番号　１４０２】
    保護者や地域住民などが、学校運営に積極的に参画できる環境を整備し、地域に開かれ
　た信頼される学校づくりを推進する。
家庭教育への支援　　　　【事業番号　１４０３】
    家庭教育に関する学習機会に多くの人が参加できる仕組みづくりや、家庭教育に関する
　意識を高めるための啓発活動を推進し、地域全体で家庭の教育力の向上を目指す。

成果指標設定の考え方

1)　地域運営学校＊１の指定校数 17校 42校

1)　一定の権限と責任をもって地域住民が学校運営へ参画する地域運営学校の指定校数を成
　果指標とする。

126,280 千円 30,179 千円 31,579 千円 32,919 千円

実施計画
事業名 ⑭地域とともに子どもを育てる教育

関　係
所管部

事業目的

目　標
  地域の人材や教育資源を活用するとともに、地域と学校との連携の基盤強化を図り、児童、
生徒の地域との豊かな関わりを通して、次代を担う健全な子どもたちの育成を図る。

　学校教育への地域教育資源の活用や地域の学校運営への参画を進め、地域の特性を生かし
た開かれた学校づくりを進めるとともに、家庭教育への支援を充実する。

教育委員会事務局
子ども部
世田谷保健所

31,603 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン　

3,652 千円 3,892 千円 4,132 千円 4,312 千円

　　　　　　　　22校

＊３　教育活動支援プログラム　学校の学習ニーズに応じて、必要な情報や人材などの提供、調整を行う学校支援機能。

　学校の教育活動を支え、地域の教育力を高める地域教育基盤を整備し、充実するなど、地域の
多様な教育資源を教育活動に活かす取組みを進め、地域教育力の向上を目指す。

地域教育力の向上 所管部 教育委員会事務局事業名１４０１

事業分類
現　　況

2
 
5
3

計画目標１　学校支援コーディネーター制度や大学など
　との連携を通して、地域や大学などの教育力
　を学校教育に導入する。
２　中学校区単位の「小中合同学校協議会」の
　活性化を推進し、世田谷型の地域教育基盤＊１
　（プラットフォーム）を整備する。

平成２３年度

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

＊１　地域教育基盤　中学校区を標準とした区域の中で、小中学校などの連携や地域の学校教育への参画などによっ
　　　　　　　　　　て、学校を支援するネットワークを構築する仕組み。

1)　教育活動支援
　プログラム数
　　　　　　50件
2)　区内大学との
　連携
　　　　　　16校

1)　教育活動支援
　プログラム数
　　　　　 100件
2)　大学などとの
　連携の拡充
　　　　　　22校

平成２２年度
①学校支援コーディネ
　ーターの充実
　　　　　　延べ28人

①学校支援コーディネ
　ーターの充実
　　　　　　延べ31人

平成２３年度

　　　　　　　　16校 　　　　　　　　18校

③大学、区内高校との
　連携拡充

＊２　学校支援コーディネーター　地域の人材などを、学校の教育活動に仲介する役割を担う人材。(19年度現在16人)

③大学、区内高校との
　連携拡充

平成２０年度 平成２１年度

②教育活動支援プログ
　ラム＊３の実施

③大学、区内高校との
　連携の拡充の検討

　　　　　　    70件 　　　　　　    80件

①学校支援コーディネ
　ーター＊２の充実
　　　　　　延べ20人

①学校支援コーディネ
　ーターの充実
　　　　　　延べ24人

②教育活動支援プログ
　ラムの実施

②教育活動支援プログ
　ラムの実施

　　　　　　　　20校

③大学、区内高校との
　連携拡充

②教育活動支援プログ
　ラムの実施

　　　　　　    90件 　　　　　　   100件
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン　

12,105 千円 14,089 千円 15,249 千円 16,409 千円

①地域運営学校の指定

　　　　　　　　37校 　　　　　　　　42校

所管部

１　学校運営委員会＊１が、一定の権限と責任を
　もって、学校運営に参画する「地域運営学校＊
　　２」を拡充する。

事業分類
現　　況

2
2
 
5

1)　地域運営学校
　　　    　42校

　　　　　　　　32校

計画目標

１４０２ 事業名

①地域運営学校の指定

地域が参画する学校づくり

1)　地域運営学校
　　　　  　17校

教育委員会事務局

①地域運営学校の検
　証、見直し

平成２２年度 平成２３年度

事業費

　　　　　　　 22校

＊１　学校運営委員会　地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、学校組織の一部として、保護者や地域住
　　　　　　　　　　　民の代表などが一定の権限と責任を持って学校運営に参画する合議制の機関。世田谷区では、
　　　　　　　　　　　「学校運営委員会」と称している。

事業
内容

事業番号

ねらい
　保護者や地域住民などが、学校運営に積極的に参画できる環境を整備し、地域に開かれた信
頼される学校づくりを推進する。

年次別
計画

平成２１年度平成２０年度

平成２３年度

＊２　地域運営学校　　学校運営委員会を置く学校。世田谷区では、「地域運営学校」と称している。

①地域運営学校の指定
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン　

15,846 千円 12,198 千円 12,198 千円 12,198 千円

③ＰＴＡ活動と連携し
　た家庭教育の支援
　　　　　  22,628人

③ＰＴＡ活動と連携し
　た家庭教育の支援
　　　　　  23,000人

②家庭教育関連庁内連
　絡会議の開催

②家庭教育関連庁内連
　絡会議の開催

事業分類

2

平成２３年度
1)　家庭教育学級
　などへの参加の
　促進
　　　　23,000人

3

　家庭教育に関する学習機会に多くの人が参加できる仕組みづくりや、家庭教育に関する意識
を高めるための啓発活動を推進し、地域全体で家庭の教育力の向上を目指す。

１　家庭と学校、地域、子育て支援団体など
　が、主体的、継続的な取組みを行うことが
　できるよう（仮称）家庭教育推進区民会議＊１
　　や庁内連絡会議を通じて、連携を強化する。
２　区立幼稚園や区立小中学校のＰＴＡ活動
　などへの支援を通じて家庭教育の充実を図
　る。
３　乳幼児を持つ保護者や私立幼稚園、私立
　小中学校の保護者に対しても、家庭教育に
　関する学習の機会や情報の提供など啓発活
　動を行う。

1)　家庭教育学級
　などへの参加の
　促進
　　　　21,828人

計画目標
現　　況

教育委員会事務局
子ども部　世田谷保健所

事業
内容

ねらい

平成２０年度 平成２１年度
①①(仮称)家庭教育推進

　区民会議の開催

事業番号 所管部事業名 家庭教育への支援１４０３

＊１　（仮称）家庭教育推進区民会議　家庭教育支援について、家庭と学校や地域、子育て支援団体、産業界など、区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　民全体で推進するための会議体。

事業費

③ＰＴＡ活動と連携し
　た家庭教育の支援
　　　　　  22,028人

③ＰＴＡ活動と連携し
　た家庭教育の支援
　　　　　  22,328人

年次別
計画

平成２２年度
①
平成２３年度

①

②家庭教育関連庁内連
　絡体制の整備

②家庭教育関連庁内連
　絡会議の開催
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実施計画事業

事業体系

豊かな人間性を育む体験教育の推進　　　　【事業番号　１５０１】
    学びを支える体験活動を通して、豊かな人間性を育む教育を推進する。
９年間を見通した質の高い学校教育の実現　　　　【事業番号　１５０２】
    教科「日本語」や「世田谷９年教育」など、世田谷独自の学校教育を進めることにより、
　確かな学力と主体的に物事を探求する態度、総合的な判断力や思考力などを育む質の高い
　学校教育を推進する。
特別支援教育の充実、いじめ、不登校問題への取組み　　　　【事業番号　１５０３】
    一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を充実し、特別な配慮を要する児童、生
　徒の自立や社会参加に向けた支援、いじめや不登校など児童、生徒が抱えるさまざまな課
　題への適切な対応を図る。
信頼される学校経営の推進　　　　【事業番号　１５０４】
    教員の資質や能力の向上によって、質の高い授業などを実現するとともに、学校関係者
　評価（学校外部評価）＊３や学校からの情報発信を充実し、学校の透明性を高め、保護者や
　地域住民に信頼される学校経営を推進する。
教育の情報化の推進　　　【事業番号　１５０５】
    ＩＣＴを活用した「わかる授業」や情報教育の推進、校務情報のセキュリティー確保や
　校務の効率化などを通じて学校教育の質の向上を図るため、教育の情報化を推進する。
教育環境の整備　　　　【事業番号　１５０６】
    子どもたちが、将来にわたって、より充実した学校生活をおくることができるように、
　学校の適正規模化を推進するとともに、変化する社会状況にも対応できる安全で安心な教
　育環境の整備を図る。
就学前（幼児）教育の充実　　　　【事業番号　１５０７】
    多様化する幼児教育へのニーズに対応するため、幼稚園教員や保育士の研修などを充実
　し、就学前（幼児）教育と小学校教育の連携を推進する。また、幼稚園による、家庭や地
　域における幼児教育への支援の充実を図る。

構成する
事業の
考え方

１　学びを支える体験活動を通して、子どもたちの社会性などを育成し、豊かな人間性を育
　む教育を一層推進する。
２　学校教育に対する区民の期待に応えるために、小学校、中学校９年間を見通した質の高
　い教育の実現に向けた検討を進める。
３　児童、生徒一人ひとりの教育ニーズに応じた適切な教育を行うことにより、特別支援教
　育を充実する。また、いじめや不登校など児童、生徒が抱えるさまざまな課題への適切な
　対応を図る。
４　学校に対する信頼を総合的に高めるため、教員の資質や能力の向上、指導体制の整備、
　持続的な学校改善の仕組みづくりを進める。
５　ＩＣＴ＊２を活用した「わかる授業」や情報教育の推進、校務情報のセキュリティー確保、
　校務の効率化などの校務の情報化を進め、教育内容の質の向上を図る。
６　学校施設の耐震化や改築、改修を計画的に進めるとともに、学校の適正規模化などを推
　進し、小中学校の教育環境を充実する。
７　区内の幼児教育（保育）に携わる教員や保育士の資質や能力の向上を図り、幼稚園や保
　育園から小学校への円滑な接続を推進するなど、幼児教育の充実を図る。

1)　小学校、中学校の９年間を見通した教育内容や学校運営により、学校教育の質を高める
　ことが、区民の学校教育に対する期待に応えることになることから、「世田谷９年教育」
　の実施状況を成果指標とする。

事業費
総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

1,913,469 千円

目　標 　教育内容の充実と学校経営、学校運営の一層の改善を進め、区立学校の魅力を高める。

　体験学習など豊かな人間性を育む教育や特別支援教育＊１を充実させるとともに、「世田谷
９年教育」の実現や教科「日本語」の充実など質の高い世田谷の教育を推進し、区立小中学
校の教育内容を一層充実させる。また、学校経営、学校運営の充実や教員の資質や能力の向
上、学校関係者評価の改善、教育の情報化を進め、魅力ある学校をつくる。

教育委員会事務局
子ども部

実施計画
事業名 ⑮魅力ある学校づくり

関　係
所管部

事業目的

成果指標設定の考え方成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

1)　「世田谷９年教育」の実現
「世田谷９年
教育」の研究

全小学校
試行実施

7,664,657 千円 1,811,856 千円 1,975,742 千円 1,963,590 千円
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実施計画事業

＊１　特別支援教育　これまで、心身障害教育の対象とされていた障害に加え、ＬＤ（学習障害）やＡＤＨＤ（注
　　　　　　　　　　意欠陥／多動性障害）、高機能自閉症などの障害のある児童、生徒を対象に、一人ひとりの
　　　　　　　　　　教育的ニーズに応じた適切な教育や指導を通して支援すること。

＊３　学校関係者評価（学校外部評価）　学校の教育活動その他の学校運営の状況について、当該学校の自己評価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の結果を踏まえ、当該学校の児童、生徒の保護者その他の当該学校の関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　係者が行う評価。

＊２　ＩＣＴ　　　　アイシーティー（Information　and　Communication　Technology）。情報通信技術。ネッ
　　　　　　　　　　トワーク通信による情報、知識の共有が念頭に置かれた表現。
　　　　　　　　　　従前は、ＩＴ（Information　Technology）と言われていた。
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

134,705 千円103,839 千円 109,459 千円 132,300 千円

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン

③「才能の芽を育てる
　体験学習」の検証

②中学校部活動支援制
　度の検証（制度と要
　綱の見直し）

平成２０年度 平成２１年度

平成２３年度
1)　自然体験活動
　　　　　　10校
2)　中学校部活動
　の加入率
　　　　　　85％

平成２２年度

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

１　豊かな自然の中での宿泊体験や農作業体
　験など、子どもたちの心に残る自然体験活
  動を実施する。
２　部活動支援員制度やスポーツ指導員制度
　の活用、大学などとの連携を推進し、中学
　校の部活動を支援する。
３　科学、芸術、文化、スポーツなどの分野
　で、国内外で活躍している方から子どもた
　ちが直接指導を受ける機会を設け、才能の
　芽を育てる体験学習を推進する。

　学びを支える体験活動を通して、豊かな人間性を育む教育を推進する。

①自然体験活動の充実
　に向けた調査、検討

事業分類

平成２３年度

2 4

計画目標
現　　況

1)　自然体験活動
　の調査・検討
2)　中学校部活動
　の加入率
　　　　　82.7％

③「才能の芽を育てる
　体験学習」の講座内
　容の充実

③「才能の芽を育てる
　体験学習」の対象児
　童の拡大

豊かな人間性を育む体験教育の推
進

所管部 教育委員会事務局

③「才能の芽を育てる
　体験学習」の実施

①自然体験活動の試行
　(小学校)　     2校

①自然体験活動の試行
　(小学校)　    10校

①自然体験活動の試行
　(小学校)　    10校

事業名１５０１

②中学校部活動への支
　援の充実

②中学校部活動への支
　援の充実

②中学校部活動支援制
　度の検証（制度と要
　綱の見直し）
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン

221,304 千円 225,107 千円

⑤教科「日本語」の充
　実（「世田谷９年教
　育」に対応した指導
　の試行）

事業分類

2 4

計画目標

1)　「世田谷９年
　教育」検討委員
　会の設置、運営

平成２３年度現　　況

①「世田谷９年教育」
　検討委員会の運営

③カリキュラム、教材
　開発

②新たな指導体制の検
　討

④「世田谷９年教育」
　パイロット校による
　実践研究

⑥少人数教育の実施

221,522 千円221,762 千円

事業
内容

⑥少人数教育の充実
（区費講師配置基準の
 拡大）

②新たな指導体制の検
　討

事業番号

ねらい

④「世田谷９年教育」
　パイロット校による
　実践研究

事業費

１　小中学校の９年間を見通し、発達段階に
　応じたカリキュラム、教材を開発するとと
　もに、学校運営体制を整える。
２　新たなカリキュラムに対応するため、独
　自の教員配置を含めた指導体制を検討する。
３　教科「日本語」や少人数教育を充実させ
　る。

①「世田谷９年教育」
  検討委員会の運営

⑤教科「日本語」の充
　実（「世田谷９年教
　育」に対応した指導
　の研究）

　教科「日本語」や「世田谷９年教育」など、世田谷独自の学校教育を進めることにより、確
かな学力と主体的に物事を探求する態度、総合的な判断力や思考力などを育む質の高い学校教
育を推進する。

所管部

④「世田谷９年教育」
　パイロット校による
　試行

９年間を見通した質の高い学校教
育の実現

教育委員会事務局１５０２ 事業名

⑤教科「日本語」の充
　実（全領域の授業実
　施）

平成２３年度

②新たな指導体制の検
　討

③カリキュラム、教材
　開発

1)　「世田谷９年
　教育」の試行
　（小学校）

⑥少人数教育の実施 ⑥少人数教育の実施

①「世田谷９年教育」
　試行（小学校）

④「世田谷９年教育」
　パイロット校によ
　る試行（中学校）

③カリキュラム、教材
　開発（中学校）

②新たな指導体制の検
　討

⑤教科「日本語」の充
　実（「世田谷９年教
　育」に対応した指導
　の実践）

年次別
計画

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

③

①「世田谷９年教育」
  検討委員会の運営
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン

事業番号

事業
内容

平成２０年度

ねらい

１５０３ 事業名

事業費

特別支援教育の充実、いじめ、不
登校問題への取組み

１　特別な配慮を要する児童、生徒などへの教
　育的な支援を充実するため、小中学校、幼稚
　園における特別支援教育＊１体制を強化すると
　ともに、特別支援学級の計画的整備などに取
　り組む。
２　都立特別支援学校などの機関との連携によ
　り、乳幼児期から学校卒業までの継続した支
　援体制を検討、整備する。
３　学校内外の教育相談機能などの充実や関係
　機関との連携を強化し、いじめや不登校など
　児童、生徒が抱えるさまざまな課題への対応
　力を強化する。

608,926 千円 649,267 千円

＊１　特別支援教育　これまで、心身障害教育の対象とされていた障害に加え、ＬＤ（学習障害）やＡＤＨＤ（注意欠
　　　　　　　　　　陥／多動性障害）、高機能自閉症などの障害のある児童、生徒を対象に、一人ひとりの教育的ニ
　　　　　　　　　　ーズに応じた適切な教育や指導を通して支援すること。

年次別
計画

③教育相談機能の見直
　し

　　 　 年23,560時間 　　 　 年23,560時間

①特別支援教育体制の
　充実（非常勤講師の
　配置）

1)　特別支援学級
　　　　　　36校
2)　教育相談の機
　能検討

③教育相談体制の充実

1)　特別支援学級
　　　　　　47校
2)　教育相談機能
　の充実
3)　新たな不登校
　対策の実施、検
　証

②特別支援学級の整備
　　 　　　　　 43校

　　    年18,600時間

平成２３年度

②特別支援学級の整備
　　　　　　　　47校

2 4

③教育相談機能の検討

②特別支援学級の整備
　　　　　　　　38校

②特別支援学級の整備
　　　　　　　　40校

　　    年18,600時間

平成２１年度
①特別支援教育体制の
　充実（非常勤講師の
　配置）

平成２２年度

現　　況

  一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を充実し、特別な配慮を要する児童、生徒の
自立や社会参加に向けた支援、いじめや不登校など児童、生徒が抱えるさまざまな課題への適
切な対応を図る。

③教育相談体制の充実

④新たな不登校対策の
　構想

682,956 千円 691,156 千円

④新たな不登校対策の
　検証

④新たな不登校対策の
　検討

④新たな不登校対策の
　実施

①特別支援教育体制の
　充実（非常勤講師の
　配置）

①特別支援教育体制の
　充実（非常勤講師の
　配置）

事業分類

平成２３年度

計画目標

所管部 教育委員会事務局
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン、世田谷区教育の情報化推進計画　

平成２３年度

①教員の研究、研修体
　制の検討

③学校からのＰＲ活動
　の充実（学校ホーム
　ページの再整備）
　　　　　　　　89校

事業分類

②学校関係者評価の実
　施

平成２３年度

1)　学校関係者評
　価（学校外部評
　価）の実施
　　　　　　95校

①新たな体制による研
　究、研修の実施

①新たな体制による研
　究、研修の試行

ねらい

平成２０年度 平成２１年度

③学校からのＰＲ活動
　の充実（学校ホーム
　ページの再整備）
　　　　　　　　29校

事業費

年次別
計画

＊１　学校関係者評価（学校外部評価）　学校の教育活動その他の学校運営の状況について、当該学校の自己評価の結
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　果を踏まえ、当該学校の児童、生徒の保護者その他の当該学校の関係者が行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う評価。

①教員の研究、研修体
　制の現状分析

②学校関係者評価の現
　状分析、改善

１５０４事業番号

計画目標

　教員の資質や能力の向上によって、質の高い授業などを実現するとともに、学校関係者評価
（学校外部評価）や学校からの情報発信を充実し、学校の透明性を高め、保護者や地域住民に
信頼される学校経営を推進する。

事業
内容

32

１　教員の資質や能力を向上させるため、研
　究、研修体制を改善する。
２　学校関係者評価（学校外部評価）＊１の改
　善、充実を図る。
３　学校ホームページの再整備など、学校か
　らの情報発信の活性化を進める。

現　　況

教育委員会事務局事業名 所管部信頼される学校経営の推進

1)　改善した学校
　関係者評価（学
　校外部評価）の
　実施
　　　　　　95校

平成２２年度

16,439 千円

②学校関係者評価の実
　施

③学校からのＰＲ活動
　の充実（学校ホーム
　ページの再整備）
　　　　　　　　69校

②学校関係者評価の実
　施

③学校からのＰＲ活動
　の充実（学校ホーム
　ページの再整備）
　　　　　　　　49校

17,079 千円16,839 千円 16,745 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

860,490 千円 978,749 千円 910,591 千円 845,422 千円

②教室のＩＣＴ環境の
　整備
　　授業用ＩＣＴ機器
　　の配備
　　　　　　　　50校
　　特別支援学級
　　　　　 　 11学級

②教室のＩＣＴ環境の
　整備
　　授業用ＩＣＴ機器
　　の配備
　　　　　　　　70校
　　特別支援学級
　　　　　  　16学級

　　　　　　　　35校

②教室のＩＣＴ環境の
　整備
　　授業用ＩＣＴ機器
　　の配備
　　　　　　　　30校
　　特別支援学級
　　　　　 　　5学級

　ＩＣＴを活用した「わかる授業」や情報教育の推進、校務情報のセキュリティー確保や校務
の効率化などを通じて、学校教育の質の向上を図るため、教育の情報化を推進する。

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン、世田谷区教育の情報化推進計画

③教育の情報化とＩＣ
　Ｔを活用した授業の
　推進
    ＩＣＴ活用授業研
　　究員      　95人

＊１　ＩＣＴ　アイシーティー（Information　and　Communication　Technology）。情報通信技術。ネットワーク通
　　　　　　　信による情報、知識の共有が念頭に置かれた表現。従前は、ＩＴ（Information　Technology）と言わ
　　　　　　　れていた。

③教育の情報化とＩＣ
　Ｔを活用した授業の
　推進
  　ＩＣＴ活用授業研
　　究員      　67人

③教育の情報化とＩＣ
　Ｔを活用した授業の
　推進
  　ＩＣＴ活用授業研
　　究員      　95人

教育委員会事務局所管部教育の情報化の推進

現　　況
1)　ＩＣＴ活用授
　業研究員（マイ
　スター）の育成
　　　　　  18人
2)　校務用パソコ
　ンの整備
　　　　 　700台
3)　校内ＬＡＮの
　整備　　  14校

③教育の情報化とＩＣ
　Ｔを活用した授業の
　推進
  　ＩＣＴ活用授業研
　　究員      　30人

１５０５ 事業名

事業費

ねらい

事業
内容

年次別
計画

事業番号

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度
①校務のＩＣＴ化の推
　進
    校務用パソコン
　　　　　　 2,350台

①校務のＩＣＴ化の推
　進
    校務用パソコン
　　　　　   1,950台

①校務のＩＣＴ化の推
　進
    校務用パソコン
　　　　　　 2,250台

①校務のＩＣＴ化の推
　進
　　校務用パソコン
             2,350台

事業分類

1)　ＩＣＴ活用授
　業研究員（マイ
　スター）の育成
            95人
2)　校務用パソコ
　ンの整備
　　　 　2,350台
3)　校内ＬＡＮの
　整備　　  77校

１　ＩＣＴ＊１活用授業研究員（マイスター）の
　活動や研究校、推進校の活動などを通じて、
　教職員のＩＣＴを活用した授業力の向上を図
　るとともに、情報教育を推進する。
２　区立小中学校全校への校務用パソコン整備
　など、学校のＩＣＴ化を推進し、校務情報の
　効率とセキュリティーを高める。

平成２３年度

平成２３年度
計画目標

②教室のＩＣＴ環境の
　整備
　　授業用ＩＣＴ機器
　　の配備
　　　　　　　　95校
　　特別支援学級
　　　　　  　21学級

2 4

④校内ＬＡＮの整備④校内ＬＡＮの整備

　　　　　　　　16校

④校内ＬＡＮの整備 ④校内ＬＡＮの整備

　　　　　　　　56校 　　　　　　　　77校

    ＩＣＴ活用教育セ
　　ンター校の指定

    ＩＣＴ活用教育セ
　　ンター校の指定

    ＩＣＴ活用教育セ
　　ンター校の指定

              　12校               　24校               　36校
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン

Ｌ 分類

《関連する計画》　世田谷区教育ビジョン

－　千円

－　千円 －　千円 －　千円 －　千円

所管部
教育委員会事務局
子ども部

事業分類
現　　況

１　小規模化が進んだり、大規模化している
　学校について、通学区域の見直し、学校適
　正配置＊１、学校施設の整備を総合的に検討
　し、それぞれの状況に対応した教育環境の
　整備を図る。

平成２２年度 平成２３年度

所管部 教育委員会事務局

年次別
計画

事業
内容

平成２０年度 平成２１年度

②幼稚園による家庭や
　地域における幼児期
　の教育への支援策の
　推進

②幼稚園による家庭や
　地域における幼児期
　の教育への支援策の
　推進

②幼稚園による家庭や
　地域における幼児期
　の教育への支援策の
　推進

＊１　学校適正配置　集団の学習効果などを得られる学校規模を確保すること。

②学校施設の整備

1)　幼稚園教員と
　保育園保育士の
　合同研修の実施

計画目標

①学校の適正規模化の
　推進

①学校の適正規模化の
　推進

計画目標

事業費

事業番号 １５０７ 事業名

－　千円

就学前（幼児）教育の充実

－　千円 －　千円

事業分類
現　　況 平成２３年度

1)　学校の適正規
　模化の推進
2)　学校施設の整
　備

1)　学校の適正規
　模化の推進
2)　学校施設の整
　備

4

平成２３年度
1)　幼稚園教員と
　保育園保育士の
　合同研修の検討

事業費

年次別
計画

平成２０年度 平成２１年度
①幼稚園教員と保育士
　の合同研修の試行

ねらい

事業
内容

平成２３年度

②幼稚園による家庭や
　地域における幼児期
　の教育への支援策の
　検討

①幼稚園教員と保育士
　の合同研修の充実

①幼稚園教員と保育士
　の合同研修の実施

①幼稚園教員と保育士
　の合同研修の充実

平成２２年度

　多様化する幼児教育へのニーズに対応するため、幼稚園教員や保育士の研修などを充実し、
就学前（幼児）教育と小学校教育の連携を推進する。また、幼稚園による、家庭や地域におけ
る幼児教育への支援の充実を図る。

１　幼児教育にかかる研究を進め、教員や保
　育士の研修内容の充実を図るとともに、幼
　稚園や保育園と小学校との連携を推進する。
２　国などの動向を注視しながら、幼稚園に
　よる、家庭や地域における幼児教育の支援
　の充実を図る。

②学校施設の整備 ②学校施設の整備 ②学校施設の整備

①学校の適正規模化の
　推進

①学校の適正規模化の
　推進

ねらい
　子どもたちが、将来にわたって、より充実した学校生活をおくることができるように、学校
の適正規模化を推進するとともに、変化する社会状況にも対応できる安全で安心な教育環境の
整備を図る。

事業番号 １５０６ 事業名 教育環境の整備

2 4
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実施計画事業

8,961,671 千円 1,940,971 千円 2,203,766 千円 2,384,504 千円

＊１　子育てカレッジ　　　大学や民間との連携による調査研究、人材育成などを通じて、家庭や地域の子育てを
　　　　　　　　　　　　　支援する仕組み。

＊２　子育てステーション　利便性の高い駅前に設置する「あそび」、「そうだん」、「あずかり」、「ほいく」
　　　　　　　　　　　　　の４つのサービスを集中させた多機能型の子育て支援拠点施設。

＊３　おでかけひろば　　　在宅子育て世帯の育児のストレスや不安感の軽減を目的とし、親子が自由に集い、親
　　　　　　　　　　　　　同士の交流や子育て相談ができる場。

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　保育サービス需要の増大に対応し、認可保育園、認証保育所の拡充を図り、保育サービ
　ス受入枠の拡大を図る。また、多様な保育ニーズに対応し、病児、病後児保育室の拡充を
　図る。

２　子育てのストレスや不安を軽減し、子育ての喜びや楽しさを実感できるように、多様な
　手法による支援策を展開し、地域社会全体で子育てを支援する体制づくりを進める。

事業費

保育サービスなどの充実　　　　【事業番号　１６０１】
    多様なサービス提供主体による保育サービスの充実を図る。
在宅子育て支援　　　　【事業番号　１６０２】
　　在宅子育てを支援するため、子育てカレッジ＊１による支援者の育成、体験保育の拡大、
　子育てステーション＊２、おでかけひろば＊３の拡充を図る。乳児期家庭訪問の拡充により、
　乳児期から安心して子育てできる環境を整備する。

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

2,432,430 千円

成果指標設定の考え方
成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

1)　乳児期家庭訪問率 40% 100%

1)　乳児期の家庭訪問は、児童虐待の早期発見、子育て支援に関する情報提供と保護者への
　助言を行い、家庭での子育ての不安を解消できる子育て支援の重要な取組みである。その
　ため、乳児期の家庭訪問の実施率を成果指標とする。

事業目的

目　標 　家庭で、ゆとりをもって子育てができる環境整備と保育サービスの充実を進める。

　家庭での子育て不安を解消するため、相談、支援体制を整備し、在宅子育て支援を充実す
る。
　また、多様な手法により保育サービスの種類、量を拡充するとともに、質の向上を図る。

子ども部
総合支所
世田谷保健所

実施計画
事業名 ⑯多様な子育て支援

関　係
所管部
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

年次別
計画

           新設1か所

　         改築1か所

①認可保育園の拡充

           新設1か所

　         改築1か所

              33か所

事業名

　就労形態の多様化に伴い、多様な保育サービスなどの展開を図るとともに、誰もが保育サー
ビスを選択し、利用できるよう、早期の保育サービス待機児ゼロを目指し、基盤整備を図って
いく。また、保育の質を高めていくことで、子育て支援の強化を図っていく。

平成２２年度
①認可保育園の拡充

1)　認可保育園
　　　　　83か所
2)　認証保育所
　　　　　28か所
3)　病児、病後児
　保育室
　　　　 　3か所
4)　認定こども園
　　　　 　3か所

現　　況
1)　認可保育園の
　拡充　　86か所
2)　認証保育所の
　拡充　　43か所
3)　病児、病後児
　保育室の拡充
　　　　 　6か所
4)　認定こども園
　の拡充
5)　世田谷型保育
　プログラム充実

所管部 子ども部

平成２３年度
事業分類

2 2

           新設1か所

②認証保育所の拡充

事業番号

平成２０年度 平成２１年度
①認可保育園の拡充

１６０１ 保育サービスなどの充実

事業
内容

ねらい

計画目標１　認可保育園、認証保育所、認定こども園
　などの多様なサービス提供主体により、定
　員枠の拡大や延長保育、一時保育などの拡
　充を図るとともに、認証保育所の利用者に
　対する負担軽減補助を実施することにより、
　保育サービスを充実させる。
２　補助と評価の仕組みや認証保育所などへ
　の指導検査体制の整備、強化、世田谷型の
　保育プログラムの策定、活用により、保育
　サービスの質の向上に努める｡

平成２３年度
①認可保育園の拡充

事業費

④世田谷型保育プログ
　ラムの実施　  全園

③病児、病後児保育室
　の拡充
               5か所

1,724,543 千円 1,978,217 千円

④世田谷型保育プログ
　ラムの実施 　 28園

《関連する計画》　世田谷区子ども計画

　　病児、病後児保育
　　室の評価、検証

④世田谷型保育プログ
　ラムの検証

④世田谷型保育プログ
　ラムの策定

②認証保育所の拡充 ②認証保育所の拡充 ②認証保育所の拡充

              38か所               43か所               43か所

③病児、病後児保育室
　の拡充
               6か所

③病児、病後児保育室
　の検証を踏まえた取
　組み　　　　 6か所

③病児、病後児保育室
　の検証を踏まえた取
　組み　　　　 6か所

2,158,955 千円 2,204,206 千円
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

　　     訪問率　70％ 　　 　  訪問率　85％ 　　 　 訪問率　100％

＊１　子育てカレッジ　　　大学や民間との連携による調査研究、人材育成などを通じて、家庭や地域の子育てを支援
　　　　　　　　　　　　　する仕組み。

　　　　訪問率　45％

年次別
計画

④乳児期家庭訪問の
　拡充検討

②子育てステーション
　の運営　　　　5か所

②子育てステーション
　の運営　　　　5か所

《関連する計画》　世田谷区子ども計画、健康せたがやプラン

④乳児期家庭訪問の
　拡充

④乳児期家庭訪問の
　拡充

④乳児期家庭訪問の
　拡充

事業費

③おでかけひろばの
　整備         16か所

③おでかけひろばの
　整備         20か所

③おでかけひろばの
　整備         24か所

計画目標

１６０２ 事業名

①子育て支援人材の養
　成プログラム検証・
　充実

現　　況

2

平成２３年度平成２２年度
①子育て支援人材の養
　成プログラム拡充

平成２３年度
1)　子育て支援人
　材の養成プログ
　ラム充実
2)　乳児期家庭訪
　問の拡充
　　訪問率100％
3)　子育てステー
　ション　5か所
4)　おでかけひろ
　ば    24か所

平成２０年度

事業番号

ねらい

事業分類１　子育てカレッジ＊１を通して、さまざまな
　場で活動する支援者の育成、調査研究を推
　進するとともに、保護者や次世代のための
　親の子育て力の向上、地域との協働による
　子育て支援の充実を目指す。
２　子育てステーション＊２、おでかけひろば＊３
　　の増設や児童館などの子ども施設での子育
　て支援を充実し、また、ひとり親家庭の支
　援など、さまざまな在宅子育て支援策を展
　開する。
３　乳児のいる家庭を訪問し､母と子の健康
　面のサポート、母親の心のケアなどを行い、
　虐待の予防と早期発見を図る。

1)　子育て支援者
　スキルアップの
　実施
2)　乳児期家庭訪
　問の実施
      訪問率40％
3)　子育てステー
　ション  2か所
4)　おでかけひろ
　ば      6か所

＊２　子育てステーション　利便性の高い駅前に設置する「あそび」、「そうだん」、「あずかり」、「ほいく」の４
　　　　　　　　　　　　　つのサービスを集中させた多機能型の子育て支援拠点施設。

平成２１年度

②子育てステーション
　の運営、整備 4か所

③おでかけひろばの
　整備        11か所

事業
内容

＊３　おでかけひろば　　　在宅子育て世帯の育児のストレスや不安感の軽減を目的とし、親子が自由に集い、親同士
　　　　　　　　　　　　　の交流や子育て相談ができる場。

子ども部　総合支所
世田谷保健所

所管部

　子育てのストレスや不安を軽減し、子どもを育てる喜びや楽しさを実感できるよう、地域社
会で子育てを支援する体制づくりを進め、在宅子育て支援を充実していく。

在宅子育て支援

216,428 千円 225,549 千円 225,549 千円 228,224 千円

①子育て支援人材の養
　成プログラム検討

②子育てステーション
　の運営、整備　5か所

2

①子育て支援人材の養
　成プログラム構築・
　開始
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実施計画事業

484,265 千円

＊１　児童虐待対策支援チーム　困難ケースの緊急対応や人材育成、虐待対策ネットワークの調整や調査研究、
　　　　　　　　　　　　　　  サービスの基準管理などを実施し、総合支所相談窓口を支援するチーム。

＊２　産後ケア事業　心身ともに不安定になりやすい生後４ヶ月未満の子どものいる家庭を対象に、育児不安の解
　　　　　　　　　　消を目的とした、宿泊ケア（母子ショートステイ）や通所ケア（母子デイケア）を実施する
　　　　　　　　　　事業。

事業目的

平成２１年度 平成２２年度

1,937,060 千円 484,265 千円 484,265 千円 484,265 千円

目　標 　児童虐待の早期発見や予防に取り組み、安心して子育てができる環境を整備する。

　児童虐待を防止するため、虐待の早期発見と見守りの仕組みづくり、身近な相談機能の充
実など子育てセーフティネットの整備を推進する。また、子どもの急な病気やけがに早期に
対応するための小児初期救急医療の充実を図る。

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　児童虐待の予防には、孤立した子育て家庭の育児不安をなくすことが重要であり、相談
　機能の充実や自立支援に向けた援助の強化、虐待防止ネットワークの強化を進める。
２　子どもの急な病気やけがに早期に対応するため、区内医療機関と協力し、平日準夜など
　の初期救急診療の活用の充実を図る。また、かかりつけ医制度の推進や急な病気やけがな
　どへの対応の基礎知識の普及啓発を図る。

1)　子育て相談の利用件数

1)　児童虐待を防止するためには、子育て不安の解消に効果的な身近な相談機能の充実が不
　可欠であり、子育て相談の利用者数を成果指標とする。

事業費
平成２０年度

子ども部　総合支所
保健福祉部　世田谷保健所

実施計画
事業名 ⑰子どもを守る仕組みづくり

関　係
所管部

児童虐待防止対策の推進　　　　【事業番号　１７０１】
    増え続ける児童虐待に機敏に対応し、虐待の進行防止、再発防止に取り組むため、児童
  虐待対策支援チーム＊１の設置、運営を図る。また、心身が不安定になりやすい産後期に効
　果的な援助を行うため、産後ケア事業＊２の拡充を進める。
小児救急医療の充実　　　　【事業番号　１７０２】
　　区内３か所の診療所（松原、玉川、烏山）で行っている小児科の救急診療について、パ
　ンフレットの充実やさまざまな機会、手法により普及啓発の充実を図る。

成果指標設定の考え方
成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

総事業費 平成２３年度

21,324件 25,000件
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

②要保護児童支援協議
　会と要配慮児童支援
　ネットワーク＊５との
　連携体制の検討

②要保護児童支援協議
　会と要配慮児童支援
　ネットワークとの連
　携体制整備

②要保護児童支援協議
　会と要配慮児童支援
　ネットワークとの連
　携強化

②要保護児童支援協議
　会と要配慮児童支援
　ネットワークとの連
　携強化

③児童虐待対策支援チ
　ームによるサポート
　、緊急介入機能の検
　証

③児童虐待対策支援チ
　ームによるサポート
　、緊急介入機能の充
　実

③検証を踏まえ拡充し
　たサポート、緊急介
　入などの児童虐待対
　策支援チームによる
　実施

③検証を踏まえ拡充し
　たサポート、緊急介
　入などの児童虐待対
　策支援チームによる
　実施

ねらい

事業費

年次別
計画

《関連する計画》　世田谷区子ども計画

①訪問事業等による産
　後不安解消事業の拡
　充と産後ケア事業の
　本格実施

①訪問事業等による産
　後不安解消事業の拡
　充と産後ケア事業の
　検証

①検証を踏まえた産後
　ケア事業及び訪問事
　業などによる産後不
　安解消事業の充実

④検証を踏まえた養育
　困難家庭の自立支援
　援助と被虐児童ケア
　の実施

事業番号

計画目標１　育児不安の早期発見、早期対応による虐待
　予防への取組みを行う。
２　子どもを守るネットワークとしてのすくす
　くiネット＊１や要保護児童支援協議会＊２など
　　の充実により、虐待対策機能強化を図る。
３　児童虐待対策、予防施策全体を評価、検証
　し、施策体系の拡充を進める。

平成２３年度

＊２　要保護児童支援協議会　　　　被虐児童を含む要保護児童の早期発見と適切な支援、虐待の予防的取組みの推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　を図るためのネットワーク。

＊４　児童虐待対策支援チーム　　　困難ケースの緊急対応や人材育成、虐待対策ネットワークの調整や調査研究、サ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ービスの基準管理などを実施し、総合支所相談窓口を支援するチーム。

＊１　すくすくiネット　 　　　　　子どもへの虐待、配偶者からの暴力などの被害の早期発見や保護を目指し、関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　機関相互の連携を図るためのネットワーク。

平成２２年度

＊５　要配慮児童支援ネットワーク　発達障害の児童の支援に関する関係機関が連携した支援の仕組み。

1)　産前から産後
　までの効果的な
　児童虐待予防施
　策の充実
2)　児童虐待防止
　ネットワークの
　拡充強化
3)　児童虐待対策
　支援チームのサ
　ポート機能の確
　立

1)　産後ケア事業
　＊３の開始
2)　児童虐待防止
　にむけた要保護
　児童支援協議会
　の設置
3)　児童虐待対策
　支援チーム＊４
　　の設置

平成２１年度

148,666 千円

①検証を踏まえた産後
　ケア事業及び訪問事
　業などによる産後不
　安解消事業の充実

＊３　産後ケア事業　　　　　　　　心身ともに不安定になりやすい生後４ヶ月未満の子どものいる家庭を対象に、育
　　　　　　　　　　　　　　　　　児不安の解消を目的とした宿泊ケア（母子ショートステイ）や通所ケア（母子デ
　　　　　　　　　　　　　　　　　イケア）を実施する事業。

④養育困難家庭の自立
　支援援助と被虐児童
　ケアの検証

④検証を踏まえた養育
　困難家庭の自立支援
　援助と被虐児童ケア
　の実施

事業名

　児童虐待の予防施策として、孤立した子育て家庭の育児不安を軽減し、子どもに関する相談機
能の充実や自立支援への援助、虐待防止ネットワークの構築を進める。

2 3

平成２０年度

１７０１ 児童虐待防止対策の推進 所管部
子ども部　総合支所
世田谷保健所

平成２３年度
事業分類

現　　況

事業
内容

148,666 千円 148,666 千円 148,666 千円

④養育困難家庭の自立
　支援援助と被虐児童
　ケアの本格実施
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

③初期救急診療の充実

②急病時の基礎知識普
　及など事業の効果的
　な啓発手法の実施

2

保健福祉部所管部

事業費

平成２３年度
1)　子ども初期救
　急診療所 3か所
2)　普及啓発の充
　実

平成２０年度 平成２１年度

1)　子ども初期救
　急診療所 3か所
2)　普及啓発の充
　実

②急病時の基礎知識普
　及など事業の効果的
　な啓発手法の検討

③初期救急診療の充実

②急病時の基礎知識普
　及など事業の効果的
　な啓発手法の実施

②急病時の基礎知識普
　及など事業の効果的
　な啓発手法の実施

事業番号

年次別
計画

小児救急医療の充実

平成２２年度

　子どもの急な病気やけがに早期に対応するため、区内医療機関と協力し、平日準夜などの初期
救急診療を計画的に充実する。
１　区内3か所の診療所（松原､玉川、烏山）で
　の小児科の救急診療の活用を充実する。
２　急な病気やけがに対応できる基礎知識の普
　及を進め、子どもの状態に合わせた対応を促
　す。

平成２３年度

事業分類

③初期救急診療の充実

事業
内容

①診療所の周知強化な
　ど事業の普及促進

１７０２ 事業名

ねらい

①診療所の周知強化な
　ど事業の普及促進

①診療所の周知強化な
　ど事業の普及促進

③初期救急診療の充実

①診療所の周知強化な
　ど事業の普及促進

現　　況
計画目標

335,599 千円 335,599 千円 335,599 千円 335,599 千円
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実施計画事業

142,785 千円574,792 千円 144,069 千円 144,349 千円 143,589 千円

2)　総合型地域スポーツクラブ＊２設立モデル事業数 3地域 5地域

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度
事業費

世田谷の地域文化の創造　　　　【事業番号　１８０１】
    区民が身近なところで文化や芸術に触れる機会を拡充するとともに、区民の文化、芸術
　活動を支援する。
音楽文化の振興　　　　【事業番号　１８０２】
    身近な場所でのコンサート事業の展開や、小中学生を中心としたさらなる教育普及を進
　めるとともに、音楽文化の場のあり方を検討する。
生涯学習の推進　　　　【事業番号　１８０３】
    区民が生涯にわたって学習できる機会の提供や環境づくりを推進する。また、区民との
　連携、協力による文化財保護活動を推進し、文化財を区民共通の財産として継承する。
生涯スポーツの振興　　　　【事業番号　１８０４】
    区民が、生涯を通じて「いつでも」「どこでも」「だれでも」「いつまでも」気軽にス
　ポーツ、レクリエーションに親しみ、楽しむことができる生涯スポーツ社会（「スポーツ
　の世田谷」）の実現を目指す。
地域の学習拠点としての図書館の充実　　　【事業番号　１８０５】
    図書館機能を地域の学習拠点として充実し、生涯学習活動の基盤となる地域の読書環境
　づくりを推進する。

成果指標設定の考え方

成果指標

指標名 現状値 平成２３年度目標値

平成２２年度

25万人

1)　文化･芸術イベント「世田谷芸術百華」は、区内の文化施設や文化事業などを活かして、
　区民が身近な地域で文化や芸術に親しむ機会を提供するものであることから、文化や芸術
　が区民に身近なものとして広まっていくことの指標として、参加者数を目標値とする。
2)　地域住民が主体的に運営する総合型地域スポーツクラブの形態が、区が目指す地域住民
　の自主性に基づいた生涯スポーツ社会の実現につながることから、総合型地域スポーツク
　ラブの５地域における展開を目標値とする。

21万人

生活文化部
スポーツ振興担当部
教育委員会事務局

実施計画
事業名
⑱世田谷の文化・個性を活かしたまちづく
り

関　係
所管部

＊２　総合型地域スポーツクラブ　学校体育施設などを拠点に地域住民が主体的に運営するスポーツクラブの形
　　　　　　　　　　　　　　　　態。複数の種目が用意され、子どもから高齢者まで地域の誰もが定期的にス
　　　　　　　　　　　　　　　　ポーツ活動や文化活動を行うことができる。

＊１　世田谷芸術百華　　　　　　区民が身近なところで、気軽に文化や芸術に親しむことができる機会を提供
　　　　　　　　　　　　　　　　するため、コンサート事業や大道芸などを区内全域で展開する事業。

事業目的

目　標
　世田谷の文化やまちの個性を活かして、より魅力的で活力ある世田谷のまち「文化の世田
谷」、「スポーツの世田谷」を創造する。

　世田谷の文化施設やまちの個性などを活用した区民の体験活動や交流機会を充実し、区民
の文化活動や創作活動を支援する。また、区民が身近な地域で文化や芸術に親しむ機会を提
供するとともに、主体的に生涯学習活動やスポーツレクリエーション活動に親しめる環境づ
くりを進める。

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　文化や芸術を通して、まちの魅力を高めていく。
２　音楽事業の充実を図るとともに、音楽文化の場のあり方を検討し、世田谷の個性を活か
　した音楽文化の展開を図る。
３　区民が、身近な地域で、主体的に文化、生涯学習活動に参加できる仕組みづくりを推進
　する。
４　区民が、生涯にわたってスポーツに親しむことができる環境づくりを推進する。
５　地域の学習拠点としての図書館づくりを進める。

1)　「世田谷芸術百華＊１」参加者数
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

13,948 千円

③全国子ども文化・芸
　術サミット＊４の開催
　　 　　　　　　1回

②世田谷アート・ネッ
　トワーク会議＊３の開
　催 　　　　　  1回

12,448 千円17,448 千円 12,448 千円

平成２１年度

⑤次代の文化芸術を拓
　く若手アーティスト
　が飛躍できる機会の
　提供

＊３　世田谷アート・ネットワーク会議　　　　 民間、公共の文化施設や各種団体との連携により、文化や芸術の振
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 興を図るための会議体。

⑤次代の文化芸術を拓
　く若手アーティスト
　が飛躍できる機会の
　提供

⑦新たな「文化･芸術振
　興計画」による取組
　みの推進

①世田谷芸術百華の開
　催

①世田谷芸術百華の開
　催

⑧アートな商店街プロ
　ジェクト事業の実施

⑤次代の文化芸術を拓
　く若手アーティスト
　が飛躍できる機会の
　提供

④

③ ③

＊２　(仮称)「チルドレンズ・ミュージアム」　 子どもを対象に、区や民間の施設を活用して実施する多様な教育普
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 及啓発事業。

事業分類

3
 
5
2

1)　世田谷芸術百
　華の開催
　参加者数21万人
2)　創造的文化・
　芸術活動支援の
　検討

1)　世田谷芸術百
　華の開催
　参加者数25万人
2)　創造的文化・
　芸術活動支援の
　継続実施

１８０１

計画目標１　区民の身近なところで、文化や芸術に触
　れる機会を提供する「世田谷芸術百華＊１」
　を開催する。
２　子どもの創造性を育む取組みとして、
　(仮称）「チルドレンズ・ミュージアム＊２」
　　を実施する。
３　次代の文化芸術を担う若手アーティスト
　をはじめとした区民の文化芸術活動への支
　援を推進する。
４　ＮＰＯや区内活動団体のネットワークと
　協働して文化芸術を振興する。

平成２３年度現　　況

世田谷の地域文化の創造 所管部 生活文化部事業名

　「文化･芸術振興計画」の中長期ビジョンである「文化・芸術を育む個性あふれるまち世田谷」
を目指し、文化や芸術によりまちの魅力を高めていく。

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

＊４　全国子ども文化・芸術サミット　　　　　 子どもを対象とした文化や芸術の教育普及事業についてのパネルデ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ィスカッションと、区の施設でのワークショップを行うイベント。

＊１　世田谷芸術百華　区民が身近なところで、気軽に文化や芸術に親しむことができる機会を提供するため、コンサ
　　　　　　　　　　　ート事業や大道芸などを区内全域で展開する事業。

①世田谷芸術百華の開
　催

《関連する計画》　世田谷区文化・芸術振興計画

⑤次代の文化芸術を拓
　く若手アーティスト
　が飛躍できる機会の
　提供

⑦新たな「文化･芸術振
　興計画」による取組
　みの推進

④(仮称)「チルドレン
　ズ・ミュージアム」
　事業の検討

＊５　アートな商店街プロジェクト　　　　　　 商店街と若手アーティストを結び、まちの魅力向上やアーティスト
                                             の表現の場の提供などを目的とした事業。

年次別
計画

⑧アートな商店街プロ
　ジェクト＊５事業の実
　施

⑧アートな商店街プロ
　ジェクト事業の実施

⑧アートな商店街プロ
　ジェクト事業の実施

平成２０年度

⑦

⑥地域の文化芸術活動
　への支援事業の実施
　　　　　　　   5件

平成２３年度
①世田谷芸術百華の開
　催

平成２２年度

⑦｢文化･芸術振興計
　画」の改定

⑥地域の文化芸術活動
　への支援事業の実施
　　　　　　　   5件

　  参加者数  25万人

⑥地域の文化芸術活動
　への支援事業の実施
　　　　　　　   5件

②世田谷アート・ネッ
　トワーク会議の開催
　　 　　　　　  1回

⑥地域の文化芸術活動
　への支援事業の実施
　　　　　　　   5件

④

　  参加者数  22万人 　  参加者数  23万人 　  参加者数  24万人

②世田谷アート・ネッ
　トワーク会議の開催
　　 　　　　　  1回

④(仮称)「チルドレン
　ズ・ミュージアム」
　事業の実施

③

②世田谷アート・ネッ
　トワーク会議の開催
　　 　　　　　  1回
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

61,971 千円 61,971 千円

１８０２ 事業名 音楽文化の振興

1)　音楽事業の充
　実
　　　コンサート
　　　事業  14回
　　　教育普及事
　　　業の実施
　　　　　　 7回

平成２３年度
１　ホールやロビーなどを使用した身近な場
　所でのコンサートなどを実施し、音楽に親
　しむ機会の拡充を図る。
２　小中学生を対象としたクラシック音楽の
　ワークショップを開催し、これを発展させ、
　ジュニアオーケストラを発足させる。
３　世田谷の音楽事業の充実にふさわしい音
　楽施設のあり方を検討する。

平成２３年度
①コンサート事業の実
　施　　　　　 14回

平成２０年度

事業
内容

事業番号

ねらい

平成２１年度

3
3
 
5

計画目標
現　　況

1)　音楽事業の実
　施
　　　コンサート
　　　事業   9回
　　　教育普及事
　　　業の検討

事業費

《関連する計画》　世田谷区文化・芸術振興計画

61,971 千円 61,971 千円

年次別
計画

①コンサート事業の実
　施　　　　　 14回

平成２２年度

　　ジュニア世代のク
　　ラシック音楽ワー
　　クショップの開催

③音楽文化の場のあり
　方の調査研究

②教育普及事業  7回②教育普及事業  7回
　　ジュニアオーケス
　　トラ活動の展開

③音楽文化の場のあり
　方の調査研究

③音楽文化の場のあり
　方の調査研究

②教育普及事業  7回②教育普及事業  7回

③音楽文化の場のあり
　方の調査研究

　　ジュニア世代のク
　　ラシック音楽ワー
　　クショップの開催

　　ジュニアオーケス
　　トラの発足

①コンサート事業の実
　施　　　　　 14回

①コンサート事業の実
　施　　　　　 14回

生活文化部

事業分類

所管部

　「文化・芸術振興計画」の重点取組みとして、音楽事業の充実を図るとともに、音楽文化の場
のあり方を検討し、世田谷らしい個性ある音楽文化の展開を目指す。
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

③文化財保護、保存の
　拡充　　　　 　3件

③文化財保護、保存の
　拡充　　　　 　6件

教育委員会事務局事業名１８０３

③文化財保護、保存の
　拡充　　　　  12件

平成２１年度平成２０年度 平成２２年度

2

平成２３年度

3

①生涯学習のあり方検
　討

平成２３年度現　　況
1)　生涯学習の推
　進

①生涯学習計画の策定 ①生涯学習の推進

②区民文化財ボラン
　ティア養成の検討

②区民文化財ボラン
　ティアの養成

②区民文化財ボラン
　ティアの活動支援

②区民文化財ボラン
　ティアの活動支援

29,357 千円 31,247 千円 31,897 千円 31,897 千円

③文化財保護、保存の
　拡充　　　　 　9件

年次別
計画

事業費

事業番号

ねらい
　区民が、生涯にわたって学習できる機会の提供や環境づくりを推進する。また、区民との連
携、協力による文化財保護活動を推進し、文化財を区民共通の財産として継承する。

事業
内容

１　生涯学習を推進するための方向性や取組
　みについて、検討、整備する。
２　区内大学などと連携した区民向け講座な
　ど、区民が地域で学習できる機会を充実す
　る。
３　文化財の普及、啓発、保護のため、保護
　制度を充実する。

生涯学習の推進

－

計画目標 事業分類

所管部

①生涯学習事業分析と
　ニーズ調査の実施
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

　　　　　　　10か所

《関連する計画》　世田谷区スポーツ振興計画

23,696 千円

　　　　　　　 6か所

③世田谷246ハーフマ
　ラソンの実施

③世田谷246ハーフマ
　ラソンの実施

②総合運動場の整備

　　　　　　　 8か所 　　　　　　　10か所

　　イベント参加者数

②総合運動場の整備

　　イベント参加者数

⑤区立学校の校庭への
　夜間照明の設置

⑤区立学校の校庭への
　夜間照明の設置

④高齢者、障害児
　（者）スポーツ事業
　の実施         5種

＊１　総合型地域スポーツクラブ　学校体育施設などを拠点に地域住民が主体的に運営するスポーツクラブの形態。複
　　　　　　　　　　　　　　　　数の種目が用意され、子どもから高齢者まで地域の誰もが定期的にスポーツ活動や
　　　　　　　　　　　　　　　　文化活動を行うことができる。

④高齢者、障害児
　（者）スポーツ事業
　の実施         5種

　　　　 　 75,000人　　　　    73,500人 　　　 　　 74,500人

23,097 千円 23,097 千円 23,097 千円

⑤区立学校の校庭の夜
　間開放の検証

⑤区立学校の校庭への
　夜間照明の設置

現　　況
１　区内５地域に総合型地域スポーツクラブ＊１
　　を設立し、その支援を通じて地域スポーツ
　の振興を図る。
２　拠点施設となる総合運動場の整備や身近
　なスポーツの場となる区立学校施設の充実
　を図る。
３　スポーツ振興財団との連携を強化し、「ス
　ポーツの世田谷」の実現を目指す。

           延べ5地域

　　イベント参加者数

           延べ5地域

平成２３年度平成２０年度 平成２１年度

１８０４ 事業名

　区民が、生涯を通じて「いつでも」「どこでも」「だれでも」「いつまでも」気軽にスポー
ツ、レクリエーションに親しみ、楽しむことができる生涯スポーツ社会（「スポーツの世田
谷」）の実現を目指す。

2

①総合型地域スポーツ
　クラブへの支援

①総合型地域スポーツ
　クラブへの支援

事業費

事業
内容

事業番号

ねらい

年次別
計画

スポーツ振興担当部
教育委員会事務局

②総合運動場の整備

①総合型地域スポーツ
　クラブへの支援

生涯スポーツの振興

計画目標 事業分類
平成２３年度
1)　総合型地域ス
　ポーツクラブ
　　　　　 5地域
2)　スポーツまつ
　り、ハーフマラ
　ソンの参加者
　　　　75,000人
3)　区立学校の夜
　間照明
　　　　　10か所

1)　総合型地域ス
　ポーツクラブ
　　　　　3地域
2)　スポーツまつ
　り、ハーフマラ
　ソンの参加者
　　　　73,000人
3)　区立学校の夜
　間照明
　　　　　5か所

3
 
5

所管部

平成２２年度

           延べ5地域

②総合運動場の中長期
　整備計画の策定、整
　備

　　　　　延べ4地域

④高齢者、障害児
　（者）スポーツ事業
　の実施         4種

　　イベント参加者数

③世田谷246ハーフマ
　ラソンの実施

　　　 　 　74,000人

①総合型地域スポーツ
　クラブへの支援

③世田谷246ハーフマ
　ラソンの実施

④高齢者、障害児
　（者）スポーツ施策
　の検討
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

事業番号 １８０５ 事業名

11,597 千円 15,586 千円 12,676 千円 13,372 千円

《関連する計画》　世田谷区子ども読書活動推進計画

②家庭、地域、学校に
　おける読書活動の推
　進（子ども読書活動
　推進計画の評価と検
　証）

平成２３年度

②家庭、地域、学校に
　おける読書活動の推
　進
　　ブックリスト＊１の
　　作成　 44,000部
　　団体貸出
　　 　  年95,000冊

所管部 教育委員会事務局

事業
内容

地域の学習拠点としての図書館の
充実

事業費

平成２２年度
①これからの図書館像
　を示す図書館ビジョ
　ンの推進

①これからの図書館像
　を示す図書館ビジョ
　ンの策定

①図書館機能の調査、
　研究とこれからの図
　書館のあり方の検討

年次別
計画

平成２０年度 平成２１年度

②家庭、地域、学校に
　おける読書活動の推
　進
　　ブックリストの作
　　成　　 50,000部
　　団体貸出
　　　　 年96,000冊

②家庭、地域、学校に
　おける読書活動の推
　進
　　ブックリストの作
　　成　　 50,000部
　　団体貸出
　　　　 年97,000冊

①これからの図書館像
　を示す図書館ビジョ
　ンの推進

現　　況
1)　経堂図書館の
　運営方法などの
　検証
2)　子ども読書活
　動推進（第1期
　行動計画の推進
　と検証、第2期
　計画の策定）

ねらい

１　地域の学習拠点として求められる図書館に
　ついて、これからの図書館像を示す図書館ビ
　ジョンを策定し、地域の読書環境づくりを推
　進する。また、地域の特性に応じた図書館の
　運営、手法の導入などの取組みを進める。
２　「世田谷区子ども読書活動推進計画」を推
　進し、家庭、地域、学校における子どもたち
　の読書活動の充実を図る。

計画目標

　図書館機能を地域の学習拠点として充実し、生涯学習活動の基盤となる地域の読書環境づくり
を推進する。

3

平成２３年度
1)　図書館ビジョ
　ンの推進

2)　子ども読書活
　動推進（第2期
　行動計画の推
　進）

2

事業分類

＊１　ブックリスト　図書館員が薦める絵本などのリスト。
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実施計画事業

93,377 千円

＊１　パブリックコメント　区民意見提出手続といい、区民生活に広く影響を及ぼす区の基本的な施策などを策定
　　　　　　　　　　　　　する過程において区民が意見を述べる機会を設け、区政への区民参加の促進を図るた
　　　　　　　　　　　　　めの制度。

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　地域活動への区民の参加を促し、自主的なコミュニティ活動を支援する。
２　区民の区政への参加、参画を促進するため、パブリックコメント＊１や区民意見募集など
　で区民の意見や提案を受けるとともに、区政情報を提供する機能の一層の充実を図る。
３　世田谷区で活動する市民活動団体の自立を促進するとともに、市民活動団体と区との協
　働を推進していく。

事業費
総事業費 平成２３年度平成２２年度

指標名 現状値

104,815 千円 104,245 千円

区民によるコミュニティづくりの支援　　　　【事業番号　１９０１】
    地域活性化に向けた、地域活動団体などの自主的なコミュニティ活動を支援する。
区民参加、参画の促進　　　　【事業番号　１９０２】
    区民への行政情報提供や区民の声への対応の一層の充実を図り、区民の区政への参加、
  参画を促進する。
市民活動の促進　　　　【事業番号　１９０３】
    市民活動団体の自立を支援し、市民活動を促進させることにより、区との協働を推進
　する。

成果指標設定の考え方

1)　地域活動団体などが行う自主的な活動への支援件数 37件 90件

1)　町会や自治会などの地縁団体を中心とした団体との連携を前提とした市民活動をより効
　果的に支援するため、「地域の絆再生支援事業」を実施する。この取組みにより、新たな
　活動の展開や団体相互の交流が図られることから、実施件数を成果指標とする。

400,909 千円 98,472 千円

平成２０年度 平成２１年度

生活文化部　総合支所
政策経営部

平成２３年度目標値

実施計画
事業名 ⑲協働のまちづくりの推進

関　係
所管部

事業目的

目　標

　地域における自主的なコミュニティ活動を支援するとともに、市民活動団体の活動を促進
し、協働によるまちづくりを目指す。
  区民との情報共有を一層進めるとともに、地域のコミュニティ活動の担い手である区民、
事業者、区相互の協働をさらに推進する。

　町会、自治会をはじめとする区民団体やボランティア、ＮＰＯ、事業者など、多様で自主
的な地域活動を支援するとともに、区民、事業者、区が、互いの役割や責任を自覚、尊重
し、相互に連携することにより、身近な地域課題を自ら解決できるコミュニティづくりを進
める。
　また、区政に関する情報の提供を充実させるとともに、区の主要な計画などに区民の意見
を反映する仕組みを整備し、協働の前提となる区民参画の仕組みを強化する。

成果指標
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

31,193 千円 31,393 千円 31,348 千円 31,348 千円

②町会、自治会の地域
　活性化へ向けた取組
　み支援

③災害時に備えた地域
　の助けあい活動の推
　進に向けた支援

②町会、自治会の地域
　活性化へ向けた取組
　み支援

3

1)　地域活動への
　参加の促進

平成２３年度
①地域活動団体などの
　自主的活動の支援と
　ネットワークの拡充

③災害時に備えた地域
　の助けあい活動の推
　進に向けた支援

③災害時に備えた地域
　の助けあい活動の推
　進に向けた支援

③災害時に備えた地域
　の助けあい活動の推
　進に向けた支援

②町会、自治会への加
　入促進など、地域活
　性化へ向けた取組み
　支援

②町会、自治会の地域
　活性化へ向けた取組
　み支援

現　　況

①地域活動団体などの
　自主的活動の支援と
　ネットワークの拡充

1)　地域コミュニ
　ティ活性化支援
　事業の見直し検
　討

①地域活動団体などの
　自主的活動の支援と
　ネットワークの拡充

平成２２年度平成２１年度
①地域活動団体などの
　自主的活動の支援と
　ネットワークの拡充

平成２０年度

区民によるコミュニティづくりの
支援

所管部
生活文化部
総合支所

平成２３年度
事業分類

　地区のコミュニティを向上させる事業の展開によって、区民の地域活動への参加を促し、自主
的なコミュニティ活動を支援する。

１９０１ 事業名

計画目標１　地域コミュニティを活性化するため、地域
　活動団体の自主的活動の支援やネットワーク
　の拡充（地域の絆再生支援事業）を行う。
２　地域活性化に向け、町会、自治会への加入
　促進を行うなどの取組みに対する支援を行
　う。
３　災害時に備えた地域の助けあい活動に対
　し、支援体制の充実を図る。

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画
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実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

60,250 千円 49,382 千円事業費

＊１　パブリックコメント　区民意見提出手続といい、区民生活に広く影響を及ぼす区の基本的な施策などを策定す
　　　　　　　　　　　　　る過程において区民が意見を述べる機会を設け、区政への区民参加の促進を図るための
　　　　　　　　　　　　　制度。

54,632 千円

平成２３年度
1)　ホームページ
  へのアクセス数
　 　　 　10％増

①ホームページの１次
　改善

①ホームページの２次
　改善

③パブリックコメント
　の周知、推進

②政策広報の充実策の
　検証

１９０２ 事業名 所管部

①新たなホームページ
　の運用、検証

平成２３年度

事業分類

政策経営部

4

計画目標

平成２２年度

③パブリックコメント
　の周知方法の改善

③パブリックコメント
　の周知方法の検証

年次別
計画

②政策広報の充実策の
　実施

②政策広報の充実方法
　の検討

平成２０年度
①ホームページの拡充
　に向けた検討

③パブリックコメント
　の周知方法の検証

②政策広報の充実策の
　推進

1

ねらい
　区政に関する情報提供を充実し、区民、事業者などと情報や課題の共有化を図るとともに、条
例の制定や計画の策定などの過程で意見や提案を受けるなど、区民の区政への参加参画を促進す
る。

１　広報紙やホームページなどの情報提供の手
　法をよりわかりやすく利用しやすいように整
　備して広報機能を充実するとともに、パブリ
　ックコメント＊１のより効果的な活用策や区民
　の意見や要望を施策に反映する方策の検討な
　どにより広聴機能の充実を図る。

1)　ホームページ
  へのアクセス数
　　　 約270万件

事業
内容

事業番号 区民参加、参画の促進

現　　況

平成２１年度

60,775 千円
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

12,647 千円 12,647 千円 12,647 千円 12,647 千円

③市民活動団体と区と
　の協働の推進

②区民と市民活動団体
　の交流の促進

事業番号

①ＮＰＯセンターを活
　用したＮＰＯ支援の
　実施

ねらい

事業
内容

　市民活動団体が自立していけるよう支援し、市民活動を促進させることにより、市民活動団体
と区との協働を推進する。

所管部

               210件

平成２３年度

市民活動の促進

平成２２年度

計画目標

②区民と市民活動団体
　の交流の促進

②区民と市民活動団体
　の交流の促進

①ＮＰＯセンターを活
　用したＮＰＯ支援の
　実施

①ＮＰＯセンターを活
　用したＮＰＯ支援の
　実施

事業費

現　　況
1)　ＮＰＯなどと
　の協働事業件数
　（連携・協力・
　　委託） 174件

年次別
計画

①ＮＰＯセンターを活
　用したＮＰＯ支援の
　実施

１　ＮＰＯセンターや地域保健福祉等推進基金
　の活用により、市民活動の促進と区との協働
　を推進する。
２　職員研修などを通じて、ＮＰＯなどの市民
  活動団体に対する理解や協働に対する意識を
  高める。

平成２０年度

               192件

生活文化部

               201件

2

平成２３年度
1)　ＮＰＯなどと
　の協働事業件数
　（連携・協力・
　　委託） 210件

               183件

②区民と市民活動団体
　の交流の促進

１９０３ 事業名

③市民活動団体と区と
　の協働の推進

　　協働事業件数

事業分類

　　協働事業件数 　　協働事業件数 　　協働事業件数

平成２１年度

③市民活動団体と区と
　の協働の推進

③市民活動団体と区と
　の協働の推進
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実施計画事業

＊２　ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）　配偶者や恋人など親密な関係の中での身体的、心理的暴力や子ど
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もを巻き込んだ暴力。

＊１　ワークライフバランス　　　　　　　　　働く人が、家庭や余暇などの仕事以外の生活と仕事を両立して行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くことができる状態。

総事業費 平成２３年度平成２０年度 平成２１年度

事業体系

構成する
事業の
考え方

１　子育てに夢が持てる環境づくりや企業の男女共同参画促進への支援などを通じ、男女が
　ともに「仕事と生活の調和（ワークライフバランス＊１）」の取れた生き方ができる社会を
　築く。
２　男女共同参画推進の拠点施設である男女共同参画センター“らぷらす”の機能を充実さ
　せる。
３　ドメスティック・バイオレンス(ＤＶ)＊２根絶への取組みを通じて、男女がともに人権を
　尊重し合う社会をつくる。

事業費

男女共同参画による地域社会の活性化　　　　【事業番号　２００１】
    女性の就業や起業などへのチャレンジ、再チャレンジを支援する事業や企業の男女共同
　参画促進への支援などを実施する。
男女共同参画センターの機能充実　　　　【事業番号　２００２】
    男女共同参画センター“らぷらす”の事業の充実や情報発信の強化などの取組みを通じ
　た機能の充実を進め、認知度を向上させて区民利用の拡大を図る。
ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の根絶　　　　【事業番号　２００３】
    関係機関とも連携しながら、事業の充実を図り、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）
　根絶に向けた啓発や被害者への支援を進める。

平成２２年度

指標名 現状値 平成２３年度目標値

1)　男女共同参画に関する各種講座などの参加者数 4,100人

2)　区の審議会などで女性委員の占める割合

2,100人

成果指標設定の考え方
成果指標

事業目的

目　標
　男女が、互いにその人権を尊重し、責任を分かち合い、互いに協力し合って、それぞれの
個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会を目指す。

　家庭、学校、職場、地域などのあらゆる場と機会を通して男女共同参画についての意識改
革に取り組む。
　仕事と家庭の両立支援に向けて、区民や事業者への啓発や事業者への支援などの取組みを
促進し、一人ひとりが生活や仕事の中での将来展望を描き、実現できる環境を整備していく。

1)　区が実施する男女共同参画についての意識改革の取組みとして、各種講座やイベントを
　開催する。講座などに参加した人数の増加が、男女共同参画の取組みに対する関心を示す
　数値として計ることができるため、参加者数を成果指標とする。
2)　区の政策、方針決定過程への女性の参画が進むことは、女性の意見を反映し、男女共同
　参画社会の構築を進めるうえで重要なため、割合を成果指標とする。

28.4% 35%

生活文化部　総合支所
産業政策部　子ども部

実施計画
事業名 ⑳男女共同参画の推進

関　係
所管部

46,621 千円201,270 千円 47,366 千円 56,244 千円 51,039 千円

116



実施計画事業を構成する事業

L 分類

14,072 千円 8,108 千円 4,118 千円

③区民意識調査実施

                 1回

③

⑤

4,118 千円

①「仕事と生活を考え
　る１週間」の開催
　  参加者数 1,600人

②企業の男女共同参画
　促進への支援

    企業表彰実施 1回

④

②企業の男女共同参画
　促進への支援

②企業の男女共同参画
　促進への支援

    企業表彰実施 1回     企業表彰実施 1回

平成２３年度
事業分類

平成２０年度 平成２２年度

3

平成２３年度
①「仕事と生活を考え
　る１週間」の開催
　  参加者数 1,700人

①「仕事と生活を考え
　る１週間」の開催
　  参加者数 1,800人

1)　「仕事と生活
　を考える１週
　間」の参加者数
 　　　　1,500人
2)　区内企業にお
　けるポジティブ
　・アクション＊３
　の認知度
　　　　　  50％

現　　況
1)　「仕事と生活
　を考える１週
　間」の参加者数
 　　　　2,000人
2)　区内企業にお
　けるポジティブ
　・アクションの
　認知度
　　　　　  60％

平成２１年度
①「仕事と生活を考え
　る１週間」の開催
　  参加者数 2,000人

１　「仕事と生活を考える１週間＊１」を開催
　し、ワークライフバランス＊２（仕事と生活
　の調和）の理念の周知を図る。
２　ワークライフバランスの観点から、働き
　やすい職場づくりに取り組む企業を表彰し、
　企業の男女共同参画促進への支援を行う。

計画目標

③

    企業表彰実施 1回

⑤

④企業意識調査実施

⑤「世田谷区男女共同
　参画プラン」調整計
　画の策定

③

②企業の男女共同参画
　促進への支援

  ｢世田谷区男女共同参画プラン｣に基づく取組みを進め、男女がそれぞれの個性と能力を十分
発揮できる社会を構築する。

男女共同参画による地域社会の活
性化

所管部
生活文化部　産業政策部
子ども部

事業名２００１

④

事業番号

事業
内容

ねらい

事業費

年次別
計画

＊２　ワークライフバランス　　　働く人が、家庭や余暇などの仕事以外の生活と仕事を両立して行くことができ
　　　　　　　　　　　　　　　　る状態。

④

＊３　ポジティブ・アクション　　雇用の場において、事業者等が期限を設定して行う男女均等確保、格差解消の
　　　　　　　　　　　　　　　　ための取組み。

《関連する計画》　世田谷区男女共同参画プラン　

⑤

＊１　仕事と生活を考える１週間　１週間にわたり、女性の起業を支援する「わくわくワークフェスタ」をメイン
　　　　　　　　　　　　　　　　イベントとして、企業のトップによるセミナーや女性のチャレンジを支援する
　　　　　　　　　　　　　　　　事業。

                 1回

117



実施計画事業を構成する事業

Ｌ 分類

38,703 千円 38,275 千円

①男女共同参画講座の
　内容充実

③子ども室を利用した
　事業の実施

37,944 千円

③子ども室を利用した
　事業の実施

④相談事業充実の検討 ④相談事業の充実 ④相談事業の充実 ④相談事業の充実

年次別
計画                 2回                1回

事業名

②区民企画講座の実施②区民企画講座の実施

①男女共同参画講座の
　内容充実

①男女共同参画講座の
　内容充実

　男女共同参画センターが、男女共同参画推進の拠点施設としての役割を十分に果たすことが
できるよう機能の充実を図る。

平成２０年度 平成２１年度

男女共同参画センターの機能充実 生活文化部２００２

                3回                 4回

①男女共同参画講座の
　内容充実

所管部

１　「男女共同参画プラン」の重点取組みと
  なっている男女共同参画センター“らぷら
  す”の充実に向け、新たな運営体制の確立
　を図り、多様な男女共同参画事業の実施と
　施設の有効活用を進めながら、認知度向上
　と利用者拡大につなげる。

②区民企画講座の実施

平成２２年度 平成２３年度

事業分類

3

平成２３年度
計画目標

現　　況

③子ども室を利用した
　事業の実施

1)　男女共同参画
　センター“らぷ
　らす”年間利用
　延べ人数
      　80,000人
2)　“らぷらす”
　認知度  14.1％

1)　男女共同参画
　センター“らぷ
　らす”年間利用
　延べ人数
        82,000人
2)　“らぷらす”
　認知度　24.1％

②区民企画講座の実施

事業
内容

事業番号

ねらい

事業費 38,612 千円

③子ども室を利用した
　事業の検討

《関連する計画》　世田谷区男女共同参画プラン　
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実施計画事業を構成する事業

L 分類

4,636 千円 4,228 千円 4,228 千円 4,228 千円
回

                 1回                  1回                  1回

④被害者支援者団体と
　の共同研修の実施

回

③職員研修の実施

①ＤＶ被害者同行支援
　事業の試行

                 1回

ねらい

＊２　ＤＶ被害者同行支援事業　　　　　　　  単独での外出や手続きをする際に対人関係に不安を持つＤＶ被害者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に対し、付き添いを行う事業。

②相談事業の実施
    電話相談枠の拡大
               週1回

③職員研修の実施

④被害者支援者団体と
　の共同研修の実施

④被害者支援者団体と
　の共同研修の実施

④被害者支援者団体と
　の共同研修の実施

回

3

　ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）＊１は、深刻な人権侵害であるという認識を社会全体
で共有できるよう啓発を進め、区民、関係機関、区が連携して、ＤＶの根絶に取り組んでいく。

計画目標

③職員研修の実施

平成２２年度
①ＤＶ被害者同行支援
　事業の実施

①ＤＶ被害者同行支援
　事業の実施

１　ＤＶ被害者が、公的機関などで手続きな
　どを行う際に同行する事業を実施する。
２　ＤＶに関する電話相談を週１回に拡大し
　て実施する。
３　区の職員が、窓口や施設などで被害者に
　適切な対応ができるよう、研修を実施する。
　被害者の相談や支援を担当する職員に対し
　ては、被害者支援者団体との連絡会の場を
　活用し、より専門的な研修を行う。

③職員研修の実施

生活文化部　総合支所
子ども部

ドメスティック・バイオレンス
（ＤＶ）の根絶

平成２３年度

事業分類
平成２３年度
1)　ＤＶ被害者同
　行支援事業の実
　施
2)　相談事業の実
　施
　  電話相談枠の
　　拡大 　週1回

事業費

現　　況
1)　ＤＶ被害者同
　行支援事業＊２の
　検討
2)　相談事業の実
　施
　　 電話相談
　　　　 　月4回

事業番号

年次別
計画

事業
内容

平成２０年度 平成２１年度
①ＤＶ被害者同行支援
　事業の実施

所管部２００３ 事業名

《関連する計画》　世田谷区男女共同参画プラン　

＊１　ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）　配偶者や恋人など親密な関係の中での身体的、心理的暴力や子ども
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を巻き込んだ暴力。

②相談事業の継続実施
　　電話相談
　　　　　　   週1回

②相談事業の継続実施
　　電話相談
　　　　　　   週1回

②相談事業の継続実施
　　電話相談
　　　　　　   週1回

                 1回                  1回                  1回                  1回
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第４章 財政計画 
  

 

 

       １ 財政見通し 

２ 実施計画事業費 

        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 121  



1　財政見通し（平成20～22年度）

（単位：百万円）

予算額 増減額 伸び率 予算額 増減額 伸び率 予算額 増減額 伸び率

特別区税 113,665 3,358 3.0% 115,503 1,838 1.6% 117,159 1,656 1.4%

特別区交付金 47,400 6,400 15.6% 48,100 700 1.5% 49,600 1,500 3.1%

国庫･都支出金 37,061 3,692 11.1% 40,350 3,289 8.9% 36,872 △ 3,478 △8.6%

特別区債 1,000 △ 3,091 △75.6% 3,000 2,000 200.0% 5,000 2,000 66.7%

繰入金 4,247 △ 1,665 △28.2% 2,300 △ 1,947 △45.8% 2,700 400 17.4%

その他 32,035 280 0.9% 31,933 △ 102 △0.3% 30,522 △ 1,411 △4.4%

歳入合計 235,409 8,974 4.0% 241,186 5,777 2.5% 241,853 667 0.3%

人件費 48,477 △ 912 △1.8% 48,196 △ 281 △0.6% 47,871 △ 325 △0.7%

実施計画事業費 29,493 2,900 10.9% 34,733 5,240 17.8% 27,726 △ 7,007 △20.2%

その他の経常経費 157,439 6,987 4.6% 158,257 818 0.5% 166,255 7,999 5.1%

歳出合計 235,409 8,974 4.0% 241,186 5,777 2.5% 241,853 667 0.3%

歳
 
 
 
 
入

歳
 
 
出

（「平成20年度　当初予算（案）概要」より）

○「実施計画事業費」は、世田谷区実施計画に基づく事業の経費(特別会計を除きます。)
  です。

○「その他の経常経費」は、人件費、実施計画事業費以外のすべての経費を含みます。

○この財政見通しは、経済状況などの変化に対応し、再調整を行います。

　平成20年度から平成22年度までの財政収支の見通しは、以下のとおりです。

区分
２０年度 ２１年度 ２２年度
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（１）歳入 
    ○特別区税 

 19 年度の特別区民税は、個人住民税所得割の 10％比例税率化の関連により、

前年度比でマイナスを見込んでいます。20 年度以降は、引き続き、景気回復の

流れが持続するとの前提により、特別区民税については一定の増収を見込んで

います。 

    ○特別区交付金 

 19 年度は、個人住民税所得割の 10％比例税率化の関連による特別区間の税収

のシェア変動や、配分率変更の影響等を見込みました。20・21 年度については、

19 年度予算額を基本に、市街地再開発などの大型需要の算定増を見込んでいま

す。 

    ○国庫・都支出金 

今後予定されている主な補助事業について、その事業費の見込みに応じて増

減を反映しています。 

    ○特別区債 

起債発行額については、安定した財政基盤の構築に向けてさらに抑制を目指

し、単年度あたりの発行水準（限度）を 50 億円（従前は 70 億円）としていま

す。 

    ○繰入金 

      都市整備基金、義務教育施設整備基金については、事業量に応じて一定の繰

入れを予定しています。なお、今後の安定した財政基盤の構築のため、年度間

の財政調整を目的とする財政調整基金については、残高の確保のために繰入れ

を予定していません。 

 

（２）歳出 

    ○人件費 

定員適正化計画による定数削減効果を見込むとともに、再任用職員や再雇用職

員の増減、退職手当の増などを反映しています。なお、19 年度から退職手当が大

きく増加し、当分の間、高い水準で推移します。 

    ○実施計画事業費 

19 年度については、当初予算の編成にあわせて修正された計画に基づき、その

事業費を見込んでいます。なお、20・21 年度については、次の実施計画期間に該

当するため、暫定的に現計画（17 年度から 19 年度の 3か年）の平均額を基本に、

市街地再開発事業等の大規模事業を考慮した額としています。 

    ○その他の経常経費 

歳入見込みの総額から、人件費、実施計画事業費を除いた額を「その他の経常

経費」の額としています。この経常経費の総枠の中で、公共施設の改築・改修経

費の増などの行政需要の増加に対応していくことが必要になります。 

（１） 歳入 
    ○特別区税 

 特別区民税については、引き続き、景気回復の流れが持続することを前

提として、一定の増額を見込んでいます。なお、21 年度以降における「ふ

るさと納税」制度の導入による影響は、現時点では見込んでいません。 

    ○特別区交付金 

 特別区交付金については、19 年度における決算見込み額を基本に、市

街地再開発などの大型需要における今後の需要算定の増などを見込みま

した。 

    ○国庫・都支出金 

今後予定されている主な補助事業について、その事業費の見込みに応じ

て増減を反映しています。 

    ○特別区債 

特別区債については、安定した財政基盤の構築に向けて、さらなる抑制

を目指し、単年度あたりの発行水準（限度）を 50 億円としています。な

お、各年度における予算編成にあたっては、収支の状況を踏まえて、さら

なる抑制を目指します。 

    ○繰入金 

      都市整備基金、みどりのトラスト基金、義務教育施設整備基金につい

ては、事業量に応じて一定の繰入れを予定しています。なお、今後の安

定した財政基盤の構築のため、年度間の財政調整を目的とする財政調整

基金については、残高の確保のための繰入れを予定していません。 

 

（２） 歳出 
    ○人件費 

定員適正化計画による定数削減効果を見込むとともに、再任用職員や再

雇用職員の増減、退職手当の増などを反映しています。なお、退職手当は、

今後も高い水準で推移します。 

    ○実施計画事業費 

平成 20 年度を初年度とする新たな世田谷区実施計画に基づき、各年度

の実施計画事業費を見込んでいます。 

    ○その他の経常経費 

歳入見込みの総額から、人件費、実施計画事業費を除いた額を「その

他の経常経費」の額としています。この経常経費の総枠の中で、公共施

設の改築、改修経費の増などの行政需要の増加に対応していくことが必

要となります。 
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２　実施計画事業費

（１）平成20年度～23年度実施計画事業費
（単位：百万円）

将来目標

主要テーマ

実施計画事業名

安全で安心なまち 9,015 9,626 9,933 9,680

地域社会の安全の確保 1,882 2,651 2,685 2,481

1,631 2,400 2,434 2,229

251 251 251 252

6,317 6,210 6,545 6,494

753 1,103 1,411 1,364

5,564 5,107 5,134 5,130

区民生活の安心の実現 816 766 703 706

126 120 120 119

690 646 583 587

魅力的で活力あふれるまち 6,159 9,438 7,727 2,358

にぎわいのあるまちづくり 6,094 9,320 7,608 2,313

6,094 9,320 7,608 2,313

世田谷だからできる魅力ある産業の振興 65 118 119 45

30 22 23 23

34 96 96 22

健康でやすらぎのあるまち 8,563 10,117 4,339 5,835

8,319 9,874 4,094 5,575

8,319 9,874 4,094 5,575

快適な環境で持続可能な地域社会の実現 164 176 191 206

164 176 191 206

健康づくり・疾病予防の推進 80 67 54 54

80 67 54 54

世田谷の文化を育み、未来が輝くまち 5,609 5,390 5,571 5,569

次代を担う人づくり 3,040 2,557 2,559 2,510

1,196 551 564 564

32 30 32 33

1,812 1,976 1,964 1,913

安心して子どもを育てられる環境づくり 2,425 2,688 2,869 2,917

1,941 2,204 2,385 2,432

484 484 484 484

144 144 144 143

144 144 144 143

区民が創るまち 146 161 155 140

協働のまちづくり 98 105 104 93

98 105 104 93

男女共同参画推進のまちづくり 47 56 51 47

47 56 51 47

29,493 34,733 27,726 23,583

５　サービスを安心して利用できる環境の整備

世田谷の文化・個性を活かしたまちづくり

１６　多様な子育て支援

１７　子どもを守る仕組みづくり

１１　「環境都市」世田谷の実現

９　魅力ある都市農業の推進

１０　やすらぎのあるまちづくり

８　地域産業の活性化

６　地域に住み続けられるまちづくり

１８　世田谷の文化・個性を活かしたまちづくり

７　世田谷のにぎわいアップ

１２　健康づくりから介護予防までの一貫した取組み

水と緑が豊かで美しいまちなみのある世田谷づくり

１３　成長に応じた子どもの支援

計

１４　地域とともに子どもを育てる教育

20年度 21年度

事業費

23年度22年度

１　災害に強いまちづくり

２　犯罪のないまちづくり

３　ユニバーサルデザインのまちづくり

４　地域道路、交通ネットワークの構築

安全に移動できる都市基盤と区民生活を支える公共交通の整備

２０　男女共同参画の推進

１９　協働のまちづくりの推進

１５　魅力ある学校づくり
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世田谷区実施計画（平成 20 年度～23 年度）は、世田谷区基本計画（平

成 17 年度～26 年度）を具体的に実現するため、世田谷区実施計画（平成

17 年度～19 年度）の取組みを踏まえ、引き続き、平成 20 年度を初年度と

する 4年間の計画を年次別に示したものです。 

この実施計画は、基本計画にある 13 の主要テーマに示された問題解決

の方向性に沿って、横断的な取組みを計画化しており、毎年度、実施計画

事業の成果指標（実施計画事業の目標の実現に向けて、目指すべき水準を

数値などを用いて、定量的に分かりやすく示したもの）などに基づき、評

価し、評価結果を計画や事業の見直し（追加、修正など）に活用するとと

もに、その推進状況を明らかにしていきます。 

 

（２） 複数年度予算 
「複数年度予算」は、あらかじめ定めた期間の中で、優先すべき事業を

着実かつ効率的に進めるため、財源配分の計画を策定し、各年度における

予算計上額を、その期間内の事業進捗等にあわせて調整していくものです。 

世田谷区では、前実施計画の策定にあわせて、平成 17 年度から、この

複数年度予算の考え方を取り入れた財政運営を行っており、財政計画（財

政見通し）に、あらかじめ実施計画事業に要する事業費を見込んだ上で、

各年度の事業費について、事業進捗などを踏まえながら、調整を図ってい

ます。 

新たな実施計画に基づく期間（平成 20 年度～23 年度）においても、こ

の複数年度予算の考え方を基本に、引き続き、計画的な財政運営を進めて

いきます。 

なお、区財政を取り巻く環境変化などにより、今後の収支見込みを大幅

に変更する必要が生じた場合には、実施計画の取組みについても見直しを

行います。 
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第１章 計画の考え方 

１ 計画策定の考え方 

（１）現状認識 

①行政経営の必要性 

景気は回復基調にあるものの、個人住民税所得割の 10％比例税率

化（フラット化）など一連の税制改正の影響により、区税収入をめ

ぐる環境が不透明ななか、小中学校をはじめとして公共施設の更新

需要が高まるなど、引き続き、厳しい財政運営が求められています。  
その一方で、国庫補助負担金の自主財源化などの地方分権や各種

規制緩和が進み、自治体が主体的に判断し、資源を適切に配分する

自律的な行政経営や地域経営が求められています。  
②区民の目線に立った行政経営改革の推進 

  重点課題に集中的に財源と人員を投入し、新たな課題にすばやく

対応するためには、行政手法の転換を図るとともに、従来の仕事の

やり方を見直し、少数精鋭で、効率的にサービスを提供することが

できる強い組織力を築く必要があります。  
サービスの質の向上や手続きのスピードアップなど、区民が実感

できる成果を挙げ、区民の理解を得ながら、区民の目線に立った行

政経営改革を継続的に進めることが求められています。  
 

 

（２）取組みの考え方 

①行政手法の転換による見直し 

  従来の行政手法を見直して、転換を図ることにより、新たなニー

ズに対応できる財源と人員を生み出します。  
入札・契約事務の改善など新たな取組みに着手するとともに、今

後の都区制度改革や公共サービス改革法の動向などに対応していき

ます。  
②現場の発想を活かした主体的な改善 

  区民満足度を高めるため、区の窓口やサービスを利用する区民の

立場に立って、現場の創意工夫を活かしながら、区民への対応やサ

ービスをきめ細かく改善し、区民が実感できる取組み成果を挙げま

す。  
③継続的な取組み 

   定員適正化、債権管理の強化、補助金の見直し、外郭団体の改善、

職員の福利厚生の見直しなど、継続して取り組むべき項目は、引き

130 



続きこの計画で取り扱います。  
なお、職員の定員適正化については、民間活力の活用など事業手

法の見直しや組織など取組み体制の見直しと連動させて進めます。  
 

２ 計画の位置づけ 

 ①計画の位置づけ 

行政経営改革計画は、基本計画の第６章「計画の推進に向けて」

実現のための計画と位置づけ、「公共施設整備方針」、「外郭団体改善

方針」などとの整合性を確保しています。  

 ②計画期間 

   平成 20 年度から 23 年度の４か年を計画期間とし、行政改革と経

営改革を進めます。  
 

３ 区の取組みの経緯 

 ① 「区民の目線に立って点検し、見直すべきは見直す」という区長

公約に基づき、平成 15 年度に外部委員による政策評価委員会が設置

され、同委員会は、区の実施する約 2,600 の全事務事業を点検して、

改善に向けた提言を行いました。区では、この提言に基づいて事務

事業を見直し、平成 16 年度予算に反映するとともに、これ以降の取

組みについては、平成 17 年度を初年度とする３か年の「行政経営改

革計画」を策定し、経営の視点から、行財政改革を計画的に進めて

きました。 

 ② 行政経営改革計画（平成 17～ 19 年度）では、地方分権の推進、

少子高齢化の進展など区を取り巻く社会環境の変化に対応しながら、

従来の行財政改善から一歩進め、区民の目線に立った「行政経営」

の確立を目指し、事務事業の見直しや執行体制の効率化を進めると

ともに、行政経営の仕組みづくりを進めました。 

 ③ 全事務事業の点検に基づく見直し、行政経営改革計画の推進、職

員費の抑制、内部経費の抑制などにより、平成 15 年度から 18 年度

までの４年間の財政効果（次年度予算への反映額の合計）は、 110
億円以上にのぼっています。 

 ④ 区では、こうして確保した財源を、安全安心施策、子ども施策な

どの重点施策に優先的に配分し、「いつまでも住み続けたい『魅力あ

ふれる 安全・安心のまち世田谷』」の実現に向け、取り組んでいま

す。 
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第２章 基本方針 

１ 基本方針 

（１）自治体運営の自律の推進 

 ①都区制度改革に取り組み、自律性をさらに高めます。  
 ②近隣自治体との連携を強化します。  
 
（２）新たな時代にふさわしい地域行政の推進 

 ①安全で安心なまちづくりを身近な地域で推進します。  
 ②地域におけるコミュニティの活性化を図ります。  
 ③執行体制の簡素化を進めます。  
 
（３）区民の目線に立った行政経営の確立 

 ①区民の目線に立った行政経営を確立します。  
 ②区政への区民参加を促進し、区政の透明性を向上します。  
 ③安定した財政基盤の確立と計画的な財政運営を進めます。  
 ④組織の簡素化や職員定数の適正化を推進します。  
 
（４）資源の有効活用による区民サービスの向上 

 ①民間活力を積極的に活用します。  
 ②外郭団体の改善と活用を進めます。  
 ③区有財産を有効に活用します。  
 ④電子政府の取組みを推進します。  
 
（５）継続的な事務改善の推進 

 ①行政の役割の変化や成果重視の視点から、事業の目的、内容、手法

の見直しを進めます。  
 ②主体的な事務改善を継続的に進めます。  
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２ 重点取組み 

 ○この計画の期間中に、特に、重点的に取り組むものについては、「重

点取組み」として掲げ、推進します。  
 

（１）自律した自治体の実現 

 ○取組み項目  
都区制度改革、区民参加の促進、公会計手法の改善、行政評価の充

実、政策研究機能の充実 など  
 

（２）区民満足度の向上 

 ○取組み項目  
  窓口の改善、窓口開庁・サービス提供時間の延長、ＩＣＴなどを活

用した情報やサービスの提供、相談体制の改善 など  
 

（３）実施効率の向上 

 ○取組み項目  
  民間活力の活用、外郭団体の改善、課題に柔軟に即応できる組織体

制の整備、定員適正化の推進、職員福利厚生等の見直し、公共施設

の経営改善、公共施設の機能・役割の転換、納付方法の拡張・電子

化、入札・契約事務の改善、子ども施策の実施手法の改善、事務の

集中化、情報の共有化・有効活用 など  
 

（４）行財政の改善 

○取組み項目  
債権管理の強化、利用者負担の適正化、区有財産の有効活用、広告

事業の実施、補助金の見直し、貸付金の見直し、現金給付の見直し 

など  
 

（５）改革の継続的推進 

○取組み項目  
現場からの改善運動の推進、人材育成の充実、職員の率先行動の推

進、区民との協働の推進 など  
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第３章 行政経営改革計画年次別計画 
  

 

      １ 年次別計画の考え方 

２ 行政経営改革計画取組み項目 

３ 行政経営改革計画年次別計画（取組み項目個表） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

135 



136 

第３章 行政経営改革計画年次別計画 

１ 年次別計画の考え方 

（１）年次別計画の考え方 

区民の目線に立った効率的な行政経営を進めるためには、区民ニ

ーズの変化、民間サービス市場の動向、行政に求められる役割の変

化などを的確に踏まえ、不断に見直しを続ける必要があります。こ

のため、この計画では、区政の経営状況を踏まえ、年度ごとの取組

みを見直し、必要に応じて追加し、変更することとします。 

こうした見直しにより、取組みの中身が入れ替わっていくことを

前提として、この年次別計画では、５つの重点取組みに沿って、取

組みの大きな枠組み（取組み項目）を示すこととしました。 

 

（２）年次別計画の内容 

  取組み項目ごとに、次の①から⑤までを計画個表として示します。 

①現況・課題 

 なぜ、この取組み項目が必要なのか、平成 19 年度末の時点で

の問題の状況をわかりやすく示します。 

②対応の方向 

 現況・課題に対し、計画期間中にどう取り組むかを示していま

す。 

③取組み目標 

 計画期間中に何を達成すべきかを示しています。 

④取組み内容 

 目標達成のための取組みのうち、主なものを示しています。 

⑤年次別計画（年度ごとの取組み内容と効果額） 

 年度ごとの具体的な取組み内容を示しています。毎年度、必要

に応じて改定します。効果額は、計画の初年度について具体的

な額を示しています。それ以降は、年度ごとの計画改定時に明

らかにしていきます。 

 

（３）推進状況の報告と計画の改定について 

   年度ごとに、各取組み項目の推進状況を把握して評価し、それ

に基づいて、必要に応じて、取組みを追加し、変更するなど、計

画を改定していきます。なお、計画の推進状況と改定内容につい

ては、毎年３月に公表します。 
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２ 行政経営改革計画取組み項目 

（１）取組み項目一覧 

重点取組み 番号 取組み項目 

101 都区制度改革 

102 区民参加の促進 

103 公会計手法の改善 

104 行政評価の充実 

(1)自律した 

自治体の 

実現 

105 政策研究機能の充実 

201 窓口の改善 

202 窓口開庁・サービス提供時間の延長 

203 ＩＣＴなどを活用した情報やサービスの提供 

(2) 区 民 満 足 度

の向上 

204 相談体制の改善 

301 民間活力の活用①（施設運営） 

302 民間活力の活用②（事業推進・内部事務） 

303 外郭団体の改善 

304 課題に柔軟に即応できる組織体制の整備 

305 定員適正化の推進 

306 職員福利厚生等の見直し 

307 公共施設の経営改善 

308 公共施設の機能・役割の転換 

309 納付方法の拡張・電子化 

310 入札・契約事務の改善 

311 子ども施策の実施手法の改善 

312 事務の集中化 

(3) 実 施 効 率 の

向上 

313 情報の共有化・有効活用 

401 債権管理の強化 

402 利用者負担の適正化 

403 区有財産の有効活用 

404 広告事業の実施 

405 補助金の見直し 

406 貸付金の見直し 

(4)行財政の改善 

407 現金給付の見直し 

501 現場からの改善運動の推進 

502 人材育成の充実 

503 職員の率先行動の推進 

(5)改革の 

継続的推進 

504 区民との協働の推進 

 
 



（２）取組み項目個表の見方 

 

 

 

 

 

 

番号  101 項目名  都区制度改革  所管部  政策経営部  

現況・課題  
地方分権の進展を踏まえ、特別区における一層の自主性、自立

性の確保に向けて、都区のあり方を根本的かつ発展的に検討する

ことが必要となっている。  

対応の方向  
都区のあり方検討委員会 ＊ １ の中で、都区の事務配分等に関す

る検討を進める。都区財政調整制度＊ ２ に関する区の独自調査を継続

する。  

取組み目標  地方分権の時代にふさわしい都区のあり方に向け、改善の取組みを進

める。 

取組み内容  都区の事務配分等に関する検討、新たな都区財政調整制度に向

けた取組み  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

都 区 事 務 配 分 等

に関する検討  
 
都 区 財 政 調 整 制

度 に 関 す る 区 独

自調査と研究  

都区事務配分等

に関する検討  
 
都区財政調整制

度に関する区独

自調査と研究  
 

都区事務配分等

に関する検討  
 
都区財政調整制

度に関する区独

自調査と研究  

都区事務配分等

に関する検討  
 
都区財政調整制

度に関する区独

自調査と研究  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ 都区のあり方検討委員会 都区の事務配分、特別区の区域のあり方、都区の税財政制度など、

都区のあり方について検討するため、都区協議会の中に設置され

た委員会。 

＊２ 都区制度（都区財政調整制度） 大都市における行政事務を一体的に実施するため、市町村

事務の一部を都が行い、市町村税の一部を都が徴収する制

度。都と特別区との間の財源配分や、特別区相互間の財源

調整の機能をもつ。 

 
 

 

 

 

計 画 期 間 中 に 何

を 達 成 す べ き か

を 示 し て い ま

す。  

目 標 達 成 の た め の

取組みのうち、主な

も の を 示 し て い ま

す。  

年度ごとの具体的な取組

み内容を示しています。

毎年度、必要に応じて改

定します。  

取組みによる歳出減、歳入増の

２０年度予算反映額です。２１

年度以降の効果額は、今後、順

次、示していきます。  

計 画 事 業 で 使 用 し て い る 用 語

を解説しています。表中に＊で

表示しています。 
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３ 行政経営改革計画年次別計画（取組み項目個表） 

 

（１）自律した自治体の実現 

 

 

【重点取組みとして選定した背景】 

 地方分権が進み、自治体の権限や財政の自由度が増してきていますが、

その反面、自治体の責任はますます重くなってきています。構造改革特

区の実施や各種規制緩和とあいまって、自治体にとって政策の選択の幅

が広がるということは、自治体が、何を、どのように進めるかが、常に

問われるということです。 

これまでの全国横一線の政策のあり方から、地域の実情に応じ、ニー

ズにきめ細かく対応する政策のあり方へと転換するためには、自ら考え、

自ら行動する「自律した自治体の実現」のあり方を念頭に置いて、区の

行政経営を進める必要があります。 

 

【取組み項目を選定した理由】 

 「自律した自治体の実現」に向けた取組みとして、区政の基本理念で

ある「区民自治の確立」の実現が最も重要です。そこで、計画期間中の

取組みとして、区民に対する情報提供の充実と区民意見把握の拡充に関

わる「②区民参加の促進」と「③公会計手法の改善」を挙げました。 

 「自律した自治体の実現」に向けては、都との関係の整理、改善が重

要です。このため「①都区制度改革」を挙げました。 

 「自律した自治体の実現」とは、行政経営の視点のもと、自ら考え、

自ら行動する自治体のことです。その前提として、区民満足度の向上を

目標として見据えることや、財源や人材の確保、既存資源の有効活用に

よる事業実施の効率化、不断の見直しによる改革の継続などが必要とな

りますが、これらは別の「重点取組み」として掲げました。さらに、よ

り経営の根幹に関わるものとして、取組みの成果を踏まえて、新たな政

策を生み出す「④行政評価の充実」、「⑤政策研究機能の充実」を挙げま

した。 

 

 

自律した自治体の実現

実施効率の向上  

改革の継続的推進  

区民満足  

度の向上  
行財政  

の改善  
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番号  101 項目名  都区制度改革  所管部  政策経営部  

現況・課題  
地方分権の進展を踏まえ、特別区における一層の自主性、自立

性の確保に向けて、都区のあり方を根本的かつ発展的に検討する

ことが必要となっている。  

対応の方向  
都区のあり方検討委員会 ＊ １ の中で、都区の事務配分等に関す

る検討を進める。都区財政調整制度＊ ２ に関する区の独自調査を継続

する。  

取組み目標  地方分権の時代にふさわしい都区のあり方に向け、改善の取組みを進

める。 

取組み内容  都区の事務配分等に関する検討、新たな都区財政調整制度に向

けた取組み  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

都 区 事 務 配 分 等

に関する検討  
 
都 区 財 政 調 整 制

度 に 関 す る 区 独

自調査と研究  

都区事務配分等

に関する検討  
 
都区財政調整制

度に関する区独

自調査と研究  
 

都区事務配分等

に関する検討  
 
都区財政調整制

度に関する区独

自調査と研究  

都区事務配分等

に関する検討  
 
都区財政調整制

度に関する区独

自調査と研究  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ 都区のあり方検討委員会 都区の事務配分、特別区の区域のあり方、都区の税財政制度など、

都区のあり方について検討するため、都区協議会の中に設置され

た委員会。 

＊２ 都区制度（都区財政調整制度） 大都市における行政事務を一体的に実施するため、市町村

事務の一部を都が行い、市町村税の一部を都が徴収する制

度。都と特別区との間の財源配分や、特別区相互間の財源

調整の機能をもつ。 
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番号  102 項目名  区民参加の促進  所管部  政策経営部  

現況・課題  豊かな地域社会を形成するためには、区政への区民参加をさら

に進め、区民主体のまちづくりを推進する必要がある。  

対応の方向  
区政の現況や主要課題などを区民にわかりやすく情報提供す

るとともに、区民意見をきめ細かくとらえることにより、区民参

加を促進する。  

取組み目標  区民参加の促進に向け、区政情報をわかりやすく提供するとと

もに、広聴機能の充実を図る。  

取組み内容  
身近な課題を取り上げた政策広報紙の発行、パブリックコメン

ト ＊ １ の 周 知 、 区 民 意 識 調 査 や 区 政 モ ニ タ ー の 活 用 手 法 の 検 討

など  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

政策広報の充実
方法の検討  
 
パブリックコメ
ントの周知方法
の検討  
 
区民意識調査項
目の検討､整備  
 
区政モニター活
用手法の検討  

政策広報の充実
策の実施  
 
パブリックコメ
ントの周知方法
の改善  
 
区民意識調査項
目の検証  
 
区政モニター活
用手法の検証  

政策広報の充実
策の検証  
 
パブリックコメ
ントの周知方法
改善の検証  
 
 

政策広報の充実
策の推進  
 
パブリックコメ
ントの周知、推
進  
 
 

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ パブリックコメント 区民意見提出手続といい、区民生活に広く影響を及ぼす区の基本的な

施策などを策定する過程において区民が意見を述べる機会を設け、区

政への区民参加の促進を図るための制度。 

 
番号  103 項目名  公会計手法の改善  所管部  政策経営部  

現況・課題  中長期的な視点に立ち、将来負担なども見通した計画的な財政

運営と自治体財政の透明化が求められている。  

対応の方向  新たな財政健全化判断指標の公表をはじめ、ストック情報やコ

スト情報などの財務状況を区民にわかりやすく公表する。  

取組み目標  区の財政情報をわかりやすく公表し、健全財政の維持と区政の

透明性の向上を図る。  
取組み内容  各種財政指標の公表、公会計＊ １の整備の推進  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  
財 政 指 標 の わ

か り や す い 公

表  
  

公 会 計 の 整 備

推進の検討  
公 会 計 の 整 備

推進  
公 会 計 の 整 備

推進  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ 公会計 国や地方自治体の会計制度。これまでは、各年度における現金収支の把握を中心と

していたため、民間企業における会計制度（企業会計）と比較すると、資産や負債

などのストック情報やコスト情報などの会計的管理が不十分とされている。 
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番号  104 項目名  行政評価の充実  所管部  政策経営部  

現況・課題  
限りのある資源を有効に活用し、効率的な行政経営を進めるた

めには、計画 (P)－実施 (D)－評価 (C)－改善 (A)のＰＤＣＡサイク

ルにより、区の取組みの成果を検証、評価していく必要がある。 

対応の方向  区の取組みを必要性や有効性、効率性などの多角的視点から点

検し、経営改善を進める。  

取組み目標  評価手法の転換により行政評価を充実するとともに、これに基

づく行政経営改善手法を確立する。  
取組み内容  事業分析の導入など行政評価手法の改善と評価結果の活用  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  
行 政 評 価 手 法

の改善  
 
 

新 た な 行 政 評

価 の 実 施 と 評

価 結 果 に 基 づ

く経営改善  

評 価 の 継 続 実

施 と 評 価 結 果

の活用  

評 価 の 継 続 実

施 と 評 価 結 果

の活用  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  

 
番号  105 項目名  政策研究機能の充実  所管部  政策経営部  

現況・課題  

地方分権の推進や規制緩和の促進などの動向をとらえ、質の高

いまちづくりを進めていくためには、地域の課題を的確に把握

し、地域の人材や関係機関のネットワークと連携しながら、区自

らが独自の政策を切り開く力を強化する必要がある。  

対応の方向  

せたがや自治政策研究所 ＊ １ を中心として、中長期的な視野の

もと調査や政策研究を進める。また、政策研究などの活動を通じ

て職員の政策形成能力の向上を図るとともに、さまざまな情報や

知恵を蓄積していくため、民間や大学の研究機関などとのネット

ワークを構築する。  

取組み目標  
中長期的な視点からの調査や政策研究の成果や関係機関との

ネットワークの構築により、区の政策形成力の基盤の確保と向上

を図る。  

取組み内容  調査･政策研究、情報の収集･発信、所管部課の政策立案支援、

職員の人材育成、関係機関などとのネットワークづくり  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

調査・政策研究  
 
政策形成支援  
 
情報発信  
 

調査・政策研究  
 
政策形成支援  
 
情報発信  
 
ネ ッ ト ワ ー ク
づくり  

調査・政策研究  
 
政策形成支援  
 
情報発信  
 
ネ ッ ト ワ ー ク
づくり  

調査・政策研究  
 
政策形成支援  
 
情報発信  
 
ネ ッ ト ワ ー ク
づくり  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ せたがや自治政策研究所 区政に関する総合的な調査研究を行うため、平成 19 年４月に政策

経営部内に設置された組織。 

 



（２）区民満足度の向上 

 

 

【重点取組みとして選定した背景】 

 行政経営改革とは、不断の見直しと改善にほかなりません。そして、

改革を継続するためには、区民に対してその成果を明らかにし、理解を

得ながら進める必要があります。 

これまでは事務事業の改廃や職員定数の適正化によって確保した財源

や人材を新規や重点の施策に投入し、区民福祉の向上を図ってきました。

しかし、これら改革の成果は区民にとって見えにくい面があります。

今後は、実施手法の転換により効率を改善し、コストを削減しながら、

行政の質を向上させる改革が求められています。 

 区民満足度の向上を目標として、改善の取組みを進めることにより、

区民が実感できる成果を挙げ、区民の理解を得ながら、さらなる改革を

継続的に進める必要があります。 

 

【取組み項目を選定した理由】 

 先に述べたように、「区民満足度の向上」は、今回の行政経営改革計画

の総合的な目標であり、計画のすべての取組み項目に関わってきます。

ここでは、計画期間中に区民が実感できる成果を挙げることを目指し、

区民と区の直接の接点である窓口、情報提供やサービス提供の現場、あ

るいは相談などの場面に着目し、これらの質を高めることを通じて、区

民満足度の向上を目指すこととしました。 

このため、次の取組み項目を挙げています。 

①「窓口の改善」 

②「窓口開庁・サービス提供時間の延長」 

③「ＩＣＴなどを活用した情報やサービスの提供」 

④「相談体制の改善」 

 

 
 

自律した自治体の実現

実施効率の向上  

改革の継続的推進  

区民満足 

度の向上 

行財政  

の改善  
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番号  201 項目名  窓口の改善  所管部  総合支所 各部  

現況・課題  
自治の主体であり、納税者である区民と区との信頼関係の構築

に向け、区民との重要な接点である窓口において、サービスの質

と効率のさらなる向上に取り組む必要がある。  

対応の方向  
区民の目線からの区役所づくりに全庁的に取り組み、区民満足

度の向上を図る。  

取組み目標  
区民満足度の向上、区のイメージアップ、区民との信頼関係の

構築を図る。  

取組み内容  
カウンターや待合スペースの改善など窓口環境の改善、案内や

サインなどの改善、マニュアルやチェックリストの活用による窓

口対応能力の向上 など  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  
窓 口 環 境 の 改

善実施  
 
 

窓 口 環 境 の 改

善実施  
窓 口 環 境 の 改

善実施  
窓 口 環 境 の 改

善実施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  

 
 

番号  202 項目名  
窓口開庁・サービス提供

時間の延長  
所管部  各部  

現況・課題  区民のライフスタイルの多様化に対応したサービス提供時間

の拡大が求められている。  

対応の方向  窓口開庁日やサービス提供時間を拡大し、利便性の向上を図

る。  

取組み目標  窓口開庁日やサービス提供時間の拡大により、これまでサービ

スを利用しにくかった区民も利用しやすい環境を整備する。  

取組み内容  出張所土曜日窓口の各地域１か所ずつの開設、認可保育園の長

時間延長保育の拡充  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

出 張 所 土 曜 日

窓口の開設（各

地域１か所）  
 
認 可 保 育 園 の

長 時 間 延 長 保

育の拡充  

実施  
 
 
 
拡充  

実施  
 
 
 
拡充  

実施  
 
 
 
拡充  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
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番号  203 項目名  
ＩＣＴなどを活用した

情報やサービスの提供  
所管部  政策経営部 各部  

現況・課題  
区では、電話やインターネットの活用により、自宅にいながら

知りたい情報が得られる仕組みを整備したが、さらなる利用環境

の整備が求められる。  

対応の方向  
ＩＣＴ ＊ １ 環境の整備や制度の周知案内を進め、利用の促進を

図る。  

取組み目標  
ＩＣＴなどの活用により、必要な時に必要な情報やサービスが

得られる。  

取組み内容  
お問い合わせセンターの利用促進、区ホームページによる情報

提供や電子申請の充実 など  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  検討  
 
 

実施  実施  実施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１  ＩＣＴ  アイシーティー (Information and Communication Technology)。情

報通信技術。ネットワーク通信による情報、知識の共有が念頭に置

かれた表現。従前はＩＴ(Information Technology)と言われていた。 

 
番号  204 項目名  相談体制の改善  所管部  政策経営部 各部  

現況・課題  
社会情勢の変化やライフスタイルの多様化に伴う区民ニーズ

の変化に柔軟に対応するため、現在実施している各種相談業務の

体系や内容を見直す必要がある。  

対応の方向  
各種相談窓口に関する情報をよりわかりやすく区民に提供す

るとともに、区が実施する相談業務の内容を見直し、時代に合わ

せて整理し、拡充を図る。  

取組み目標  
日常生活で起こる困りごとについて、気軽に相談できる体制を

整備する。  

取組み内容  
相談利用者のニーズの把握、相談業務改善の検討、各種相談に

関する情報提供の改善 など  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

業 務 内 容 の 点

検、検討  
 
情 報 提 供 の 改

善検討  

業 務 内 容 の 改

善  
 
情 報 提 供 の 改

善  

改 善 内 容 の 評

価、検証  
評価、検証に基

づく改善  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
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（３）実施効率の向上 

 

 

【重点取組みとして選定した背景】 

 限られた資源を有効に活用して、区民満足度の向上を目指すためには、

実施効率の向上が必要不可欠です。かつては、さまざまな規制や国によ

る補助金の規定などにより、事業手法やその改善の余地も制限されてい

ました。しかし、規制緩和が進み、公共的分野に多くの民間事業者が進

出する一方で、構造改革特区＊ １や公共サービス改革法＊ ２の実施などによ

り、自治体が創意工夫を活かしやすい環境の整備が進もうとしています。

こうしたことを踏まえ、地域のニーズと資源の状況に応じて、実施手

法を改善し、実施の効率化を図る必要があります。なお、実施効率の向

上を目指すにあたっては、効率のみを追い求めるのではなく、「区民満足

度の向上」や「自律した自治体の実現」のあり方を踏まえ、スピードア

ップや質の向上など、総合的な視点から取り組む必要があります。 

 

【取組み項目を選定した理由】 

 実施の効率化を図るにはさまざまな手法が考えられますが、ここでは

大きく「取組み体制の改善」と「実施手法の転換」の２つの視点から取

組みを整理しています。 

 まず「取組み体制の改善」として、民間活用、外郭団体、庁内体制の

３点について、それぞれ「①②民間活力の活用」、「③外郭団体の改善」、

また、庁内体制にかかわる「④課題に柔軟に即応できる組織体制の整備」、

「⑤定員適正化の推進」、「⑥職員福利厚生等の見直し」を挙げました。

続いて「実施手法の転換」として、「⑦公共施設の経営改善」、「⑧公共

施設の機能・役割の転換」、「⑨納付方法の拡張・電子化」、「⑩入札・契

約事務の改善」、「⑪子ども施策の実施手法の改善」、「⑫事務の集中化」、

「⑬情報の共有化・有効活用」を挙げました。 

 
＊１ 構造改革特区 自治体や民間企業の申請に基づき、国が例外的に規制を緩和した特別区域を

設ける政策。平成 15 年４月から認定申請が開始された。 

＊２ 公共サービス改革法 公共サービスの民間開放による、サービスの質の向上と経費節減を目

指し、公共サービスの担い手を官民の競争で決める市場化テストの実

施手続きを定めた法律。  
 

自律した自治体の実現

実施効率の向上

改革の継続的推進  

区民満足  

度の向上  
行財政  

の改善  

 

 

 

 

 

148 



149 

 

番号  301 項目名  
民 間 活 力 の 活 用 ① (施

設運営)  
所管部  各部  

現況・課題  
公共施設運営について、指定管理者制度 ＊ １ の円滑な導入をは

じめ、民間のノウハウを有効に活用し、サービスの質の向上と運

営効率の改善、経費の節減などを図る必要がある。  

対応の方向  
施設が対応すべきニーズの状況や運営主体となる民間事業者

の動向を見極めながら、施設運営の民間委託や民営化などを進め

る。  

取組み目標  施設運営の民間委託、民営化により、サービス向上、経営改善、

経費節減などを達成する。  

取組み内容  区立保育園の民営化、学校給食調理業務の民間委託、図書館運

営の見直し、指定管理者制度の円滑な運営 など  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

給 食 調 理 業 務
民間委託  
 
区 立 保 育 園 民
営化１園  
 
 
経 堂 図 書 館 の
運営・手法の評
価、検証  
 

給 食 調 理 業 務
民間委託  
 
区 立 保 育 園 民
営化１園  
 
 
こ れ か ら の 図
書 館 像 を 示 す
図 書 館 ビ ジ ョ
ンの策定  

給 食 調 理 業 務
民間委託  
 
区 立 保 育 園 民
営化１園、民営
化の検証  
 
図 書 館 ビ ジ ョ
ン 実 現 に 向 け
た取組み  

給 食 調 理 業 務
民間委託  
 
民 営 化 の 検 証
を 踏 ま え た 対
応  
 
図 書 館 ビ ジ ョ
ン 実 現 に 向 け
た取組み  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ 指定管理者制度 地方自治法の改正により、公の施設の管理委託先（指定管理者）に民間事

業者などの参入を可能とした制度。 

 

番号  302 項目名  
民 間 活 力 の 活 用 ② (事

業推進・内部事務)  
所管部  各部  

現況・課題  
規制緩和や公共的分野への民間参入が進むなかで、内部事務を

含め、これまで区が直接実施していた分野における民間のノウハ

ウの活用について検討し、推進する必要がある。  

対応の方向  公共的事業への民間事業者の参入状況などを踏まえ、民間活用

が可能であり、有効な事業から取り組み、実施の効率化を図る。 

取組み目標  民間活用による事業のさらなる推進、事業実施の効率化、事務

の効率化、省力化、経費の節減などを達成する。  

取組み内容  
区債権に係る電話催告の民間委託、広報、啓発分野での民間協

働、内部事務に係る民間委託の検討と推進、委託範囲の拡大やプ

ロポーザル方式＊ １ による事業者選定の拡大 など  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  検討・実施  
 

検討・実施  
 

検討・実施  検討・実施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ プロポーザル方式 提案要求仕様に基づき、提案（プロポーザル）を募集する事業者選定方

式。通常の競争入札よりも、事業者の専門性や独自のアイデアなどを活

かしやすい。 
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番号  303 項目名  外郭団体の改善  所管部  政策経営部 各部  

現況・課題  
外郭団体 ＊ １ 改善方針に基づき、引き続き、団体の経営改善や

効率化に向けた取組みや区の支援、関与のあり方の見直しを進め

る必要がある。  

対応の方向  
団体の経営改善に向け、適切な指導調整を行うとともに、区の

支援や関与のあり方をさらに見直す。  

取組み目標  
区職員の派遣や財政的支援のバランスを適正なものとし、団体

の主体的経営を確立する。  

取組み内容  
平成 21 年度を初年度とする新たな改善計画の策定と推進、  

団体の経営改善に向けた継続的な指導調整  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

前 計 画 の 実 績

評価の公表、新

た な 「 改 善 計

画」の策定  
 

新たな「改善計

画」の推進  
新たな「改善計

画」の推進と実

績評価の公表  

新たな「改善計

画」の推進と実

績評価の公表  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ 外郭団体 区が資本金、基本金その他これに準ずるものの４分の１以上を出資している団体

や継続的な財政支出を行っている団体のうち、特に指導・調整の必要がある団体

として「世田谷区外郭団体の指導調整要綱」に定めている財団法人、社団法人、

会社法法人などの 13 団体。 
 

番号  304 項目名  
課題に柔軟に即応でき

る組織体制の整備  
所管部  政策経営部  

現況・課題  
多様化する区民ニーズに的確かつ迅速に対応することを基本

に、団塊の世代の職員の大量退職に伴う職員構成の大きな変化を

見据え、効率的で効果的な組織体制を構築する必要がある。  

対応の方向  
中長期的な展望のもと、対症療法型行政から予防型行政への転

換をより一層推進するための組織体制を整備する。  

取組み目標  
組織のスリム化を含め、全体として簡素化、効率化、スピード

化を目指す体制を構築するとともに、役割分担と責任の所在を明

確にし、適正かつ確実なチェック機能が働く組織体制とする。  

取組み内容  
国の法改正などや区政の重点課題、緊急課題に対応するための組

織改正、プロジェクトチーム＊ １など組織横断的な取組み体制の活

用  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  
年次別計画  実施  

 
実施  実施  実施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ プロジェクトチーム 定められた期間内に特定の目的を達成するため、必要な人材を選定し、

編成した臨時の作業班のこと。 
 



 

番号  305 項目名  定員適正化の推進  所管部  総務部  

現況・課題  

区の将来役割を見極めながら、適正規模の人員体制の構築に向

け、職員一人ひとりの資質や能力を最大限に引き出し、また、組

織活性化による組織力の向上を図りながら、職員定数の削減を計

画的に進める必要がある。  

対応の方向  
組織の合理化、業務整理や手法転換による効率化とともに、計

画的な職員採用や配置、人材育成を進め、少数精鋭の組織づくり

を目指す。  

取組み目標  
平成 18 年度から平成 22 年度までの５年間で、合計 550 名の

職員定数を削減する（ 19 年度までに 256 名を削減済み）。  

取組み内容  
業務内容や手法あるいは取組み体制の見直しによる効率化、再

任用職員や非常勤職員の活用  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

   
 
 
新 た な 定 員 適

正 化 計 画 ＊ ２ の

検討  
 

人 材 育 成 計 画

＊ ３ と 整 合 さ せ

た 新 た な 定 員

適 正 化 計 画 の

推進  

効 果 額  1,140,000 千円  ―  ―  ―  
＊１ 集中改革プラン 平成 16 年 12 月に国において閣議決定された「今後の行政改革の方針」と、

これを踏まえて平成 17 年 3 月に総務省から示された「地方公共団体におけ

る行政改革の推進のための新たな指針」を受け、区として取り組むべき目

標や方向性を定めたプラン。 

＊２ 定員適正化計画 中長期的な視点から区が担う役割を見定め、適切な規模の組織、人員体制

の構築に向け、職員定数の適正化を進めるための目標を定めた計画。 

＊３ 人材育成計画 新たな時代のまちづくりを支え、多様な課題を解決することのできる職員

を育成するための施策をまとめた計画。 

 
番号  306 項目名  職員福利厚生等の見直し  所管部  総務部  

現況・課題  
職員の福利厚生制度などについて、業務の実態や公務員を取り

巻く社会環境の変化を踏まえ、これまでの制度のあり方を適宜見

直していく必要がある。  

対応の方向  
制度のあり方を見直し、実施の効率化や、時代に合わないもの

を廃止し、転換を進める。  

取組み目標  適切で効率的な職員の福利厚生制度などを実現する。  

取組み内容  職員住宅の利用基準の見直し、各種手当制度の点検と見直し  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  
年次別計画  検討・実施  

 
検討・実施  検討・実施  検討・実施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  

集中改革プラン＊１（平成 18～22 年度）の推進など  
目標 550 名の削減  （19 年度までの実績△256 名）  
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番号  307 項目名  公共施設の経営改善  所管部  各部  

現況・課題  
各所管部課では、それぞれ施設運営の効率化に努めているが、

同規模施設の運営経費を横断的に評価するなど、全庁的な経営改

善の仕組みが必要である。  

対応の方向  
施設運営経費を全庁的に把握し、この分析評価に基づき、課題

を抽出し、対応策を講ずる仕組みを整備して取り組む。  

取組み目標  
運営手法や設備などの見直しにより、光熱水費をはじめ、施設

運営経費を節減する。また、熱や二酸化炭素の排出量も削減する。 

取組み内容  
施設経営改善のための仕組みづくり、光熱水費、業務委託経費、

改修経費などの分析とこれに基づく改善、公共施設利用システム

の改善  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

施 設 運 営 経 費

の調査分析  
 
公 共 施 設 利 用

シ ス テ ム の 改

善  

施 設 運 営 経 費

削減策の実施  
施 設 経 営 改 善

の継続実施  
施 設 経 営 改 善

の継続実施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  

 
番号  308 項目名  公共施設の機能・役割の転換  所管部  各部  

現況・課題  
法制度改正や区民ニーズの変化に対応して、施設の機能や役割

の転換を計画的に図る必要がある。  

対応の方向  
少子化対策の推進、障害者自立支援法の施行、医療制度改革な

どの社会環境の変化に対応し、施設の機能や役割の転換を計画的

に進める。  

取組み目標  
新たな時代のニーズに的確に対応できるよう、施設の役割を見

直し、機能、体制、業務内容を改善する。  

取組み内容  
総合福祉センター・保健センターの機能の見直し、ふじみ荘・

ひまわり荘の機能検討、区広報板の配置や管理の改善 など  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  
 
 
 

   

効 果 額  ―  ―  

次ページの表を参照  

―  ―  

 
 
 
 
 

152 



153 

 
 平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

保健センター 

医療制度改革

などに基づく

健康増進事業

の再構築  

   

総合福祉セン

ター  

介 護 保 険 事

業、児童療育

相談訓練事業

などの見直し  

   

老人休養ホーム 
ふじみ荘  

機能検討  検討結果に基

づいた対応  
検討結果に基

づいた対応  
検討結果に基

づいた対応  

障害者休養ホーム 
ひまわり荘  

機能検討  検討結果に基

づいた対応  
検討結果に基

づいた対応  
検討結果に基

づいた対応  

野毛図書室  機能転換の検討 機能転換の検討 機能転換の検討 機能転換の実施 

青年の家  
新たな青少年

施設の構想策定 
周辺公共施設

との複合化  
周辺公共施設

との複合化  
 

広報板  

再配置のモデ

ル実施(２地区) 
再配置ガイド

ラインの作成  

再配置の実施

（５地区）  
再配置の実施

（１０地区）  
再配置の実施

（１０地区）  
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番号  309 項目名  納付方法の拡張・電子化  所管部  会計室  財務部  各部  

現況・課題  
区民の利便性を高め、さらには、税や保険料などの収納率を高

めるためには、いつでもどこでも簡単に納付ができる環境の整備

に向け、納付方法の拡張・電子化を図る必要がある。  

対応の方向  
納付方法の選択肢の拡大に努め、区民ができるだけ簡単に納付

できる環境づくりを進めるとともに、口座振替やコンビニ納付の

利用促進により区収納窓口の省力化を図る。  

取組み目標  
納付方法の電子化と利用促進により、区民の利便性の向上、収

納率の向上、収納事務の効率化を実現する。  
取組み内容  口座振替やコンビニ納付の利用促進、納付方法の電子化の実施検討  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

口 座 振 替 等 の

促進  
 
納 付 方 法 の 電

子 化 の 実 施 検

討  

口 座 振 替 等 の

促進  
 
納 付 方 法 の 電

子 化 の 実 施 検

討  

口 座 振 替 等 の

促進  
 
検 討 結 果 に 基

づく改善  

口 座 振 替 等 の

促進  
 
検 討 結 果 に 基

づく改善  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  

 
番号  310 項目名  入札・契約事務の改善  所管部  財務部  

現況・課題  

世田谷区入札制度改革検討委員会＊ １ による「入札制度改革の提

言（答申）」を踏まえ、区内事業者の育成や地域経済の発展など

を考慮しつつ、入札・契約事務の競争性、透明性、公平性のさら

なる向上に努める必要がある。  

対応の方向  
入札・契約事務の競争性、透明性、公平性の向上を目指し、段

階的に改善を進める。  

取組み目標  
入札・契約事務における競争性、透明性、公平性の向上と事務

の効率化を達成する。  

取組み内容  
希望制指名競争入札＊ ２の適用範囲の拡大、世田谷区独自格付け

の廃止、入札監視委員会の運営、電子入札の円滑な運営、財務会

計、電子入札と連携した契約、検査システムの開発・運用  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

希望制指名競争

入札の拡大検討 
独自格付けの廃止 

希望制指名競争

入札の拡大  
 
新たな契約・検

査システムの設

計  

 
 
 
新たな契約・検

査システムの開

発  

 
 
 
新たな契約・検

査システムの運

用  
効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ 世田谷区入札制度改革検討委員会 区が発注する公共工事などの入札制度について、競争性、

透明性、公平性の向上を検討するため設置された外部委

員で構成する委員会。 

＊２ 希望制指名競争入札 契約案件の概要や入札参加のための条件を公表し、入札参加希望事業

者を募ったうえで入札を実施する制度。 
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番号  311 項目名  子ども施策の実施手法の改善  所管部  子ども部  

現況・課題  
子ども施策を取り巻く社会環境や法制度が大きく転換するな

かで、子ども施策の実施手法を改善し、的確な対応を図ることが

求められている。  

対応の方向  
「放課後子どもプラン」、認定こども園など新たな制度に対応

しながら、子ども施策の実施手法の改善を図る。  

取組み目標  
「放課後子どもプラン」などに対応した新 BOP 事業の改善、

認定こども園や認証保育所を活用した提供体制の拡充  

取組み内容  
「放課後子どもプラン」などに対応した新 BOP 事業の改善、

民間施設の認定こども園への移行、保育室の認証保育所への移

行、保育室のあり方検討  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

新 BOP 事業改
善の検討、実施  
 
民 間 施 設 の 認
定 こ ど も 園 へ
の移行促進  
 
認 証 保 育 所 へ
の移行  
 

新 BOP 事業改
善の実施  
 
民 間 施 設 の 認
定 こ ど も 園 へ
の移行促進  
 
認 証 保 育 所 へ
の移行  

 
 
 
民 間 施 設 の 認
定 こ ど も 園 へ
の移行促進  
 
認 証 保 育 所 へ
の移行  

 
 
 
民 間 施 設 の 認
定 こ ど も 園 へ
の移行促進  
 
認 証 保 育 所 へ
の移行  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  

 
番号  312 項目名  事務の集中化  所管部  各部  

現況・課題  
庁内のマンパワーを有効に活用するためには、類似事務の集中

化による事務処理の効率化を図る必要がある。  

対応の方向  
区民ニーズの変化や制度改正など、事務量や事務処理手法を変

動させる要素を見極め、集中化が事務効率を高めるものについて

計画的に推進する。  

取組み目標  
類似事務の集中化により、事務効率を向上させ、人件費を削減

する。  

取組み内容  現行集中処理の適用範囲の拡大、類似業務の統合化  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  検討  
 
 

検討・実施  検討・実施  検討・実施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
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番号  313 項目名  情報の共有化・有効活用  所管部  政策経営部  

現況・課題  
サービスの質の向上や事務の効率化に向け、さまざまな創意工

夫が求められており、こうした経営改善に有益な情報を庁内で共

有化し、有効に活用する必要がある。  

対応の方向  
専門人材や手法改善の成功事例など、行政経営の質の向上に役

立つ情報について、共有化・有効活用を進める。  

取組み目標  
区イントラネット ＊ １ の活用などにより、役に立つ有益な情報

を簡単に公開・利用できる仕組みを構築する。  

取組み内容  
専門人材、改善成功事例、他自治体や民間企業のグッドプラク

ティス ＊ ２ などの紹介ページの作成、庁内向けメール・マガジン

の発行  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

庁 内 向 け メ ー

ル・マガジンの

発行、改善事例

や 専 門 人 材 の

紹介  
 

庁 内 向 け メ ー

ル・マガジンの

発行、改善事例

や 専 門 人 材 の

紹介  

庁 内 向 け メ ー

ル・マガジンの

発行、改善事例

や 専 門 人 材 の

紹介  

庁 内 向 け メ ー

ル・マガジンの

発行、改善事例

や 専 門 人 材 の

紹介  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ イントラネット 全世界に広がるインターネットに対して、特定の自治体や企業などの内部

に使用を限定した閉じられたコンピュータ・ネットワークのこと。 

＊２ グッドプラクティス ある目的を達成するためにこれまで実施された取組みのうち、最も優

れていて、これから実施する者の模範となる取組みを指す。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



157 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（４）行財政の改善 

 

 

【重点取組みとして選定した背景】 

 区は、これまでも計画的に「行財政の改善」に取り組んできました。

しかし、今後とも新たな区民ニーズ、区政課題に的確かつ迅速に対応し

ていくためには、さらに柔軟な財政運営のできる余地が求められていま

す。引き続き「行財政の改善」に取り組み、中長期的な視点に立った計

画的な行財政運営が必要です。 

「行財政の改善」は行政経営の基本であり、「区民満足度の向上」、「自

律した自治体の実現」という大きな目標を達成するための前提条件とな

るものです。区民が安心できる健全な財政運営を継続することは、将来、

市場からの資金調達が必要になった場合にも、区にとって有利に働くも

のと考えられます。 

 

【取組み項目を選定した理由】 

 行財政の改善を図るためには、まず「重点取組み」として別途掲げた

「実施効率の向上」や「改革の継続的推進」により、細かな改善を積み

上げながら、コスト意識を庁内隅々にまで浸透させ、日々の取組みの中

で改善を進める必要があります。 

 そのうえで、さらなる歳入確保策として、「①債権管理の強化」、「②利

用者負担の適正化」、「③区有財産の有効活用」を引き続き、進める一方

で、これまでより、さらに一歩進んだ区有財産の活用手法として、新た

に「④広告事業の実施」に取り組むこととします。 

 これとともに「⑤補助金の見直し」、「⑥貸付金の見直し」、「⑦現金給

付の見直し」により、支出の見直しを進めることとします。 

 

 

 

自律した自治体の実現

実施効率の向上  

改革の継続的推進  

区民満足  

度の向上  
行財政 

の改善 
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番号  401 項目名  債権管理の強化  所管部  財務部 各部  

現況・課題  
特別区民税、国民健康保険料、保育料などの滞納が依然として

多い。必要な財源と負担の公平性、公正性を確保するため、各種

債権を適切に管理する必要がある。  

対応の方向  

新たな債権管理重点プラン＊ １（平成 20～ 23 年度）を策定し、

これに基づき、コンビニ収納など納付機会の拡大、電話催告の機

会拡大による滞納の防止、滞納者に対する強制徴収や法的措置の

実施など、収納率の向上と滞納整理の強化を図る。なお、平成

21 年度以降の目標収納率などについては、新たな債権管理重点

プランで定める。  

取組み目標  各種債権について、収納率の向上と収入未済額の縮小を実現す

る。  

取組み内容  債権管理重点プランに基づく取組み（納付機会の拡大、電話催

告の機能充実、強制徴収や法的措置の実施など）  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

新 た な 債 権 管
理重点プランの
策定  
 
現年分目標収納率 
特別区民税  
98.5％  
国民健康保険料  
92.0％  
保育園保育料  
99.2％  

債 権 管 理 重 点
プ ラ ン に 基 づ
く取組み  

債 権 管 理 重 点
プ ラ ン に 基 づ
く取組み  

債 権 管 理 重 点
プ ラ ン に 基 づ
く取組み  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ 債権管理重点プラン 特別区民税や国民健康保険料などの各種債権について、収納率向上や

滞納整理など債権管理の強化に向けた具体的取組みをまとめた計画。 

 
番号  402 項目名  利用者負担の適正化  所管部  各部  

現況・課題  

施設使用料、保育園や区立幼稚園の保育料をはじめ、区のサー

ビスの利用者負担について、区民間の負担の公平性の確保、税に

よる負担と利用者による負担の適正なバランスの確保の観点か

ら見直す。  

対応の方向  利用者による負担と税による負担の適正なバランス、区民間の

負担の公平性の視点から、利用者負担額を見直す。  

取組み目標  順次、利用者負担額の見直しを進め、利用者負担の適正化を段

階的に実現する。  

取組み内容  施設使用料、保育園や区立幼稚園の保育料の改定、手数料の見

直しの実施  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  
施設使用料、保
育園と区立幼稚
園の保育料の改
定  

利用者負担の見
直しの実施  

利用者負担の見
直しの実施  

利用者負担の見
直しの実施  

効 果 額  290,000 千円  ―  ―  ―  
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番号  403 項目名  区有財産の有効活用  所管部  財務部 各部  

現況・課題  
民間市場で進められている資産活用手法の多様化を踏まえ、区

有地などの有効活用と財政の健全化の視点から、区有財産の有効

活用をさらに進める必要がある。  

対応の方向  
区が所有する土地や建物などについて、未活用地を中心に、世

田谷区公有財産有効活用指針＊ １に基づき、有効活用を図る。  

取組み目標  
維持管理経費の削減と売払い、貸付などによる財産運用収入の

増額を実現する。  

取組み内容  
世田谷区公有財産有効活用指針に基づく未活用地の売払い、貸

付や暫定利用の推進  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  
未 活 用 地 の 売

払い、貸付や暫

定利用の実施  
 

未 活 用 地 の 売

払い、貸付や暫

定利用の実施  

未 活 用 地 の 売

払い、貸付や暫

定利用の実施  

未 活 用 地 の 売

払い、貸付や暫

定利用の実施  

効 果 額  80,000 千円  ―  ―  ―  
＊１ 世田谷区公有財産有効活用指針 区が所有する公有財産について、財政の健全化を図るため、

その有効活用や管理の一層の効率化に関して基本的な事項

を定めたもの。 

 
番号  404 項目名  広告事業の実施  所管部  政策経営部 各部  

現況・課題  
区の資源の有効活用と財源の確保の視点から、印刷発行物をは

じめ、区の資源を民間事業者の広告媒体として活用することによ

り、新たな財源の開拓を目指す必要がある。  

対応の方向  
全庁的な広告掲載基準や審査の仕組みを定めるなど、区民に誤

解を与えることのないよう十分注意しながら、広告事業を推進

し、新たな財源の確保を目指す。  

取組み目標  
広告料金収入として新たな財源を確保するとともに、事業経費

を縮減する。  

取組み内容  
広告事業実施要綱や広告掲載基準の制定、広告審査会の設置、

印刷発行物などへの広告掲載  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

広 告 審 査 の 仕
組みの整備  
 
広 告 掲 載 の 実
施  

広 告 審 査 の 仕
組みの運営  
 
広 告 掲 載 の 実
施  

広 告 審 査 の 仕
組みの運営  
 
広 告 掲 載 の 実
施  

広 告 審 査 の 仕
組みの運営  
 
広 告 掲 載 の 実
施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
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番号  405 項目名  補助金の見直し  所管部  政策経営部 各部  

現況・課題  

補助金交付の有効性を高めるためには、交付手続きの公正性や

透明性を確保するとともに、補助金交付が生み出した成果を検証

し、社会環境の変化を踏まえながら、制度を定期的に見直す必要

がある。  

対応の方向  必要性、公平性、有効性の視点から、各補助金の制度内容、交

付状況、成果を定期的に検証し、不断の改善を図る。  

取組み目標  定期的な見直しにより、区の補助制度を適正かつ効果的なもの

とする。  

取組み内容  補助金交付要綱の点検、補助金の見直し等に係るガイドライン

＊ １に基づく見直し、補助金見直し状況のよりわかりやすい公表  
平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  
ガ イ ド ラ イ ン

に 基 づ く 見 直

し、公表方法の

見直し検討  

ガ イ ド ラ イ ン

に 基 づ く 見 直

し、公表方法の

見直し  

ガ イ ド ラ イ ン

に 基 づ く 見 直

し、公表方法の

検証  

ガ イ ド ラ イ ン

に 基 づ く 見 直

し、公表方法の

検証  
効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ 補助金の見直し等に係るガイドライン 必要性、公平性、有効性、説明責任の４原則を柱に、

補助金の継続的見直し、透明性の確保を目的とする

区の基本方針（平成 16 年度策定）。 

 
番号  406 項目名  貸付金の見直し  所管部  保健福祉部  

現況・課題  
現行の貸付金制度の中には、戦後の動乱期に制定され、その後

都から事業移管されたものも多く、制度の役割や仕組みが時代状

況に合わなくなってきている。  

対応の方向  
区の福祉貸付金制度について、社会環境の変化を踏まえ、区民

ニーズの変化、他の公的制度や金融機関による貸付の状況を見極

めながら見直しを図る。  
取組み目標  区の貸付金制度について、体系的に整理する。  
取組み内容  生活事業資金の見直し、福祉資金貸付制度の見直し  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

区 民 生 活 事 業

資 金 貸 付 見 直

しの検討・調整  
 
福 祉 資 金 貸 付

に 係 る 口 座 振

替 の 推 進 な ど

徴収の強化  
福 祉 資 金 貸 付

制 度 の あ り 方

の検討  

区 民 生 活 事 業

資 金 貸 付 の 見

直しの実施  
 
徴収の強化  
 
 
 
福 祉 資 金 貸 付

制 度 の 見 直 し

の実施  

 
 
 
 
徴収の強化  

 
 
 
 
徴収の強化  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
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番号  407 項目名  現金給付の見直し  所管部  保健福祉部  

現況・課題  

平成 16 年度の条例改正により、指定難病を支給要件として心

身障害者福祉手当を受給する場合には、都難病医療費助成の医療

券の交付を受けることが要件とされた。この医療券の交付を受け

ていない受給者に対する手当支給について見直す必要がある。  

対応の方向  経過措置を設け、見直しを進める。  

取組み目標  
平成 23 年９月まで支給額を段階的に減額し、10 月以降、手当

支給を廃止する。  

取組み内容  
この医療券の交付を受けていない非課税者への手当支給の段

階的廃止（課税者については 18 年９月で廃止）  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  
区民周知  
医 療 券 交 付 申

請の勧奨  
 

経 過 措 置 に よ

る 手 当 支 給 額

減  

経 過 措 置 に よ

る 手 当 支 給 額

減  

経 過 措 置 に よ

る 手 当 支 給 額

減（ 10 月以降

廃止）  
効 果 額  ―  ―  ―  ―  
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（５）改革の継続的推進 

 

 

【重点取組みとして選定した背景】 

 「区民満足度の向上」、「自律した自治体の実現」を目指す改革の取組

みが、区民の目に見える成果を挙げられるかどうかは、改革の必要性や

重要性が職員一人ひとりに浸透し、定着するかどうかにかかっています。

窓口で区民に応対し、あるいは、自らの仕事を日々評価し、改善を心が

けるのは、一人ひとりの職員だからです。 

 「改革」の本質は、不断の見直しにあります。すなわち、改革を継続

することは、職員一人ひとりが仕事を日々見直し、改善に取り組む職場

風土をつくりあげることにほかなりません。 

 区民と接することの多い職場では、区民の目線に立って考えさせられ

る機会も多く、それだけ課題に敏感です。そうした問題意識を速やかに

改善に結びつけていく仕組みが求められています。 

 

【取組み項目を選定した理由】 

 職場提案を活かした窓口改善をはじめ、「①現場からの改善運動の推

進」に取り組み、実践を通じて「区民満足度の向上」に向けた改革への

意識づくりを進めます。あわせて「②人材育成の充実」により、区民の

声に耳を傾け、ニーズを的確に把握し、自ら考え、行動できる職員を育

成します。 

区民から求められる行動を職員自らが率先して実践し、さらに、あら

ゆる場面で区民との協働を進めるため、「③職員の率先行動の推進」、「④

区民との協働の推進」を挙げました。 

 

 

 

自律した自治体の実現

実施効率の向上  

改革の継続的推進

区民満足  

度の向上  
行財政  

の改善  
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番号  501 項目名  
現場からの改善運動の

推進  
所管部  政策経営部 各部  

現況・課題  
サービスの質の向上と実施の効率化を図るためには、普段から

区民に直接接していて、区民のニーズや事業課題を熟知している

現場からの主体的取組みが必要不可欠である。  

対応の方向  
庁内連携による支援のもと、現場の発想を活かした主体的改善

運動を継続的に進める。  

取組み目標  
継続的な改善取組みにより、区民満足度を向上するとともに、

職員満足度の向上をも実現する。  

取組み内容  
「現場の発想を活かした主体的改善提案」に基づく取組みの継

続実施、職員提案制度の有効活用、改善取組みに対する区民の評

価の把握  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  
改 善 提 案 の 募

集と実施、改善

成果の検証  
 

改 善 提 案 の 募

集と実施、改善

成果の検証  

改 善 提 案 の 募

集と実施、改善

成果の検証  

改 善 提 案 の 募

集と実施、改善

成果の検証  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  

 
番号  502 項目名  人材育成の充実  所管部  総務部  研修調査室  

現況・課題  
地方分権の推進により、自立した行政経営が求められるなか、

自ら考え行動し、多様化する区民ニーズに迅速かつ的確に対応す

ることができる人材を育成していく必要がある。  

対応の方向  

平成 13 年に策定した「人材育成計画」＊ １に、「本人の意欲向上」

「その意欲をサポート、盛り上げる職場環境の醸成」を目的とし

た施策を盛り込み、新たな時代のまちづくりを支えることのでき

る人材、組織の育成を目指す。  

取組み目標  
多様な課題解決を可能とする独自性のある政策形成能力を備

えた活力ある組織運営を目標とする。  

取組み内容  
人材育成計画に基づく取組み（人事考課制度の充実、人材育成

につながる人事異動制度の検討、再任用や非常勤職員の育成、メ

ンタルへルスの向上、人材育成のための人材の育成など）  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  人 材 育 成 計 画

に 基 づ く 取 組

み  

人 材 育 成 計 画

に 基 づ く 取 組

み  

人 材 育 成 計 画

に 基 づ く 取 組

み  

人 材 育 成 計 画

に 基 づ く 取 組

み  
効 果 額  ―  ―  ―  ―  
＊１ 人材育成計画 新たな時代のまちづくりを支え、多様な課題を解決することのできる職員を

育成するための施策をまとめた計画。 
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番号  503 項目名  職員の率先行動の推進  所管部  各部  

現況・課題  

安全安心の確保、リサイクル推進やごみ減量、二酸化炭素排出

削減など、区民一人ひとりの努力の積み重ねにより取り組むべき

課題については、まず、区職員が率先して行動することが必要で

ある。  

対応の方向  
全庁一丸となって率先行動に取り組むことにより、活動の成果

を挙げるとともに、職員の意識改革を進める。  

取組み目標  
まず、職員が率先して行動することにより、区民との新たな信

頼関係を構築する。  

取組み内容  
職員一人ひとりの環境配慮活動の推進（省エネ行動の実施、リ

ユース情報の交換など）、街路灯・街路消火器の不具合の通報 など  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

職 員 の 環 境 配

慮活動の推進  
 
職 員 通 報 の 実

施  
 

継続的な実施  継続的な実施  継続的な実施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  

 
番号  504 項目名  区民との協働の推進  所管部  各部  

現況・課題  
地域の課題にきめ細かく対応し、質の高いまちづくりを進める

ためには、区民と協働し、地域の潜在力を有効に引き出すことが

必要である。  

対応の方向  
地域人材やマンパワーが活躍しやすい場や機会の提供など、区

民との協働手法の質の向上を図る。  

取組み目標  
区民が主体的に参加し、活躍しやすい、新たな協働手法を開拓

し、推進する。  

取組み内容  
地域防災力向上に向けた大学生のマンパワー活用、子育て支援

へのボランティアの活用 など  

平成２０年度  平成２１年度  平成２２年度  平成２３年度  

年次別計画  

大 学 生 と の 防

災 に お け る 連

携 の あ り 方 検

討  
 

大 学 生 と の 防

災 に お け る 連

携 の あ り 方 検

討  

順次実施  順次実施  

効 果 額  ―  ―  ―  ―  
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